




山梨●甲府市職員の過労自死裁判勝訴が確定	 49
福島●元原発労働者の悪性リンパ腫等が業務外	 52
東京●あらかぶ裁判提訴8周年で報告集会開催	 53
神奈川●労基署が労災打ち切りに返金まで要求	 55
東京●台風影響で一日のサマーフィールドワーク	 56
大阪●訪問団迎え日韓労働安全衛生問題で交流	 58
韓国●半導体工場の筋骨格系疾患、申請なし	 60

…………

…………

……

……

………

………

……

………………

表紙写真／ABAN東南アジア会議マレーシア・セッション

安全センター情報2025年3月号目次 ［全国労働安全衛生センター連絡会議  通巻第534号 2025年2月15日発行］

各地の便り/世界から

アスベスト禁止をめぐる世界の動き
タルク含有化粧品中のアスベスト検査方法を提案	 34
米FDAのアスベスト検査方法に関する規則案	 35

ドキュメント

…………

……………………

……特集／アジアにおけるアスベスト禁止 2024

地域・国レベルの進展から
禁止に向けて勢いをつける
ABAN南アジア・東南アジア会議を開催
		 ABANコーディネーター  古谷杉郎	 2…

2024年に亡くなった石綿被害者団体リーダー	 	18………

首都圏建設アスベスト訴訟東京1・2陣
東京高裁が和解案を提示/原告団らの声明	 20……

労働安全衛生・労働政策総合推進法等改正へ
労働政策審議会建議と改正法案要綱	 25……

他人の故意に基づく暴行による負傷の取扱い	 32……………



2   安全センター情報2025年3号

国際開発金融機関の方針

アジア開発銀行（ADB）にアスベスト関連プロジェク
トに対する融資中止方針を確立させるキャンペーン
については、2019年10月27日に韓国・ソウルで開催
されたアジア・アスベスト禁止ネットワーク（ABAN）
会議で取り上げられ、結果的にコロナ禍のために中
止（9月にオンライン開催）されたものの、2020年5月
に仁川で開催される予定だったADB第53回総会
に向けて働きかけていこうと話された。
オーストラリアで先行してキャンペーンが開始さ
れ、2019年12月19日にオーストラリアABCラジオ
（Pacific Beat）が、「ADBは、来年からアスベストを
伴う新たな製品に対する融資を『控える［refrain］』
と語った」と報じた。筆者が直接ADB駐日代表
事務所に問い合わせると、オーストラリア事務所が
ABCに送った以下のコメントが提供された。
「アジア開発銀行（ADB）は2009年以降、固着さ
れていない［unbonded］アスベスト繊維の製造、取
引、使用に対するADBの融資を明示的に禁止して
います。しかし、アスベスト含有量が20%未満の固

着されたアスベストセメントシートの購入及び使用は
認められてきました。これは、一般的な産業界の基
準及び安全指針に沿ったものでした。これらの製
品の潜在的リスクへの懸念が高まっていることを踏
まえて、ADBは現在、これに対処するための措置を
講じつつあります。2020年以降、ADBはアスベスト
の存在が含まれるいかなる新規プロジェクトへの融
資も控える予定です。この変更［update］は、ADB
セーフガードポリシーステートメントの次のレビューに
おいて反映される予定です。」
この情報はただちに関係者で共有されるととも
に、ADBに対する働きかけが継続された。

世界銀行グループはすでにその2007年4月の
「環境・健康・安全［EHS］一般ガイドライン」で、
「新たな建物・建設において、または改築・改修活
動における新たな材料としてアスベスト含有物質は
回避されなければならない」等と明記するとともに、
2009年5月には、「グッドプラクティスノーﾄ：アスベス
ト：労働・公衆衛生上の問題」（2009年7月号参照）
も発行している。

欧州復興開発銀行（EBRD）は、2014年5月の「環
境・社会ポリシー（ESP7）」の別表1「EBRD環境・

地域・国レベルの進展から
禁止に向けて勢いをつける
ABAN南アジア・東南アジア会議を開催
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社会除外リスト」で、「知りながら直接的または間接
的に融資することのない」プロジェクトのひとつとし
て、「固着されていないアスベスト繊維またはアスベ
スト含有製品の製造、使用または貿易」を掲げて
いた。これが、2019年4月の「環境・社会ポリシー」
別表1「EBRD環境・社会除外リスト」では、「アス
ベスト繊維、及び意図的に添加されたこれらの繊維
を含有する物品・混合物の製造、上市及び使用」
に改訂された。この文言は、化学物質の登録、評
価、認可及び制限（REACH）に関する 欧州議会
及び理事会の規則（EC）No.1907/2006別表XVII
を改訂する2016年6月22日の委員会規則（EC）
2016/1005にそろえたものである。2024年のレビュー
でも、アスベスト関連の文言に変更はないようだ。
ちなみにオーストラリア国際開発庁（Australian 
Aid）は、2019年6月に外務貿易省（ＤＦＡＴ）スタッフ
のための「アスベストリスク管理に関する環境・社
会セーフガードポリシー」を策定している。
これらに対して、ＡＤＢの2009年7月の「セーフガー

ドポリシーステートメント（SPS）」の別表5「ＡＤＢ禁
止投資活動リスト」は、「融資の対象にふさわしくな
い」活動のひとつとして、「固着されていないアスベ
スト繊維の製造、取引または使用」を掲げ、脚注で
「これは、アスベスト含有量が20%未満の固着され
たアスベストセメントシートの購入及び使用には適用
しない」としていた。
また、アジアインフラ投資銀行（AIIB）の2016年2月
の「環境・社会フレームワーク（ESF）」の「環境・
社会除外リスト」も「知りながら融資することのな
い」プロジェクトのひとつとして、「固着されていない
アスベスト繊維の製造、取引または使用」を掲げ、
脚注で「これは、アスベスト含有量が20%未満の固
着されたアスベストセメントシートの購入及び使用に
は適用しない」としていた。

アジアインフラ投資銀行が原則禁止

結果的にADBよりもAIIBによる改訂の方が早く
なった。スイスのSolidar Suisseから改訂に向けた
コンサルテーションの情報がもたらされ、またそこを
通じた意見表明等が行われた。AIIBは2021年5

月21日に「AIIBは環境・社会基準へのコミットメント
を強化」と題した発表を行い、今回のESF改訂に
おける主な変更のひとつは「生物多様性を保護し、
AIIB融資プロジェクトからアスベストを排除する文
言の強化」であるとした（2022年4月号参照）。具体
的には、除外リストの文言が「固着されているかど
うかにかかわらず、アスベスト繊維の製造、取引また
は使用」と改訂され、脚注の文言も以下のように改
訂された。
「特別な状況において、顧客が固着されたアスベ
ストの使用から代替物質への移行を可能にするた
めに必要である場合には、銀行は、使用される物質
のアスベスト含有量が20％未満であることを条件と
して、合理的な移行期間について顧客と合意する
ことができる。アスベストの処分を伴うプロジェクトは、
そのような処分に対して適切なアスベスト管理計画
が採用されることを条件として、禁止されない。」

アジア開発銀行（ADB）も禁止

ADBの初期の改訂作業は内部的なものだった。
２020年5月にADBの独立評価部（IED）がSPSの
企業評価を完了し、ポリシー及び関連するビジネ
スプロセス・実施要件の改訂を勧告。同年10月に
ADBは、SPSレビュー・更新（SPRU）プロセスのた
めに部局間運営委員会と11の技術的ワーキンググ
ループを設置。SPRUプロセスは、他の国際開発金
融機関（MDBs）のアーキテクチャモデル及び要件
との比較分析から開始され、（1）ステークホルダー
関与計画案の周知と協議、（2）SPSの実施から得ら
れた教訓に関するステークフォルダーからのフィード
バック、（3）①ビジョン、②環境・社会ポリシー、③環
境・社会基準（ESSs）、④禁止投資活動リストから
なる新しい「環境・社会フレームワーク（ESF）」の
第1次草案の提案とフィードバックという、3段階のス
テークホルダー関与計画に基づいて実施された。
この間にADBは、2022年3月に「アスベストの管理

［Managemrnt ａｎｄ Control］のためのグッドプラ
クティスガイダンス：職場と地域社会をアスベスト曝
露リスクから守る」も発行した。
第3段階の協議は、2023年9月7日に公開され、当
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初の予定では2024年1月31日まで、実際には延長さ
れて5月6日まで書面による意見を募集した。9月27
日には、ESFの第2次案が示され、③の次に④融資
形態と製品に関する要件が追加された。そして、11
月22日に理事会で承認されて、「ADBはプロジェク
トの社会・環境保護を強化する新たな枠組みを公
表」と発表された。「ESFは、2025年1月から導入さ
れ、ADBとその加盟国が新しい枠組みを実施する
ための能力を強化するのを支援する長期的な能力
支援プログラムとともに実施される予定」とされた。
新しい「ADB禁止投資活動リスト」は、「融資の
対象にふさわしくない」活動のひとつとして、「アスベ
スト繊維の製造、取引または使用」を掲げ、脚注で
「これは、適切なアスベスト管理計画が採用される
ことを条件として、アスベストの処分を伴うプロジェク
トには適用しない」とした。
この部分は、第1次草案から変更されていない。
筆者ら個人としても意見を提出したが、6月14日に
ABANとして以下のような書簡を送った。
「われわれは、最近近行われた協議を受けて、こ
の機会に、アスベスト被害者、消費者、労働組合組
織、建設、運輸、電力、製造、繊維、衣料などの分野
でアスベストに曝露した労働者を代表する市民社
会グループのネットワークとして、草案の枠組みに、
今後の銀行の投資からアスベスト含有物質をすべ
て禁止することを盛り込んだことを称賛する。この動
きは、アジアの多くの将来の労働者の命を救うことに
なるだろう。
世界のアスベスト消費量は45年前のピーク時か

ら75%減少しているが、現在も年間130万トンが消
費されており、そのほぼすべてがアジア向けに取引
されていることを指摘する。
人々が曝露しなければ、すべてのアスベスト疾
患は回避可能であることに留意し、職場でのアスベ
スト曝露による現在の世界的な死亡者数は年間
209,000人から260,000人であることを指摘する。
ポリシーにおいては、アスベスト含有物質中のアス
ベストの許容量または許容率は参照すべきではな
いことを再度表明する。
2024年後半に開催される理事会でフレームワー

クを最終決定する際には、アスベストに対してゼロト

レランスを徹底するようADBに強く求める。
ADBがすでに実施しているグッドプラクティス作
業と資料を称賛する。
禁止決定の明確化のため、①（viii）アスベスト繊
維の製造、取引または使用の後に「固着されている
かどうかにかかわらず」という文言を追加すること、
②脚注12の「アスベストの処分」の［アスベストの］
後に「含有物質」という文言を追加することを提案
する。
この決定は、ADBの投資プロジェクトに関わる労
働者にとって、地域の環境及び消費者にとって重要
なセーフガードである」。
各国のアスベスト産業からは反対の意見が多
数提出された模様である。そのことは、ESFのな
かでも次のようにふれられている。「市民社会組織
（CSO）と労働組合は、ADBがアスベストの生産と
使用の全面禁止を支持し、SPSの禁止投資活動リ
スト中の固着されたアスベストについての現行の許
容を撤廃するよう強く推奨した。しかし、産業界の
代表は、アスベストの禁止は正当化できず、蛇紋岩
（クリソタイル）アスベストなどの特定のアスベスト含
有物質の継続的使用を認めるべきだと主張した」。

インド太平洋経済枠組み（IPEF）

繫栄のためのインド太平洋経済枠組み （IPEF）

は、アメリカのバイデン大統領の呼びかけにより経
済分野の協力を深める目的で2022年5月に発足し
た新しい経済圏構想であり、オーストラリア、ブルネ
イ、フィジー、インド、インドネシア、日本、マレーシア、
ニュージーランド、フィリピン、韓国、シンガポール、タ
イ、米国及びベトナムの合計14か国が参加してい
る。①貿易、②サプライチェーン、③クリーン経済、
及び、④公正な経済、の4つの柱［Pillar］及び柱横
断的な事項について取り扱う閣僚級の協議体設置
のためのIPEF協定について交渉対象とする合意
がなされ、2023年5月のIPEF閣僚級会合で柱2とし
て交渉が進んでいたサプライチェーン協定の交渉
の実質妥結が発表され、同年11月にIPEFサプライ
チェーン協定の署名が行われたほか、クリーン経済
協定（柱3）、公正な経済協定（柱4）及びIPEF協定

特集/アジアにおけるアスベスト禁止 2024
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の実質妥結が発表され、2024年2月24日にサプライ
チェーン協定の発効、上述の他の協定も2024年中
にすべて署名・発効という経過をたどっている（日
本は公正な経済協定は未締結）。
主としてオーストラリア政府の主導により、この
IPEFサプライチェーン協定定（柱２）のセクションB
「一層強固なIPEFサプライチェーンの構築」の第
2条「IPEFサプライチェーンの強化のための協力」
に、次の項目が含められた。
「12　締約国は、アスベスト関連疾患を予防し、及
びIPEFサプライチェーンにおいてアスベストよりも
安全な代替製品の利用を促進するため、技術援
助及び能力開発を提供するよう協力する意図を
有する［intend to］。」
これは、オーストラリア政府の動きは、オーストラリ
ア公正貿易投資ネットワーク（ＡＦＴＩＮＥＴ）やオース
トラリア労働組合評議会（ACTU）らの働きかけを
受けたもので、アスベスト禁止に向けた文言が追求
されたものの、反対があってこのようなかたちになっ
たと伝えられている。また、公正な経済協定（柱4）に
も同様の文言を入れることもめざされたが、実現し
なかった。アメリカのトランプ大統領はIPEFを破棄
する意向を示しているものの、オーストラリア政府は、
IPEF締約国におけるアスベストプロジェクトを支援
することを決定していて、2025年以降の具体的取り
組みをAPHEDAに委嘱している。

ASEAN労働組合会議の声明

アセアン労働組合協議会 （ATUC）は2024年8月
29日にラオス・ビエンチャンで、「ASEAN（東南アジ
ア諸国連合）における労働組合のエンパワーメント：
移住労働者のための結束力と回復力の強化」を
テーマにした会議を開催した。ここでは「労働者を
保護するためのアスベスト禁止」も取り上げられ、会
議の声明で以下のようにふれられた。
「ATUC、各国の労働組合、及びその他の関係
者は、APHEDAと協力して『Asbestos, Not Here, 
Not Anywhere』キャンペーンを地域的なイニシア
ティブに拡大し、アスベストを禁止し、アスベストへの
曝露に関連した職業上の危険から移民労働者を

含むすべての労働者を保護する。
行動計画：
・	ATUCは、アスベスト禁止のためにASEANに提
出する戦略について話し合い、合意するために、
すべての構成団体及びリーダーによる会議を開
催する。
・	アスベストリスクに関する情報を広め、地域全体
で意識向上キャンペーンを推進する。
・	アスベストを禁止する法律を起草し、実施するた
めに、各国政府と協力する。
・	地域貿易・投資協定にアスベスト禁止条項を盛
り込むよう働きかける。」
ATUCは、ASEAN加盟10か国－カンボジア、イン

ドネシア、ラオス、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、シ
ンガポール、タイ、ベトナム、東ティモール－の労働組
合で構成されている。

国際労働組合総連合 ・ アジア太平洋地域組織

（ITUC-AP）は3回目になるアスベスト会議を企画し、
2024年11月18-19日マレーシア・クアラルンプールでの
開催がいったんは決まったものの、直前になって延
期され2025年に開催される予定である。
ITUC-APには、東アジア5か国・地域（日本、韓
国、モンゴル、香港、台湾）、東南アジア7か国（イン
ドネシア、カンボジア、シンガポール、タイ、フィリピン、
マレーシア、ミャンマー）、南アジア6か国（バングラデ
シュ、スリランカ、パキスタン、インド、ネパール、モル
ディブ）、太平洋8か国（オーストラリア、ニュージー
ランド、キリバス、トンガ、バヌアツ、フィジー等の島嶼
国）及び中東9か国の労働組合が加盟している。

ASEAN民衆フォーラム

2024年9月19～21日には東ティモ－ル・ディリで、
ASEAN市民社会会議［Civil Society Conferen-
ce］/ASEAN民衆フォーラム［People Forum］（AC

SC/APF 2024）が開催され（https://acsc-apf.org/）、
9月20日に「東南アジアにおける労働安全衛生とア
スベストを禁止するためのキャンペーン」をテーマに
したワークショップが組織された。ここでは、東ティ
モ－ル労働組合連合（KSTL）、インドネシア労働安
全衛生地域ネットワークイニシアティブ（LION）、カ
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ンボジア食品サービス労働組合連合（CFSWF）、
APHEDAアスベストキャンペーン・コーディネーター
らが報告を行って、ASEANレベルでの取り組みの
強化が話し合われた。
ACSC/APFでアスベスト問題が取り上げられた

のは初めてだと思われる。

ナウルがアスベスト禁止

2024年5月にタイ・バンコクで開催したABAN会
議には、太平洋地域環境計画事務局 （SPREP）

PacWastePlusプログラム廃棄物プロジェクト技術
専門官のランス・リッチマンも参加して、EUが（その
後オーストラリアも）支援するアスベストプロジェクトに
ついて紹介してくれた。プロジェクトの対象には、ア
スベストの評価・廃棄等だけでなく、アスベストを禁
止する法令の起草・執行も含まれ、バンコクでは以
下のような状況が報告されていた。
・	ツバル：ツバル政府諮問委員会文書－アスベス
ト輸入禁止－起草の完了
・	バヌアツ：2014年［法律］第24号廃棄物管理法
改正のためのアスベスト含有物質禁止起草指示
の完了
・	パプアニューギニア：アスベスト含有物質禁止規
制改正のための入札契約、重点研究文書及び
文言草案の完了
・	トンガ：入札契約、アスベスト含有物質禁止規制
改正のための入札契約、重点研究文書及び文
言草案の完了、並びに政府機関及び実業界との
協議
2024年末にランスが知らせてくれた最新状況は
以下のとおりである。
・	ナウルが、アスベストの輸入を禁止するとともに、
承認済みのアスベスト管理実施基準（ＡＭＣＯＰ）
のための法的強制力のある規制を策定
・	トンガは、アスベスト管理実施基準（AMCOP）を
採用/承認し、アスベスト禁止に関する協議が進
行中
・	ニウエ、キリバス、パプアニューギニア向けの国
別AMCOP草案
・	ナウル、ソロモン諸島、キリバスでは、建築基準

法にアスベスト除去管理計画及びアスベスト除去
を必要とする建築物の解体その他の作業のた
めの「安全作業方法声明書」の作成を義務づ
ける条項が盛り込まれている。バヌアツ、ツバル、
キリバスの建築基準法は、AMCOP草案を参照
するように更新中。
ナウルのアスベスト禁止は、2014年関税法に基

づく2024年10月11日付け関税（輸入禁止）令（官報
第437号）によって実施され、すべての種類のアス
ベスト、それらを含有する混合物、廃棄物やアスベス
ト含有土壌を含めたアスベスト含有物質の輸入が
禁止された。また、販売・使用・再使用の禁止、及
び「アスベスト管理実施基準（ＡＭＣＯＰ）」の実効
性を確保するために、2024年10月30日付けで「環
境管理及び気候変動（アスベスト管理）規則」も制
定された（官報第454号）。太平洋島嶼国で初めて
のアスベスト禁止導入である。
2024年には、ついにアメリカが3月に、またモルド

ヴァがやはり10月にアスベストを禁止している。

カンボジアの2025年禁止表明

一方、2023年5月以降、カンボジアでは労働職業
訓練大臣が、2025年にアスベストの使用を禁止し
たい意向を繰り返し表明している。
労働職業訓練省（MOLVT）ほか13の省、労
使団体からなるワーキンググループによって、2019
年6月に最初のナショナル・アスベスト・プロファイル
（NAP）が策定された。これに対して、国際クリソタ
イル協会（ICA）が2019年10月に、APHEDAのアス
ベスト禁止キャンペーンによる情報にたぶらかされた
ものと非難する書簡を保健省に送るなど圧力がか
けられたが、ＭOLVTはひるまず、2022年10月には
第2次NAPが策定された。2023年7月5日に策定さ
れた2023～27年を対象期間とする「第3次労働安
全衛生マスタープラン」でもたびたびアスベストに言
及し、戦略①「国際基準に沿った一貫した法的及
び方針枠組みと効果的な施行」の11項目のひとつ
に、「すべての種類のアスベスト及びアスベスト含有
製品の法的禁止、アスベスト代替品の使用の促進、
アスベスト除去の安全な手順に関する義務的規則

特集/アジアにおけるアスベスト禁止 2024
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の策定、アスベスト関連疾患（ARD）のハイリスク労
働者の健康サーベイランス、ARDの職業病リストへ
の追加」等が含まれていた。

カンボジア ・ アスベスト禁止ネットワーク（CamB

AN）、とりわけその中心である建設林業労働組合
（BWTUC）などは精力的に禁止の実現を支持・
促進するキャンペーンを展開している（BWTUCの
Facebook等を参照していただきたい）。

インドネシア最高裁での勝利

MDBsやIPEF、ASEAN等の地域レベルにおけ
る進展や太平洋島嶼国の動向等を睨みながら、カ
ンボジアの禁止を確実なものにするとともに、さらに
数か国で禁止への動きを具体化したいというのが、
2024年のABANの基本的方針だった。
2024年3月にインドネシアからさらに嬉しいニュー

スがもたらされた。
2023年12月27日にインドネシアの友人たちは、

この訴訟のために作った非政府消費者保護団体
（LPKSM）Yasa Nata Budiを通じて（代表者は
ディッチ、アジャット、レオ）、商業大臣を被告として、
最高裁に対して、インドネシア語のラベルの使用また
は記入を必要とする物品の決定に関する2021年
商業大臣規則第25号の司法審査を請求した（訴
訟番号No. 6/HUM/2024）。
原告らの主な主張は、インドネシア国内で販売さ

れる危険有害な物品は危険有害性について知ら
されていなければならず、アスベスト/クリソタイルは
まさにそれが適用されなければならない一方、2021
年商業大臣規則第25号は十分な情報を要求して
おらず、アスベスト/クリソタイルを対象にしてもいない
ということだったようである。
これに対してインドネシア最高裁は2024年3月19

日に、以下の決定を下した。
・	請求人らによる司法審査に対して助成金申請の
対象となる権利を与え、
・	規則は、それより上位の商業に関する2014年法
律第7号と相反すると宣言し、
・	商業大臣に、2021年商業大臣規則第25号を撤
廃するよう命じる。

この最高裁決定の法的影響は、商業省が、インド
ネシアで販売されるすべてのアスベスト含有製品が
インドネシア語で使用上の注意と有害性情報を含
んだ警告ラベル表示がされているように規則を改正
しなければならないことを意味した。
請求人らが商業省に速やかに新たなラベル表
示規則を策定するよう求める一方で、5月31日には、
ジャカルタ特別州保健局が、最高裁決定を受けて、
住民への健康リスクを理由に住宅におけるアスベス
トの使用禁止を宣言したというニュースももたらされ
た（2024年7月号参照）。

アスベスト産業からの反撃

ところが、7月18日、繊維セメント製造業者協会
（FICMA）が、LPKSM Yasa Nata BudiとYasa 
Nata Budi財団、その代表者ディッチ、アジャット、
レオ、さらにインドネシア・アスベスト禁止ネットワーク
（InaBAN）及び商業省を被告とする民事訴訟を
中央ジャカルタ地方裁判所に提起したのである。
FICMAは以下のことを求めていると言う。

・	原告の訴えを全面的に認めること。
・	クリソタイル/白石綿は、依然として必要であり、使
用することはできると宣言すること。
・	クリソタイルは、無害な化学物質であり、「国際貿
易の対象となる特定の有害な化学物質及び駆
除剤についての事前のかつ情報に基づく同意
の手続」に関する２013年法律第10号（ロッテル
ダム条約批准）によって保護されていると宣言す
ること。
・	インドネシア語のラベルの使用または記入を必要
とする物品の決定に関する2021年商業大臣規
則第25号を、適切かつ２013年法律第10号及び
インドネシアも締約国であるロッテルダム条約の
締約国間の合意に従ったものであると宣言する
こと。
・	クリソタイルに関するものである限り、InaBANが
所有するニュース及び/またはウエブサイトを撤
回及び/または削除するよう宣告すること。
・	商業省を除く被告人に対して、3つの全国紙及び
2つのテレビ局に対して謝罪するよう命じること。
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・	商業省を除く被告人に対して、ソーシャルメディア
及びその他のメディアにおけるクリソタイルに関連
したすべてのニュースを削除及び/または撤回す
るよう命じること。
・	商業省を除く被告人に対して、「機会喪失」とし
て毎月1％、約7985億ルピアを、連帯してまた別々
に原告に対して支払う責任があると宣告すること
（79.9億ルピア＝約7600万円）。
FICMAは、ロッテルダム条約が事前のかつ情報

に基づく同意（ＰＩＣ）手続が必要な有害化学物質
等のリストに含めていないことをもって、クリソタイル
は無害＝安全というのが国際的コンセンサスである
かのように主張し、さらに、ロッテルダム条約を批准
した国内法等によってクリソタイルは保護されてい
るとまで主張を広げている。加えて、これに基づい
てFICMAはクリソタイルへの投資を拡張してきた
のであり、製造/使用が禁止されればインドネシアの
37,100人の職が失われるとも主張している。

国際機関のポジション表明

ロッテルダム条約がＰICリストへのクリソタイルの
搭載に失敗しているのは、ひとえに全会一致を必要
とする議事規則のゆえであり、一握りの反対国が妨
害してきたからにほかならない。
同条約事務局は国連環境計画 （UNEP）と国連
食糧農業機関（FAO）であるが、UNEPは2024年2
月6日、2022年3月の第5回国連環境総会（UNEA）
の要請に応えて2024年2月の第6回UNEAに対し
て、「製品と環境中のアスベスト汚染物質に対処す
るための選択肢」と題した文書を提出した（2024年
6月号参照）。
5つの選択肢が提示され、選択肢1は「全ての種
類のアスベストの使用を中止し、ライフサイクル全体
にわたってアスベストのリスクを管理することによっ
て、アスベスト関連疾患の根絶を強化するための法
的枠組みと法的メカニズムを強化する」ことであり、
これは「基本的柱」となるもので、他の選択肢は「こ
の基盤の上に、より安全な代替品の探求、既存アス
ベストに対する証拠に基づいた戦略の採用、知識
の創生とアクセスの重視といった実際的な措置を

提供するもの」、提案された「諸措置を実施するた
めの全体的な能力を強化する」ものであり、「これら
の選択肢を組み合わせることで、アスベストに関連
する諸課題に効果的に取り組むための、相乗的か
つ相互支援的な戦略を形成する」としている。
UNEPはこれに基づいて、「アスベスト」専用ペー

ジを開設した。
・	UNEP「アスベスト」
	 https://www.unep.org/topics/chemicals-and-
pollution-action/pollution-and-health/asbestos
世界保健機関（WHO）は2024年9月27日に、「アス

ベスト」専用ページを更新した（傷病の労働関連負
荷に関するWHO/ILO共同推計を反映）。
・	WHO「アスベスト」
	 https://www.who.int/news-room/fact-
sheets/detail/asbestos
国際労働機関（ILO）も2024年10月28日に、「労働
衛生：アスベスト」ページを更新した。
・	ILO「労働衛生：アスベスト」
	 https://www.ilo.org/resource/other/
occupational-health-asbestos
国際機関のポジションは、「アスベスト関連疾患を
根絶するためのもっとも効果的な方法はすべての種
類のアスベストの使用をやめること」で統一されてお
り、それ以外の「国際的コンセンサス」を導き出すこ
とは不可能である。本稿の最初で紹介した、国際
開発金融機関（MDBs）におけるアスベスト関連プロ
ジェクトへの融資禁止方針も加えることができる。さ
らに、古い話になるが、2001年3月12日の世界貿易

機関 （WTO）紛争解決機関の決定（WT/DS135/
AB/R）「欧州共同体－アスベスト及びアスベスト含
有製品に影響を与える措置」も追加したい。
	 https://www.wto.org/english/tratop_e/
dispu_e/cases_e/ds135_e.htm
この決定は、「クリソタイルなどの発がん物質を含
有する物質の輸入及び使用を禁止する加盟国の
権利」を明確に求めるとともに、「クリソタイルは確立
された発がん物質であり、安全な閾値は存在せず、
管理使用は国による禁止に対する効果的な代替
策ではない」と言明している。
以上は、筆者らがABANの会議等で繰り返し紹

特集/アジアにおけるアスベスト禁止 2024
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介・確認している情報であるが、これらも総動員し
て、ジャカルタの地方裁判所に決して誤った判断を
出させないよう確保しなければならない。

ABANは最新情報を共有

アジア ・ アスベスト禁止ネットワーク （ABAN）は
2023年5月7日に、タイ・バンコクでABAN会議を開
催した。2021年9月はオンライン開催だったので、リ
アル開催は2019年10月の韓国・ソウル以来4年ぶり
だった（2023年11月号参照）。
以降、隔月でオンライン会議を開催するとともに、

それに合わせて最新情報を要約した「ABAN 
Update」を作成し、情報共有を強化している。
また、以前からアジア各国におけるアスベスト及
びアスベスト関連疾患に関する国際的に入手可
能な情報の共有・更新に努めていたが、2024年
には、随時データが更新されているUN comtrade

データベースや毎年データが更新されるアメリカ
連邦地質調査所（USGS）の「Ｍineral Yearbook」
（2024年は10月21日に更新）に加えて、2024年
5月18日に4年ぶりに世界疾病負荷推計（GBD）
が更新され（GBD2021）、また、国際がん研究機
関（IARC）が2024年2月1日に、「2022年におけ
るがん負荷推計（Globocan2022）」と「2022年
から2050年までのがん負荷の将来予測」を公表し
た。ABANは早速これらの新しいデータを取り入れ

た「アジアにおけるアスベスト及びアスベスト関連

疾患」基本データをまとめて、キャンペーンに活用し
ている（2025年1・2月号参照）。
2024年には、南アジアと東南アジアのサブリージョ

ナルレベルでの会議開催が計画された。

ABAN南アジア会議

ABANは2024年3月3日に、スリランカ・コロンボ
でABAN南アジア会議を開催した。３月4-5日の労
災公害被害者の権利のためのアジア・ネットワーク
（ANROEV）南アジア会議の前日に設定されたも
のだった。会議のプログラムは以下のとおり。
①	 オープニング・セッション－地元主催団体である
環境正義センター（CEJ）ディレナ・パスラゴダ事
務局長による開会あいさつの後、筆者がABAN
を代表して基調報告、インドOSH-MCSのアシッ
シュ・ミタル医師が「アスベスト関連疾患」に関す
るレクチャーを行った。
②	 スリランカ・セッション－CEJのパスラゴダ事務
局長とチャラニによる「スリランカにおけるアスベス
ト禁止に向けて」及び労働衛生専門家であるア
セニ医師による「スリランカにおけるアスベスト関
連疾患：ギャップと提案」
③	 カントリー・アップデート・セッション
・	ネパール（公衆衛生環境開発センター（CEＰ
	 HED））

2024年3月3日　ABAN南アジア会議（スリランカ・コロンボ）
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・	インド（エンビロニクス・トラスト、全国労働組合
会議（INTUC）、国際建設林業労連（BWI）、
民衆調査訓練センター（PTRC））
・	バングラデシュ（バングラデシュ・アスベスト禁
止ネットワーク（BBAN）/労働安全衛生環境
財団（OSHEF））
・	パキスタン（労働教育財団（LEF））
・	モルディブ（モルディブ労働組合会議（MTU
	 C））
④	 特別セッション－BBAN/バングラデシュ自由労
働組合会議（BFTUC）のレポンによる「労働組
合の関心：そのキャンペーンと役割」及び韓国石
綿追放運動ネットワーク（BANKO）/アジア環境
保健市民センター（ACCEH）のエヨンによる「環
境団体の関心：そのキャンペーンと役割」
⑤	 戦略討論
モルディブからは初めての参加。韓国のエヨンは
CEJと協力してスリランカでアスベストを含有してい
る可能性のありそうな製品等を収集して分析のた
めに持ち帰った。また、エヨンからの呼びかけに応え
てバングラデシュの参加者も同様の製品等を持ち
寄った。

ロシアに禁止つぶされたスリランカ

スリランカは因縁のある国である。
2015年に大統領になったシリセーナ大統領が同

年8月に、2018年からアスベストを禁止する意向を
発表。スリランカのアスベスト産業（繊維セメント製
品製造業協会（FCPMA））が海外からの支援も
受けて猛烈に反対キャンペーンを繰り広げたにも
かかわらず、2017年7月に、2018年1月1日からアス
ベストの使用・輸入を管理するとともに、2024年1月
1日までにアスベスト関連製品を禁止するための実
行計画を策定すると閣議決定した。
2016年11月にコロンボで初めてBWIの支援を
受けて全国労働組合会議（NTUF）が「アスベス
ト製品仕様の禁止を促進する」と銘打ったワーク
ショップを開催して、筆者も招かれた。2017年9月
にネパール・カトマンドゥで開催されたABAN南ア
ジア会議にスリランカ代表も参加し、2018年7月に
ABAN南アジア会議をスリランカ・ネゴンボで開催
する計画が進められていた。
ところが2017年末になってロシアが突然、スリラン
カから輸入された紅茶に害虫がみつかったとして
紅茶の輸入禁止措置をとった。当初からスリランカ
のメディアも、これがアスベスト禁止をやめさせるた
めの恫喝であると報じていたが、スリランカ政府は
結局禁止決定を棚上げにせざるを得なかった（公
式には「延期」ということになっているようだ）。
ABANはアスベスト禁止国際書記局や国際労
働組合総連合（ITUC）、BWI等 と々ともに、「世界
の労働組合・健康ネットワークはロシアによるスリラン
カのアスベスト禁止決定に対する経済的脅迫を非

2024年7月30日　ステークホルダー・ラウンドテーブル・ディスカッション（スリランカ・コロンボ）

特集/アジアにおけるアスベスト禁止 2024
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難する」というプレスリリースを発表した（以上の経
過については、2016年4月号、2017年3月号、2018年
3月号等参照）。
このためスリランカは、2010～23年の間の世界第
9位のアスベスト消費国、2023年単年でも世界第9
位で、アスベストセメント製品の輸出国でもある。

ステークホルダーの議論を促進

今回、経済危機が深化するなかで経済的脅迫
を打ち破ることはさらに困難になっている一方で、
心ある専門家を含めたスリランカの在野の関係者
だけでなく政府関係者にもアスベスト禁止の意向が
維持されていることを確認できた。
韓国の分析では31サンプル中14がアスベストを
含有していることが確認され、ある中古ブレーキライ
ニングでは30％、もろくなったセメント屋根板では15％
など、含有量も高かった。この結果を共有するとと
もにスリランカでの今後の対応を議論するためのス
テークホルダー・ラウンドテーブル・ディスカッション
が7月30日にコロンボで開催され、韓国からエヨン、日
本から筆者、ネパールからCEPHEDのラムがオンラ
イン参加した（前頁写真）。CEJ、NTUF、アセニ医
師のほかはばひろい関係者が参加して様 な々アイ
デアが出された。南アジアですでにネパールが原則
禁止を実現できたという情報も関係者を鼓舞した。
このイベントの記事が9月8日に大きく報道された

（写真左）。さらに9月21日には、「アスベスト：静か
な脅威／スリランカはもはや無視できない」という見
出しの英文記事も掲載された（写真右）。
スリランカにおけるはばひろい関係者によるネット

ワークの再構築につながることを期待している。

バングラデシュでも記者会見

韓国での分析ではバングラデシュのサンプルで
もアスベスト含有が確認された。
バングラデシュ・アスベスト禁止ネットワーク（BB
AN）と労働安全衛生環境財団（OSHEF）は、４月
15日に記者会見を開いて結果を発表した（次頁
写真）。これは、Ｄaily Sun、Ｂusiness Post、New 
Age等の英字紙を含めてひろく報道された。
さらに、Business Insiderが、5月21日にはOSHE
F副議長のモルシェドの、また5月31日には、記者会
見にも同席したバングラデシュ健康科学大学労働
環境保健学部のファルキー教授のインタビュー記
事を各々、「アスベスト使用による国の年間収益は
26億タカに上る」、「アスベストを使う場合には健康
ルールを維持しなければならない」という見出しで
掲載した。見出し同様に質問内容もアスベスト産
業寄りの気配もあるが、両者は明確にアスベスト禁
止の必要性を訴えている。
バングラデシュは、2010～23年の間の世界第12
位のアスベスト消費国で、増加傾向にあるようにみ

2024年9月8日（左）と9月21日（右）の新聞記事
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え、2023年単年では世界第6位になっている。
環境省がアスベスト輸入・使用に関する国の方
針を確立することを提案し、２021年12月に関係省
会議が開催されて、方針起草のための小委員会設
置が確認されているようだが、具体的な進展がみら
れていない。産業省などは禁止反対の立場を表明
しているようだ。代表的なアスベスト企業として、アン
ワル（Anwar）セメントシートがある。

その他の南アジア諸国

南アジアはもうひとつ、2010～23年の間でも2023
年単年でもアスベスト消費量世界第1位のインドを
かかえている。インドもバングラデシュと同様に消費
量が増加傾向にあるようにみえる。アスベスト・セメン
ト製品製造業協会（ACPMA）は、スリランカと同名
の繊維セメント製品製品製造業協会（FCPMA）に
改称している。
様 な々団体がアスベスト問題に取り組み、ヘルス

キャンプを通じて継続的に被害者が確認されて被
害者団体の動きもあるのだが、インド・アスベスト禁
止ネットワーク（IBAN）がネットワークとしてうまく機能
しないようになっているのが、非常に残念である。

パキスタンでは、アスベスト禁止の声を挙げること
自体が容易ではない状況が続いている。代表的な
アスベスト企業として、ダデックス（Dadex）エターニ
ト・リミテッドがある。

他の国にもう取り組みを広げたいという声は
かねてからあって、例えば、2016年9月にインド・デ
リーで開催された第3回国際労働環境衛生会議
（ICOEH）でアスベスト・セッションが開催されたとき
（筆者も参加）には、ブータンの政府関係者も多数
参加していた。2019年11月にブータンの消費者保
護事務所がアスベスト禁止の意向を発表したという
未確認情報があるものの、実施されてはいない。
今回、モルディブから初めての参加があった。
2004年のインド洋大津波の後にWHOが廃棄物処
理に関して警告を発したことを記憶している向きも
あるようだが、これまで議論されたことはない。

中皮腫等情報は着実に増加

一方、今回あらためて調べてみると、南アジアに
おける中皮腫等に関する情報がかつてとは比較に
ならないほど増えていることもわかった。

インドでは、2024年1月に発行された「インドにお
けるアスベスト曝露を評価するための全国がん登
録における中皮腫症例の分析」という論文が、情
報公開法を活用して、2012年から2022/23年に83
の病院から2,213例の中皮腫が報告されているこ
とを確認した。また、同じ筆者らによる2023年12月
の「インドのがん記録管理の現状とインドにおける
アスベスト曝露を評価するための中皮腫症例の研
究」は、2012～2016年にがん登録に報告された中

2024年4月15日　BBAN/OSHEFの記者会見（バングラデシュ・ダッカ）

特集/アジアにおけるアスベスト禁止 2024
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皮腫が54例なのに対して、前述の情報で同期間
に確認された中皮腫報告は1,126例で、21％の病
院しかがん登録に報告くしていなかったことも明ら
かにしている。
2023年3月に全国がん管理計画（保健省）が公
表した「2020年スリランカにおけるがん発症・死亡
率データ」は、13件の中皮腫を報告している。
2020年にネパール健康研究評議会が公表した

「2018年カトマンドゥ渓谷におけるがん発症・死亡
率」も、1件の中皮腫を報告している。
症例報告では、以前からパキスタン北西部で
多数の中皮腫症例が報告されており、インドでは家
庭内・環境曝露によると思われる中皮腫症例、バ

ングラデシュでは2017年に最初の石綿肺症例（船
舶解撤労働者）が報告されている。

ABAN東南アジア会議

ABANは2024年11月19-20日に、マレーシア・クア
ラルンプールで、「東南アジアにおけるアスベスト禁
止の勢いを加速させる」をテーマに掲げ、ABAN東

南アジア会議を開催した。前述のとおり、11月18-19
日に予定されていたITUC-AP第3回アスベスト会
議は直前になって延期されてしまったが、ABAN東
南アジア会議は予定どおり開催した。会議のプログ
ラムは以下のとおり。
①	 カントリー・アップデート・セッション（1日目）

・	インドネシア（インドネシア・アスベスト（禁止ネット
ワーク（InaBAN）/労働安全衛生ネットワーク
地域イニシアティブ（LION）
・	カンボジア（カンボジア・アスベスト禁止ネット
ワーク（CamBAN））
・	タイ（タイ・アスベスト禁止ネットワーク（TBAN）/
タイ労働環境関連患者ネットワーク（WEPT））
・	ラオス（健康促進労働安全協会（HPLSA））
・	ベトナム（ベトナム・アスベスト関連疾患根絶グ
ループ（VEDRA））
・	東ティモール（東ティモール労働組合連合（KS
	 TL））
②	 オープニング・セッション－地元主催団体のひ
とつである安全衛生助言委員会（HASAC）の
ジャヤバラン医師による開会あいさつの後、筆者
がABANを代表して基調報告、APHEDAのア
スベスト関連疾患根絶キャンペーン・コーディネー
ターのフィリップが「最近の進展」をまとめて報
告した。
②	 マレーシア・セッション－「マレーシアにおける
アスベスト禁止の実現」をテーマに、HASACの
ジャヤバラン医師、ペナン消費者協会（CAP、もう
ひとつの地元主催団体）リサーチオフィサーのマ
ゲスワリ、電子産業労働組合のブルーノによるパ
ネル及びオープンフロア・ディスカッション
③	 カントリー・アップデート・サマリー－筆者による
前日の報告・議論の要約

2024年11月21日　ABAN東南アジア会議の参加者（マレーシア・クアラルンプール）
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④	 被害者の声－インドネシアからサムスリ
⑤	 パネルディスカッション①「機会」－APHEDA
のフィリップをモデレーターに、ＢWIアジア太平
洋事務所のドン、アスベスト粉じん疾患研究所
（ADDRI、オーストラリア）国際プロジェクトマ
ネージャーのシェーン、CamBAN/カンボジア労
働組合連盟（CATU）のモラがパネリスト
⑥	 パネルディスカッション②「挑戦」－BWIアジア
太平洋事務所のドンをモデレーターに、InaBAN
	 /LIONのレオ、VEDRAのアン、APHEDAのフィ
リップ、スリランカから参加の医師がパネリスト
⑦	 戦略討論－国別小グループ討論及び全体討論
（写真）

マレーシア／フィリピン 再度機運を

マレーシアにおけるアスベスト禁止の取り組みの
歴史は長く、ペナン消費者協会（CAP）が主導して
（HASACのジャヤバラン医師はCAPの医学アド
バイザーだった）はばひろい関係者が賛同した。実
際、人的資源省労働安全衛生局（DOSH）はその
ホームページ上で、筆者の知る限り2011年以降「ア
スベスト禁止提案」というページを維持している。
2014年にDOSHはアスベスト禁止の可否に関する
パブリックコンサルテーションを開始したものの、うや
むやになったままである。一方で、アスベスト消費量
は確実に減少している。他方で、マレーシア全国が

ん登録報告の2007～11年版及び2012～16年版に
よると、各々の期間に41件及び50件、合計91件の中
皮腫も報告されている。アスベスト産業による禁止
妨害が奏功してきた面もあるものの（南太平洋アス
ベスト協会（SPAA）という業界団体があった）、政
治的優先課題でなくなってしまってきているという面
が否めない。
そのようなマレーシアにとっては、これまでに紹介

した最近の進展に加えて、西側先進国の最後とし
てついにアメリカが2024年3月にアスベスト禁止に踏
み切ったことも、いま動かないと禁止実現の機会を
失ってしまうかもしれないという危機感を抱かせた。
CAPはあらためて2024年7月22日に政府に対し

て、「アスベストの即時全面禁止を求める覚書」を
提出した。これに対するDOSHからの回答は、覚書
に記載された勧告が様 な々管轄及び規制に関わる
ものであることを確認し、要請について検討・調整・
決定を行うために、天然資源環境省が調整役を務
める、新たに設立された国家有害化学物質管理委
員会に回付したというものだった。ＣAPほかの関係
者は早速この委員会と連絡を開始している。
ABAN東南アジア会議としても、「マレーシアにお

いてアスベストを禁止する速やかな行動を求める」
プレスリリースを発表した。
今回、フィリピンからの参加予定者が家族の病
気のため来れなくなってしまったのだが、フィリピンも
似たような状況にあると言ってよい。

2024年11月21日　ABAN東南アジア会議戦略討論（マレーシア・クアラルンプール）

特集/アジアにおけるアスベスト禁止 2024
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アスベスト禁止の取り組みの歴史があり、アスベ
スト消費量は少なくとも増加しておらず、アスベスト
関連疾患に関する一定の国内情報もある。フィリピ
ンクリソタイル産業協会（ACIP）という業界団体が
あったが、最近は存在感がない。アスベスト禁止が
政治課題化していないためということかもしれない。
両国ともにアスベストを禁止していておかしくない

のだが、自然にそうなる可能性もまたない。どちらも
IPEF加盟国であることも含めて、当面の動きがきわ
めて重要であろう。

インドネシア 裁判逆手に禁止へ

今回、繊維セメント製造業者協会（FICMA）から
訴えられている当事者の一人であるインドネシアの
レオから、直接話を聞くことができた。インドネシアか
らは石綿肺被害者のサムスリも参加して、「被害者
の声」を届けてくれた。
個人名を挙げられて巨額の損害賠償をもとめら

れている事態は、間違いなく大きな脅威である。しか
し、レオだけでなく、アスベスト被害者やその他の関
係者も一丸となって、道理のない攻撃を打ち破るだ
けでなく、この機会を逆手にとって、よりはばひろい政
策転換に向けた大衆運動に、そして、インドネシアに
おけるアスベスト禁止の実現につなげたいという野
心を語ってくれた。
ABAN東南アジア会議は、「インドネシアのアスベ

スト産業の攻撃に直面している非政府消費者保護
団体（LPKSM）Yasa Nata Budi及びYasa Nata 
Budi財団、InaBANメンバーに対する支援の声明」
を採択した。全文を掲載する。
「われわれ、東南アジア8か国から、2024年11月
19-20日にクアラルンプールで開催されたABAN東
南アジア会議に出席した参加者は、今年、アスベ
スト含有物質への健康警告ラベル表示を求める
訴訟でインドネシア最高裁で勝訴をかちとったもの
の、アスベスト産業から巨額の損害賠償訴訟に直
面しているインドネシア・アスベスト禁止ネットワーク
（InaBAN）の加盟組織及び個人を全面的に支援
することを宣言する。
最高裁に勝訴裁判を提起した組織及び個人に
対して、最高裁の決定に怒ったアスベスト製造業者
から、莫大な損害賠償を求める訴訟が起こされて
いる。
アスベストは歴史上もっとも致命的な産業殺人者
であり、他の地域では使用が禁止されているか、ま
たは広範囲に使用されていないため、次世代の被
害者はアジア市場に現われることになる。
インドネシアは世界第3位の輸入国であり、東南ア
ジアでは最大の輸入国である。
われわれは、最高裁で勝訴した消費者保護
団体に巨額の損害賠償を要求するという、消費
者保護団体に対する繊維セメント製造業者協会
（FICMA）の行動を遺憾に思う。

2024年12月18日　FICMAによる訴訟を議論したインドネシア・ジャカルタでのセミナー
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われわれは、この産業界による訴訟は、正当な法
的証拠や裏付けのある科学的な証拠に基づくもの
ではないと確信している。これは、既得権益層によ
る批判や規制を阻止するための典型的なスラップ
訴訟である。
WHOとILOによれば、肺がんや中皮腫などのア

スベスト関連疾患により、毎年209,000人以上の労
働者が命を落としている。われわれは、東南アジア
のすべての国に対し、アスベストの輸入と使用を可
能な限り早く禁止するよう呼びかける。」
インドネシアでは2024年12月18日に、LIONとLPK
SM Yasa Nata Budiがセミナーを開いた。ハザー
ズ・マガジン誌も事件を紹介するとともに、インドネシア
の関係者に対する寄付を呼びかけている（https://
www.hazards.org/workingworld/asbestos
pushers.htm）。前頁写真中のQRコードから寄付
が可能なので、ぜひご協力いただきたい。

カンボジア／ラオス もう一歩

カンボジアからの報告は、前述した近年の進展
を再確認するものだった。2023年策定の「第3次労
働安全衛生マスタープラン」には、具体的に以下の
ようなアスベストに関連した優先計画が含まれてい
る。
・	禁止・制限される有害物質リストの施行に関する
命令の改正（2026年まで）
・	建設材料・機器へのアスベストの使用を禁止す
る関連法的文書の策定（2024年）
・	労働安全衛生法草案へのアスベストの管理に関
連した節/条項の追加（2023～2024年）
・	アスベストに起因する疾患を確認して、職業病リ
ストに含めるための研究（2023～2027年）
・	アスベストに関する訓練及び注意喚起の継続
（2023～2027年）
・	4月28日の安全衛生世界の日におけるアスベスト・
キャンペーン
・	ソーシャルメディア及びマスメディアにおける共有
（2023～2027年）
CamBAN関係者からは、「仮に2025年中が難し

かったとしても2026年にはアスベスト禁止を実現し

たい」と語られた。また、CamBAN自体をOSHネット
ワークに「拡大」する意向も示された。

ラオスではすでに、アスベスト関連疾患の根絶に
関するナショナル・ストラテジック・プラン（NSPEAR
D、2018～2030年）及びナショナル・アクション・プラン
（NAPEARD、2018～2022年）が策定されており、
2024年9月にはカンボジアと同じく第2次NAP（ナショ
ナル・アスベスト・プロファイル）が策定され、第2次
NAPEARD（2025～2029年）を策定中と報告され
た。ラオス労働組合連盟（LFTU）が、NAPEARD
を策定・実施するためのアスベスト委員会を設立し
たほか、医療関係者に対するアスベスト関連疾患
診断トレーニングなど、実施関係者の能力強化が図
られている。しかし、COVID-19の影響で諸々の動
きが遅れたり、クリソタイル情報センター（CIC）ベトナ
ム事務所等からの働きかけの影響等もあって、アス
ベスト禁止実現の目標時期を設定できていない。
また、LaoBANを、健康促進労働安全協会（HP
LSA）として正式に登録したと報告された。アスベス
ト禁止ネットワーク（BAN）はほとんどの国で「非登
録団体」であり、ラオスではこれを前進ととらえてい
る。CamBANの意向もこれにならったものだろう。

ベトナム／タイ 困難続くが

他方、ベトナムからは、VNBANとしてはもはや存
在できなくなったために、ベトナム・アスベスト関連疾
患根絶グループ（VEDRA）と改称したと報告され
た。ベトナムではこれまで、「屋根材製造におけるア
スベストの使用をやめるためのロードマップ」策定を
めぐって攻防が繰り広げられてきたが、（ロシア等か
らの支援を受けた）ベトナム屋根材協会（VNRA）
の圧力が強くなり、それを政策課題とすること自体
が困難になりつつあるようだ。
ベトナムは、2010～2023年の間の世界第7位の

アスベスト消費国。2019年にかけては減少傾向に
あるようにみえたが、以降やや盛り返し、2023年単
年では世界第8位である。

タイでは、2019年12月の第12回全国保健総会
で再び改訂決議「タイのアスベスト禁止措置」が
採択されてからいくらかの進展はあったものの、ま

特集/アジアにおけるアスベスト禁止 2024
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だ禁止の実現はみえていない。専門家が主導し
ていたTBANの機能が弱まっているなかで、2023
年5月にABAN会議がバンコクで開催されて、再
活性化が期待された。この間、タイ労働環境関連
患者ネットワーク（WEPT）や各地の労働組合による
草の根の取り組みが進められたことが報告された。
タイも、2010～2023年の間の世界第8位のアスベ
スト消費国。2006年にかけて減少、少し持ち直し
た後、2021年にかけて再び減少、2022、2023年や
や増加で、2023年単年では世界第7位である。

東ティモール初参加

前述、2024年8月のATUC会議の声明や9月の
東ティモ－ル・ディリでのACSC/APF 2024等を受
けて、今回、東ティモール労働組合連合（KSTL）か
ら初めての参加があった。新しい課題だがしっかり
取り組んでいきたいと決意が表明された。
太平洋と諸国として初めてナウルがアスベスト

を禁止し、それに続く動きもあることから、SPREP/
PacWastePlusプログラムとの連携を追求することも
強く進めたところである。

中国の輸出増加に懸念

中国は、アスベスト生産国であるとともに、輸入もし
ていて、2010～2023年の間、及び2023年単年でも、
世界第2位である。輸出はこれまで目立っていなかっ
たが、2022年5万トン、2023年11万トン強と急増。
中国発展ネットワークが9月23日に気になる記事

を掲載している。青海省海西モンゴル・チベット族
自治州万雅鎮にあるアスベスト生産企業の経営改
革を賛美する記事なのだが、1958年設立の国有企
業で長らく国内アスベスト市場の半分以上を占め
てきたが、新建材に押され、自らの適応力も不足し
て徐々に衰退し、一時は倒産の危機に瀕したとい
う。2019年末に混合所有権改革を包括的に推進
することを決めて民営化し、民間企業の市場敏感
性とコスト意識が徹底されるようになって、製品の品
質が向上するとともに、年間生産量と販売量も増加
していった。そして、改革前は国際市場で存在感

をもっていなかったが、いまやベトナムやミャンマーな
どから注文をますます受けているという。改革に踏
み切った理由のひとつも、国際市場でも大きな需要
があることが判明したことだとしている。中国政府
の政策としてというよりも、民間企業の努力と戦略に
よって輸入が増加しているということだろうか。引き
続き注視していきたい。

マレーシアが禁止を検討

年が明けて早々の1月11日、マレーシアから嬉しい
ニュースがもたらされた。
ニック・ナズミ・ニック・アーマド天然資源・環境持
続性大臣が、「政府は、健康への有害な影響が懸
念されているにもかかわらず、国内で広く使用され
ているアスベストを全面的に停止するという提案を
レビューしている」と語ったというものである。環境
局で検討中で、「既存の法令・政策にギャップがあ
れば、改善する必要がある」と述べたという。
これは、「地球を救う：マレーシアと世界の気候及
び環境に関する教訓」という表題の大臣の著書の
発表会の席上でのメディアとのやり取りである。
これに対して早速、1月14日にHASACとCAPは
記者会見を開き、これもメディアに報じられている。
HASACのジャヤバラン医師は、ＣAPは2001年か

らすべての種類のアスベスト禁止を求めており、政
府がずっと依然に禁止措置をとらなかったことを批
判した。
CAPのマゲスワリは、政府当局者は昨年12月に
CAPに、マレーシアでまだアスベストを使用している
企業は一社だけだと知らせたと紹介し、政府が禁
止すれば撤退するだろうと話した。
糠喜びは禁物だが、マレーシアは、2025年の
ASEAN議長国であり、IPEF加盟国でもある。マ
レーシアにおけるアスベスト禁止を確実なものにで
きれば、今回紹介したADB、AIIB、IPEF、ATUC、
ITUC-AP、ACSC/APF2024などの地域的な進展
に「さらに勢いをつける」展開を構想することも可
能になるかもしれない。カンボジア、インドネシア、そ
の他の国の動向も含めて、注目していただき
たい。
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2024年中に亡くなった
世界のアスベスト被害者団体リーダー

アスベスト禁止国際書記局（IBAS）のローリー・
カザン・アレンさんは、2024年をふりかえる記事の中
で、以下の卓越した世界のアスベスト被害者団体の
リーダーが亡くなられたことを思い起こさせるととも
に、各人について追悼記事を捧げている
※http://ibasecretariat.org/lka-looking-back-
on-2024.php

■日本
右田孝雄さんは言うまでもなく、2019年6月19日に
闘病19年目に52歳で亡くなった栗田英司さんととも
に、2017年に設立された中皮腫サポートキャラバン
隊の創設者である。2024年3月2日に闘病8年にして
59歳で亡くなられた。
筆者は、彼らと中皮腫サポートキャラバン隊の活
動は、中皮腫患者たち自身によるイニシアティブと
して世界的に特筆すべきものだと考えていたが、
IBASは8月1日に追悼記事を書いてくれた。
6月28日に関西テレビのザ・ドキュメント「僕より先

に死なないで～アスベスト・中皮腫患者の7年～」
が放映されたことや、栗田英司さんのことにもふれな
がら、彼女は、「この25年間に私は素晴らしい人々
に出会い、交流する機会に恵まれてきた。彼らの人
生は、アスベストが原因で回避可能な致死的な病
気を患う男女の苦境を改善することに捧げられてき
た。よく知っている人もいれば、評判だけは知ってい
る人もいた。非情なアスベスト利権者によって人生
を奪われた個人や家族を支援するために、彼らが
無私の努力を続けてきたことは、すべての人々の記
憶に留めるべきである」と書いた。
ローリーは、2017年7月に東京で開催された石綿
対策全国連絡会議（BANJAN）30周年記念国際
会議で来日したときの懇親会で、中皮腫サポートキャ
ラバン隊の創設者たちと会っている。

※IBAS追悼記事：http://ibasecretariat.org/
lka-blog.php#a224

■オーストラリア
ロバート・ボジャコヴィッチ（Robert Vojakovic）

さんは、オーストラリア・アスベスト疾患協会（ADSA、
1979年設立）の会長として、自身もかつて働いてい
た悪名高いアスベスト鉱山の町ウィットヌームの鉱
夫、精製工、運送労働者、その家族がアスベスト曝
露によって受けた壊滅的な影響を明らかにするた
めに、時間と労力を捧げた。
その知名度が高まるにつれて脅迫や威嚇を受

けるようになったが屈することはなく、また、彼の言葉
遣いは常に聖人のようなものではなかったが、オリン
ピック選手のような体力と聖人のような忍耐力を備
え、アスベスト裁判の被告を出し抜くような政治的頭
脳の持ち主でもあった。画期的な訴訟の重要な書
類をどのように入手したのかと尋ねられると、無地の
茶封筒で届いたと答え、微笑んだ。
10代のときにクロアチアを逃れ、オーストリアとフラ

ンスで生活するために奮闘し、その後またオーストラ
リアにやってきた彼は、ウエスターン・オーストラリア州
でアスベストに関わるあらゆることについて「公けの
顔」になり、2024年7月27日に84歳で逝去された。
彼は、伴侶であり永遠の同志であったローズマ

リーさんとともに、2004年世界アスベスト東京会議
（GAC2004）にも参加。筆者は2019年11月にパー
スのADSA事務所を訪問することができた。
※IBAS追悼記事：http://ibasecretariat.
org/lka-a-stranger-to-their-shores-robert-
vojakovic-1940-2024.php

■イタリア
ロマーナ・ブラソッティ・パヴェシ（Romana Blasotti 
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Pavesi）さんは、夫のマリオ、娘のマリア・ローザ、息
子のオッタビアーノ、姉のリベーラ、甥のエンリコ、そし
て従姉妹のアンナを中皮腫で失った（アスベストを
直接扱ったことがあるのはマリオだけだった）。
その前身が1988年に設立された（1998年改称）

イタリア・アスベスト被害者・家族協会（AFeVA）
の会長として、自らそうありたいと語っていたように、
「1970年代後半にカザーレ・モンフェッラートではじ
まった運動の最前線に立って」きた。
2024年9月11日に95歳で亡くなった彼女の訃報

は、多数の新聞記事やSNS投稿、テレビ番組での
追悼の嵐を巻き起こした。そのすべてが、容赦なく
人 を々傷つけ、命を奪ったアスベスト工場の所有者
や経営者を糾弾するために、被害者やその家族が
闘うなかで彼女が果たした役割を強調した。イタリ
アでは、彼女の死に関するメディアの集中的な報道
は実に注目に値するものだった。
筆者は2014年11月にローマでの最高裁判決とそ

の後にカザーレ・モンフェッラートで行われた行動に
参加して、彼女に会っている。2015年6月のクボタ・
ショックから10年の尼崎集会に、AFeVAから3人の
代表をお招きした。
※IBAS追悼記事：http://ibasecretariat.
org/lka-remembering-romana-lasotti-
pavesi-1929-2024.php

■ベルギー
本誌でもたびたび紹介してきたエリック・ヨンケア

（Eric Jonckheere）さんが、父親のピエール（1987
年）、母親のフランソワーズ（2000年）、兄弟のピエー
ル＝ポール（2003年）とステファン（2009年）に続い
て、2024年12月14日に66歳で亡くなられたことを受
け入れるのは難しい。母親が創設したベルギー・ア
スベスト被害者協会（ABEVA）の会長だった。
彼は、2007年11月に横浜で開催されたBANJA
N20周年記念国際会議に初参加し、2015年6月に
も再来日している（尼崎）。アジア・アスベスト禁止
ネットワーク（ABAN）が設立された2009年4月香
港でのアジア・アスベスト会議、2010年10月インドネ
シア・バンドンと2011年11月インド・ジャイプールでの
ABAN会議にも参加。筆者は、2012年10月フラン

ス・パリでのアスベスト被害者国際デー、2014年11
月のイタリア・ローマでの最高裁判決のときにもお世
話になった（パリの後には、ベルギーのカペレ・オプ・
テン・ボスも訪問してエリックに案内してもらった）。
2017年3月の母親のフランソワーズさんが提起した
裁判の高裁判決には筆者と中皮腫・アスベスト疾
患・患者と家族の会の小菅千恵子会長が参加（エ
リックは判決の翌日には日本からの2人の観光案内
もしてくれた）、また、同年7月の患者と家族の会の
イギリス訪問団派遣に合わせてマンチェスターで
開催された国際会議にも、フランス・スペイン代表と
ともにエリックも合流してくれた。
2022年4月に、友人たちが恐れていたエリックが

中皮腫に診断されたという知らせがもたらされた。
2023年5月にタイ・バンコク開催のABAN会議では、
オンライン中継で闘病中のエリックからメッセージを
もらった。同年6月にフランス・リールで開催された第
16回国際中皮腫研究会（iMig）国際会議にもエリッ
クは参加し、筆者も参加するよう誘われたのだがで
きなかった。また、2024年9月5日にカペレ・オプ・テン・
ボスでアスベスト被害者を祈念するモニュメントの
除幕式があると誘われたが、やはり行けなかった。
12月上旬にエリックがホスピスに入ったと連絡を
受け、WhatsAppに最後にメッセージを送ったのは
亡くなられた直後になってしまった。12月21日に執り
行われた葬儀には、IBASとABANから花束を贈っ
た。彼の遺言にしたがって！棺は、大きな黒い霊柩
車ではなく、愛車であるフォルクスワーゲンのバンで
「最後の旅」をした（写真が送られてきた）。
※IBAS追悼記事：http://ibasecretariat.
org/lka-blog.php#a229
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2024年12月26日、首都圏建設アスベスト東京1陣
訴訟の差戻審において、東京高裁第24民事部（増
田稔裁判長）は、原告被告双方に具体的な和解案
を提示し、建材メーカーにも早期全面解決に向けた
努力をするよう要望した。
2021年5月17日の最高裁判決及び判決前の上
告不受理決定を通じて建材メーカー10社の賠償責
任が確定した後も、別表のとおり建材メーカーの責
任を認める判決・決定が相次いでいる。
これに対して、建材メーカー側は基本的に、賠償
が確定した場合にのみ支払い、謝罪の姿勢も示し
ていない。和解解決は、大阪2陣の保温工原告1人
と日本インシュレーション及び神奈川1陣の4人の左
官工原告4人とノザワでの間のものしかない。
東京1陣訴訟差戻審は東京高裁で2023年10月
10日に結審したが、増田稔裁判長は「和解解決が
望ましい」として、和解を試みることを明らかにした。
以降、九州2陣福岡地裁（2023年10月5日結審）、神
奈川2陣差戻審東京高裁（2024年1月24日結審）、
東京2陣東京高裁（2024年3月1日結審）、北海道2
陣札幌高裁（2024年3月21日結審）等で結審時また
はその後に和解勧試がなされているが、これまでの
ところ建材メーカーは和解に応じていない。
東京1陣訴訟は、原告数が300名を超える最大の
訴訟で、和解勧告は、建材メーカー7社に対して282
名の原告に総額40億円を超える和解金を支払えと
いう内容である。その与える影響が大きいとともに、
2008年5月の提訴から16年が経過するなかですで
に9割以上の原告が亡くなっている現状がある。
年が明けて1月15日付けで最高裁は、神奈川1陣
差戻審について、原告被告双方の上告を退ける
決定を行った。これによって、建材メーカー4社に対
し22人の原告の合計1億円強の支払いを命じた、

2023年5月31日の神奈川1陣差戻審東京高裁判決
が確定した。
さらに1月31日、東京高裁第17民事部（吉田徹裁
判長）は、東京2陣についても具体的な和解案を提
示した。和解勧告は、建材メーカー5社に対して９3
名の原告に総額11億円を超える和解金を支払えと
いう内容である。
吉田裁判長は、冒頭で「被災者の高齢化が著し

く心身の負担が大きく、亡くなられる方も多くなって
おり、一刻も早い被害回復が求められている。後続
訴訟を含めて早期解決が図られることを期待しつ
つ、東京1陣訴訟とほぼ同一内容の和解案を示した
ものである」と踏み込んだ見解を述べたという。
建材メーカーは、和解案の重みを自覚して、これ

を受け入れるだけでなく、早期全面解決に踏み出
すべきであり、国も建設アスベスト給付金法改正に
向けて主導権を発揮しなければならない。
建設アスベスト訴訟全国連絡会は2024年に入っ

てから、「建設アスベスト給付金法改正提案」を
公表して（2024年4月号参照、https://kenasu.jp/
news/20240201-1405/）、国会等に対しても精力的
に働きかけを続けており、政治的な動きにも注目して
いきたい。
以下に、原告団らによる「声明」を掲載する。

声明（東京1陣訴訟差戻審の
「和解案」提示にあたって）

1		 本日、建設アスベスト東京1陣訴訟の差戻審
（東京高等裁判所第24民事部）は具体的な和
解案を当事者に示した。本差戻審は、昨年2023
年10月10日に結審したが、同日、増田稔裁判長は
「本件事案は和解での解決が望ましい」と表明

首都圏建設アスベスト訴訟東京1・2陣に
東京高裁が和解案を提示/原告団らが声明

建設アスベスト訴訟
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2021年5月17日最高裁判決後の建設アスベスト訴訟の判決・決定・和解状況（建材メーカー関係）

年月日 訴訟名等 原告が勝訴（または和解）した建材メーカー
URL：原告団らによる声明等

2021年5月17日 東京・神奈川・大阪・京都各1陣
最高裁判決（判決前決定を含む）

ニチアス、A&AM、ノザワ、太平洋セメント、MMK、日鉄C&M、日
東紡績、大建工業、神島化学、バルカー
https://joshrc.net/archives/9706
https://joshrc.net/archives/9715

2022年2月9日 神奈川2陣最高裁決定 ニチアス、A&AM、ノザワ
https://kenasu.jp/news/20220211-616/

2022年2月10日 九州1陣最高裁決定 ニチアス、A&AM、ノザワ、ケイミュー
https://kenasu.jp/news/20220211-605/

2022年4月28日 北海道2陣札幌地裁判決 ニチアス、A&AM、ノザワ、太平洋セメント、MMK
https://kenasu.jp/news/20220428-752/

2022年5月30日 北海道1陣札幌高裁判決 ニチアス、A&AM、ノザワ、MMK
https://kenasu.jp/news/20220530-823/

2022年6月3日 神奈川2陣最高裁判決
メーカーの上告を受理した解体工原告4人のうち3人のメーカー
責任を否定する不当判決、1人差し戻し
https://kenasu.jp/news/20220604-834/

2022年8月23日 大阪2陣大阪地裁和解 （和解）日本インシュレーション
https://kenasu.jp/news/20220823-948/

2023年3月23日 京都2陣京都地裁判決 ニチアス、A&AM、ノザワ、太平洋セメント、MMK
https://kenasu.jp/news/20230324-1128/

2023年5月19日 神奈川1陣差戻審東京高裁和解（和解）ノザワhttps://kenasu.jp/news/20230519-1168/

2023年5月31日 神奈川1陣差戻審東京高裁判決 ニチアス、A&AM、太平洋セメント、MMK
https://kenasu.jp/news/20230602-1197/

2023年6月30日 大阪2・3陣大阪地裁判決
ニチアス、A&AM、ノザワ、太平洋セメント、MMK、日鉄C&M、日
東紡績、大建工業、神島化学、パナソニック、日本インシュレーション
https://kenasu.jp/news/20230701-1221/

2024年2月21日 北海道1陣最高裁決定 ニチアス、A&AM、ノザワ、MMK
https://kenasu.jp/news/20240222-1416/

2024年5月29日 神奈川2陣差戻審東京高裁判決 解体工原告1人のメーカー責任を否定する不当判決
https://kenasu.jp/news/20240607-1481/

2024年6月27日 九州2陣福岡地裁判決 ニチアス、A&AM、ノザワ、太平洋セメント、MMK
https://kenasu.jp/news/20240628-1489/

2024年9月20日 北海道3陣札幌地裁判決 ニチアス、A&AM、ノザワ、太平洋セメント、MMK
https://kenasu.jp/news/20240921-1538/

2025年1月15日 神奈川1陣差戻審最高裁決定 ニチアス、A&AM、太平洋セメント、MMK
https://kenasu.jp/news/20250120-1637/

2025年？ 大阪2・3陣大阪高裁判決 2024年12月17日結審、判決期日はおつて指定
https://kenasu.jp/news/20241217-1613/

2025年？ 東京1陣差戻審東京高裁 2024年12月26日和解勧告（建材メーカー7社）
https://kenasu.jp/news/20241226-1627/

2025年？ 東京2陣差戻審東京高裁 2025年1月31日和解勧告（建材メーカー5社）
https://kenasu.jp/news/20250131-1649/

2025年4月16日 神奈川3陣横浜地裁判決予定 2024年12月9日結審
https://kenasu.jp/news/20241210-1602/
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していた。本日和解期日が法廷
にて開かれて、裁判所は別紙
含めて1100ページにわたる書
面をもって、個々の一審原告ご
とに具体的な和解金額を示し
た和解案を提示した。
2		 一審原告らは、2008（平成
20）年5月16日に、国及び建材
メーカーらを被告として東京地
裁に提訴して以降13年の審理
を経て、2021（令和3）年5月17
日に最高裁判決を得た（東京1
陣、神奈川1陣、京都1陣、大阪
1陣の各訴訟判決）。
	 	 この最高裁判決は、国の国

要望する。」旨を述べた。
4		 本和解案の対象は、一審原告347名（被災者
285名。（）内は以下同じ。）のうち解体工等を除く
306名（253名）である。そして、和解案の具体的
な内容は、建材メーカー12社のうち7社（エーアン
ドエーマテリアル、太平洋セメント、ナイガイ、ニチ
アス、日東紡績、ノザワ、エム・エム・ケイ）に対して
一審原告ら282名（233名）に総額金40億2956万
円の和解金を支払えというものであった。
	 	 本和解案の特徴は、全ての建材メーカーらに
警告義務違反を認めたこと、概ね10％のシェアを
有する建材メーカーについては建材が現場に到
達した事実を認めたこと、建材メーカーの基本寄
与度を40％から50％と認めたこと、基本慰謝料額
を建設アスベスト給付金と同一額を認めたことで
あり、この点は評価できる。
	 	 なお、改修・解体作業での石綿粉じん曝露を
中心とする解体工等の一審原告41名(32名)に
ついては、2022（令和4）年6月3日の神奈川2陣最
高裁判決が解体作業従事者に対する建材メー
カーらの警告表示義務を否定するという誤った
判断をしたが、これを是正するには差戻審をはじ
めとする同種訴訟で適正な判決を得る必要があ
ることから、本和解案の対象にはされておらず、
今後、差戻審において判決が言い渡される予定
である。

建設アスベスト訴訟

家賠償責任を肯定するとともに、建材メーカーら
に対しても、石綿建材を製造販売する際に当該
建材が石綿を含有しており当該建材から生ずる
粉じんを吸入すると肺ガン・中皮腫等の重篤な
石綿関連疾患を発症する危険があること等を表
示する義務を負っていたにもかかわらず、その義
務を履行しなかった過失があること、民法719条
1項後段が類推適用されて建材メーカーらには
共同不法行為責任が成立する場合があると判
断した。
3		 差戻前の東京高裁判決が、建材メーカーらの
製造販売した石綿建材が本件被災者の作業す
る現場に相当回数到達していたとの事実（建材
現場到達事実）が立証されていないとした判断
を、東京1陣最高裁判決は、経験則又は採証法
則に反する違法があるとした。そして、同最高裁
判決は一審原告らの本件立証手法により石綿
建材について建材現場に到達したことを立証し
得るとして破棄し、東京高裁に差戻した。
	 	 この差戻審は、2年半にわたる審理を経て結
審し、本日、具体的な和解案を提示した。裁判長
は、和解案の説明の冒頭に、「被災者の多数が
お亡くなりになっており、本和解案は早期全面解
決を願って提案したものである。最終の事実審
裁判所による和解案であるということを踏まえて
被控訴人らも早期解決に向けて努力されるよう
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5		 提訴から最高裁判決まで約13年、差戻審の本
和解所見（提案）に至るまでに約16年経過し、一
審原告らのうち既に9割以上が亡くなっている。こ
れ以上の解決の先延ばしは非人道的であり許さ
れない。
	 	 また、本和解案は、差戻審での2年半にわたる
審理と結審から本日の和解所見提示まで1年を
要して出されたものであることから、われわれは判
決と同等の重みをもつものとしてその重大性を真
摯に受け止め、可能な限り早期に和解案に対す
るわれわれの態度を表明する所存である。
6		 建材メーカーらに対しては、最高裁判決後の
差戻審の和解案であるという重みを踏まえて本
和案を検討することを求める。一審被告メーカー
らがいたずらに本和解所見を拒否し判決を選択
すれば、さらに解決が引き延ばされる事態となる。
このような事態は、非人道的であり、企業の社会
的責任を放棄するもので到底許されるべきでは
ない。
7		 国との関係では、いわゆる建設アスベスト給付
金法が成立し、これまで7794名（2024年12月18
日現在）を超える被害者が認定され、建設アスベ
スト基金から給付金が支給されているが、建材
メーカーは同基金に拠出していない。他方、同法
附則2条では、国以外の者による被害者への損
害賠償のその他の補償の在り方について国は
検討のうえ所要の必要な措置をとると明記されて
いる。全国の同種訴訟のなかでも被災者数が最
大規模であり、建設作業の職種も多岐にわたる
東京1陣訴訟において、建材メーカーらとの和解
が成立すれば、建材メーカーらも参加する建設ア
スベスト補償基金制度創設への大きな前進とな
ることが期待できる。
8		 建材メーカーらに対して、裁判所が早期全面
解決を呼びかけて出した本和解案の重みを自覚
し、これを受け入れることを強く求める。国民の皆
さまに和解成立に向けての支援と協力を呼びか
けるものである。

2024年12月26日
首都圏建設アスベスト東京1陣訴訟原告団
首都圏建設アスベスト東京1陣訴訟弁護団

首都圏建設アスベスト訴訟統一本部

声明（東京2陣訴訟の控訴審裁判所の
「和解案」提示にあたって）

1		 本日、東京高等裁判所第17民事部（吉田徹裁
判長）は、建設アスベスト東京2陣訴訟の控訴審
において具体的な和解案を当事者に示した。本
控訴審は、昨年2024年3月1日に結審したが、同
日、早期解決を求める一審原告らの意見等を踏
まえ、和解勧告を検討すると表明しており、本日の
和解期日において、個々の一審原告ごとに具体
的な和解金額を示した和解案を提示したもので
ある。
	 	 昨年12月26日に、建設アスベスト東京1陣訴訟
の差戻審において、東京高等裁判所第24民事
部が和解案を示したのに続き、1か月の間に連弾
で和解案が示された。
2		 一審原告らは、2008（平成20）年5月16日に提
訴された東京1陣訴訟に続き、2014（平成26）年5
月15日に、国及び建材メーカーらを被告として東
京地裁に提訴し、2020（令和2）年9月4日、原告ら
の請求を一部認容し国及び建材メーカーらの責
任を認める第1審判決が出されたが、一審原告、
一審被告双方が控訴して、東京高等裁判所で
審理が行われてきたものである。
	 	 この間、東京1陣訴訟等に関し、2021（令和3）
年5月17日に最高裁判決が出され、国の国家賠
償責任を肯定するとともに、建材メーカーらに対し
ても、石綿建材を製造販売する際に当該建材が
石綿を含有しており当該建材から生ずる粉じん
を吸入すると肺ガン・中皮腫等の重篤な石綿関
連疾患を発症する危険があること等を表示する
義務を負っていたにもかかわらず、その義務を履
行しなかった過失があり、民法719条1項後段が
類推適用されて建材メーカーらに共同不法行為
責任が成立する場合があるとの判断が示され
た。
3		 本控訴審は、この最高裁判決も踏まえ、約2年
半にわたる審理を経て結審し、本日、具体的な和
解案を提示した。裁判長は、和解案の説明の冒
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頭に、「全国で1100名を超える原告について各
地で同種訴訟の審理が行われてきたが、これら
の判決で、どのメーカーに責任が認められるかや
損害額について、ほぼ同一の内容に収れんされ
つつある。300人の原告を抱える東京1陣訴訟の
和解案も概ね同様の判断傾向に沿うものであっ
た。被災者の高齢化が著しく心身の負担が大き
く、亡くなられる方も多くなっており、一刻も早い被
害回復が求められている。後続訴訟を含めて
早期解決が図られることを期待しつつ、東京1陣
訴訟とほぼ同一内容の和解案を示したものであ
る。」旨を述べた。
4		 本和解案の対象は、一審原告126名（被災者
112名。（）内は以下同じ。）のうち解体工等を除
く109名（98名）である。そして、和解案の具体的
な内容は、建材メーカー18社のうち5社（エーア
ンドエーマテリアル、太平洋セメント、ニチアス、ノ
ザワ、エム・エム・ケイ）に対して、一審原告ら93名
（82名）に総額金11億3158万円の和解金を支
払えというものであった。
	 	 なお、改修・解体作業及び屋外作業での石綿
粉じん曝露を中心とする解体工、板金工等の一
審原告17名（14名）については、2021（令和3）年
5月17日の上記最高裁判決が屋外作業者に対
する建材メーカーらの責任を否定し、さらに、2022
（令和4）年6月3日の神奈川2陣最高裁判決が
解体作業従事者に対する建材メーカーらの警告
表示義務を否定するという誤った判断をしたが、
これを是正するには適正な判決を得る必要があ
ることから、本和解案の対象にはされておらず、
今後、判決が言い渡される予定である。
5		 われわれは、先に示された東京1陣和解案は、
一部一審原告らの請求を認容しないなどの問題
点がありつつも、最終の事実審裁判所による和
解案であって判決と同等の重みをもつことを真摯
に受け止め、何よりも早期解決を目指すため、これ
を受け入れることを決定した。そして、本和解案
もまた、上記最高裁判決を踏まえ、2年半にわた
る審理と結審から本日の和解所見提示まで約11
カ月を要して出されたものであることから、その重
大性を真摯に受け止め、可能な限り早期に本和

解案に対するわれわれの態度を表明する所存で
ある。
6		 提訴から本日の本和解案の提示に至るまでに
約10年8か月が経過し、一審原告らのうち既に8
割以上が亡くなっている。これ以上の解決の先
延ばしは許されない。
	 	 東京1陣訴訟差戻審に続き、約1カ月の間に連
弾で本和解案が示されたことは、早期解決を求
める一審原告らの要求が正当なものであることを
裁判所が表明していると言えるのであって、建材
メーカーらは、このことの重みを十分に踏まえて本
和解案を受け入れることを求める。建材メーカー
らがいたずらに本和解案を拒否し判決を選択す
ることは、解決の引き延ばしにほかならず、このよ
うな事態は、非人道的であり、企業の社会的責
任を放棄するもので到底許されるものではない。
7		 国との関係では、いわゆる建設アスベスト給付
金法が成立し、これまで7,918名（2025年1月22日
現在）の被害者が認定され、建設アスベスト基金
から給付金が支給されているが、建材メーカーは
同基金に拠出していない。他方、同法附則2条で
は、国以外の者による被害者への損害賠償のそ
の他の補償の在り方について国は検討のうえ所
要の必要な措置をとると明記されている。全国の
同種訴訟のなかでも被災者数が最大規模であ
る東京1陣訴訟と、これに準ずる規模である東京
2陣訴訟を合わせれば全国の原告数の約3分の
1に及ぶのであって、建材メーカーらとの和解が
成立すれば、建材メーカーらも参加する建設アス
ベスト補償基金制度創設への大きな前進となる
ことが期待できる。
8		 われわれは、今回の2つの和解案提示をてこに
して、建設アスベスト訴訟の早期全面解決と給
付金法改正を求める取組を一層強化していく。
国民の皆さまには、和解成立と給付金法改正に
よるアスベスト被害者の早期全面救済に向けて
の支援と協力を呼びかけるものである。

2025年1月31日
首都圏建設アスベスト東京2陣訴訟原告団
首都圏建設アスベスト東京2陣訴訟弁護団

首都圏建設アスベスト訴訟統一本部

建設アスベスト訴訟
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2025年1・2月号33～42頁の記事の続報である。

労働基準法研究会報告書

労働基準法研究会は、前号で報告した第16回
研究会で終了して、2025年1月8日に報告書が公表
された。前号で紹介した部分については変更はな
い。今後の予定は示されていない。

労働施策総合推進法等改正案要綱

労働政策審議会の雇用環境・均等分科会は、
前号で報告した2024年12月26日の第79回分科会で
「女性活躍の更なる推進及び職場におけるハラス
メント防止対策の強化について（報告）」をまとめ、
同日、労働政策審議会は「今女性活躍の更なる推
進及び職場におけるハラスメント防止対策の強化
について（建議）」として厚生労働大臣に建議した
（このことが公表されたのは2025年1月24日）。
前号で紹介した報告案からの変更はない。
建議を踏まえて厚生労働省は1月24日に労働政
策審議会に対して、「労働施策の総合的な推進
並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充
実等に関する法律等の一部を改正する法律案要
綱」について諮問し、同日行われた雇用環境・均
等分科会においては妥当と認められた。

労働安全衛生法令改正案要綱

労働政策審議会の安全衛生分科会は、前号で
報告した2024年11月22日の第171回以降、2025年1
月17日の第173回分科会で「今後の労働安全衛生
対策について（報告）」をまとめ、同日、労働政策審
議会は「今後の労働安全衛生対策について（建
議）」として厚生労働大臣に建議した。
前号で紹介した報告案からの変更点は、以下の

とおりである。
・	このような事業者の措置義務のうち、危険個所
等への立入禁止等の措置について、個人事業
者等に、事業者が講じる措置に応じて必要な事
項を遵守することを罰則付きで義務付ける。（前
号34頁左欄「個人事業者等自身による措置」の
2項目前段に下線部を追加）
・	また、当該事業者の措置義務のうち、請負人に
対する必要な措置の周知義務については、事業
者は必要な措置が確実に伝わるように分かりや
すく周知するとともに、周知した内容の徹底を図
る。（前号34頁左欄「個人事業者等自身による措
置」の2項目目後段に下線部を追加）
・	成分名以外の通知事項（物理的及び化学的性
質、人体に及ぼす作用、貯蔵又は取扱い上の
注意、流出その他の事故が発生した場合にお
いて講ずべき応急の措置等）は、非開示を認め
ないこと。（前号37頁左欄「化学物質の危険性
及び有害性情報の通知制度における営業秘密
の保持」の同頁左欄末尾から右欄につながる項
目に下線部を追加）
・	また、厚生労働大臣は、必要な指導等を行うこと
ができるようにする。（前号39頁右欄「治療と仕
事の両立支援対策の推進」の同頁右欄末尾か
ら40頁左欄につながる項目に追加）
建議を踏まえて厚生労働省は1月27日に労働政
策審議会に対して、「労働安全衛生法及び作業
環境測定法の一部を改正する法律案要綱」につ
いて諮問し、同日行われた安全衛生分科会におい
て2つの法律案要綱とも妥当と認められた。
1月27日に労働政策審議会は、2つの法律案要綱

（後掲）について妥当と答申した。法律案は
今通常国会に提出される予定である。

労働安全衛生・労働施策総合推進法等改正へ
労働政策審議会建議と改正法案要綱
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労働安全衛生法及び作業環境測定法の
一部を改正する法律案要綱

第一		 労働安全衛生法の一部改正

一			 個人事業者等に対する安全衛生対策

1			 個人事業者の定義
	 		 事業を行う者で労働者を使用しないものを、個人事
業者として法に位置づけること。
2			 個人事業者等による措置
（一）	 労働者以外の者で労働者と同一の場所におい

て仕事の作業に従事するものは、労働災害を防止
するため必要な事項を守るほか、事業者その他の
関係者が実施する労働災害の防止に関する措置
に協力するように努めなければならないものとするこ
と。

（二）	 労働者以外の者で労働者と同一の場所におい
て住事の作業に従事するものは、事業者が講ずる
危険又は健康障害を防止するための措置に応じ
て、必要な事項を守らなければならないものとするこ
と。

（三）	 厚生労働大臣が定める規格又は安全装置を具
備しなければ譲渡し、貸与し、又は設置してはなら
ない機械等について、事業者は、当該規格又は安
全装置を具備しなければ労働者に使用させてはな
らないものとするとともに、労働者と同一の場所にお
いて仕事の作業を行う個人事業者（法人である場
合は、その代表者又は役員）又は厚生労働省令で
定める規模の事業の事業者（法人である場合は、
その代表者又は役員）も使用してはならないものと
すること。

（四）	 労働者と同一の場所において仕事の作業を行
う場合において、個人事業者（法人である場合は、
その代表者又は役員）又は厚生労働省令で定め
る規模の事業の事業者（法人である場合は、その
代表者又は役員）は、政令で定める機械等につい
て、厚生労働省令で定めるところにより、定期に自主
検査を行い、及びその結果を記録しておかなけれ
ばならないものとすること。

（五）	 個人事業者（法人である場合は、その代表者又
は役員）又は厚生労働省令で定める規模の事業
の事業者（法人である場合は、その代表者又は役
員）は、労働者と同一の場所において危険又は有
害な業務で厚生労働省令で定めるものに就くとき
は、厚生労働省令で定めるところにより、当該業務
に関する安全又は衛生のための特別の教育を受
けなければならないものとすること。

（六）	 個人事業者（法人である場合は、その代表者又
は役員）又は厚生労働省令で定める規模の事業
の事業者（法人である場合は、その代表者又は役
員）は、労働者と同一の場所において危険又は有
害な業務に就くときは、五に定めるもののほか、当該
作業を行う場所における安全衛生の水準の向上を
図るため、安全又は衛生のための教育を受けるよう
に努めなければならないものとすること。

3		 注文者等による措置
（一）	 建設工事の注文者等仕事を他人に請け負わせ

る者は、施工方法、工期等について、安全で衛生的
な作業の遂行をそこなうおそれのある条件を附さな
いように配慮しなければならないところ、当該配慮義
務の対象が建設工事の注文者に限定されず、仕事
を他人に請け負わせる者一般が対象になるもので
あることを明確化すること。

（二）	 事業者で、一の場所において行う事業の仕事の
一部を請負人に請け負わせているもの（当該事業
の仕事の一部を請け負わせる契約が二以上ある
ため、その者が二以上あることとなるときは、当該請
負契約のうちの最も先次の請負契約における注文
者とする。以下「元方事業者」という。）のうち、建
設業その他政令で定める業種に属する事業（以下
「特定事業」という。）を行う者（以下「特定元方事
業者」という。）は、その労働者及び関係請負人の
労働者の作業が同一の場所において行われること
によって生ずる労働災害を防止するため、統括安
全衛生責任者を選任し、その者に第30条第1項各
号の事項を統括管理させなければならないところ、
当該統括管理の対象を、その労働者である作業従
事者（労働者、事業を行う者（法人である場合にお
いては、その代表者及び役員）その他の者であっ
て、事業を行う者が行う仕事の作業に従事するもの
をいう。以下閉じ。）（労働者のほか、労働者以外
の当該特定元方事業者に係る作業従事者がある
場合には、当該者を含む。）及び関係請負人に係る
作業従事者が一の場所において作業を行うときに
拡充すること。

（三）	 建設業に属する事業の元方事業者は、その労
働者及び関係請負人の労働者の作業が同一の場
所で行われることによって生ずる労働災害を防止す
るため、庖社安全衛生管理者を選任し、その者に
第30条第1項各号の事項を担当する者に対する指
導等を行わせなければならないところ、庖社安全衛
生管理者による管理の対象を、その労働者である
作業従事者（労働者のほか、労働者以外の当該元
方事業者に係る作業従事者がある場合には、当該
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作業従事者を含む。）及び関係請負人に係る作業
従事者が一の場所において作業を行うときに拡充
すること。

（四）	 建設業その他政令で定める業種に属する事業
の仕事で、政令で定めるものを行う事業者は、爆
発、火災等が生じたことに伴い労働者の救護に関
する措置がとられる場合における労働災害の発生
を防止するため、労働者の救護に関し必要な機械
等の備付け及び管理を行うこと等の措置を講じな
ければならないところ、当該措置の対象を、作業従
事者の救護に関する措置がとられる場合に拡充す
ること。

（五）	 元方事業者は、関係請負人及び関係請負人の
労働者が、当該仕事に関し、この法律又はこれに基
づく命令の規定に違反しないよう必要な指導を行
わなければならず、違反していると認めるときは、是
正のため必要な指示を行わなければならないとこ
ろ、当該指導及び当該指示の対象を、関係請負人
に係る作業従事者に拡充すること。当該指示を受
けた作業従事者は、当該指示に従わなければなら
ないものとすること。

（六）	 建設業に属する事業の元方事業者は、土砂等
が崩壊するおそれのある場所、機械等が転倒する
おそれのある場所その他の厚生労働省令で定め
る場所において関係請負人の労働者が当該事業
の仕事の作業を行うときは、当該関係請負人が講
ずべき当該場所に係る危険を防止するための措置
が適正に講ぜられるように、技術上の指導その他
の必要な措置を講じなければならないところ、当該
措置の対象を、当該場所において関係請負人に係
る作業従事者が当該事業の仕事の作業を行うとき
に拡充すること。

（七）	 特定元方事業者は、その労働者及び関係請負
人の労働者の作業が同一の場所において行われ
ることによって生ずる労働災害を防止するため、協
議組織の設置及び運営を行うこと等の必要な措置
を講じなければならないところ、当該措置の対象を、
その労働者である作業従事者（労働者のほか、労
働者以外の当該特定元方事業者に係る作業従事
者がある場合には、当該者を含む。）及び関係請負
人に係る作業従事者の作業が同一の場所におい
て行われるときに拡充すること。

（八）	 製造業その他政令で定める業種に属する事業
（特定事業を除く。）の元方事業者は、その労働者
及び関係請負人の労働者の作業が同一の場所に
おいて行われることによって生ずる労働災害を防止
するため、作業聞の連絡及び調整を行うことに関

する措置その他必要な措置を講じなければならな
いところ、当該措置の対象を、その労働者である作
業従事者（労働者のほか、労働者以外の元方事業
者に係る作業従事者がある場合には、当該者を含
む。）及び関係請負人に係る作業従事者の作業が
同一の場所において行われるときに拡充すること。

（九）	 仕事を自ら行う事業者であって、当該仕事を行
う場所を管理する者は、その管理している一の場
所においてその労働者である作業従事者（労働者
のほか、労働者以外の作業場所管理事業者に係
る作業従事者がある場合には、当該者を含む。）及
びその請負人に係る作業従事者が作業を行うとき
であって厚生労働省令で定める業務に係る作業を
行うときは、当該作業による労働災害を防止するた
め、作業聞の連絡及び調整を行うことに関する措
置その他必要な措置を講じなければならないものと
すること。

（十）	 特定事業の仕事を自ら行う注文者は、建設物、
設備又は原材料（以下「建設物等」という。）を、当
該仕事を行う場所においてその請負人の労働者に
使用させるときは、当該建設物等について、当該労
働者の労働災害を防止するため必要な措置を講じ
なければならないところ、当該措置の対象を、建設物
等を当該仕事を行う場所においてその請負人に係
る作業従事者（労働者及び労働者と同一の場所に
おいて仕事の作業に従事する労働者以外の作業
従事者に限る。）に使用させるときに拡充すること。

（十一）建設業に属する事業の仕事を行う二以上の事
業者の労働者が一の場所において機械で厚生労
働省令で定めるものに係る作業（以下「特定作業」
という。）を行う場合において、特定作業に係る仕事
を自ら行う発注者又は当該仕事の全部を請け負っ
た者で、当該場所において当該仕事の一部を請け
負わせているものは、厚生労働省令で定めるところ
により、当該場所において特定作業に従事するす
べての労働者の労働災害を防止するため必要な
措置を講じなければならないところ、当該措置の対
象を、二以上の事業者又は個人事業者に係る作
業従事者（労働者及び労働者と同一の場所におい
て仕事の作業に従事する労働者以外の作業従事
者に限る。）が一の場所において特定作業を行う場
合に拡充すること。

（十二） 注文者は、その請負人に対し、当該仕事に関し、
その指示に従って当該請負人の労働者を労働させ
たならば、この法律又はこれに基づく命令の規定に
違反することとなる指示をしてはならないところ、当該
違法な指示の禁止の対象を、当該請負人に係る作
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業従事者が作業する場合に拡充すること。
（十三）（七）から（十）までにより講ぜられる措置に応じ

て、請負人又は作業従事者は必要な措置を講じな
ければならないものとすること。

（十四） 機械等で、政令で定めるものを他の事業者に
貸与する者で、厚生労働省令で定めるものは、当該
機械等の貸与を受けた事業者の事業場における
当該機械等による労働災害を防止するため必要な
措置を講じなければならないところ、当該措置の対
象を、個人事業者に貸与する場合に拡充すること。

（十五） 建築物で、政令で定めるものを他の事業者に
貸与する者は、当該建築物の貸与を受けた事業
者の事業に係る当該建築物による労働災害を防
止するため必要な措置を講じなければならないとこ
ろ、当該措置の対象を個人事業者に貸与する場合
（当該建築物の全部を一の個人事業者に貸与す
る場合又は二以上の個人事業者のみに貸与する
場合を除く。）に拡充すること。

4		 労働基準監督署等への申告
（一）	 作業従事者は、事業場にこの法律又はこれに基

づく命令の規定に違反する事実があるときは、その
事実を都道府県労働局長、労働基準監督署長又
は労働基準監督官に申告して是正のため適当な
措置をとるように求めることができるものとすること。

（二）	 事業者等は、（一）の申告をしたことを理由とし
て、作業従事者に係る事業を行う者に対し、取引の
停止その他の不利益な取扱いをしてはならないも
のとすること。

5		 災害状況の調査
（一）	 厚生労働大臣は、労働災害の防止に資する施

策を推進するため、業務に起因して作業従事者が
負傷し、疾病にかかり、又は死亡した災害の発生状
況に係る情報その他の必要な事項について調査を
行うことができるものとすること。

（二）	 厚生労働大臣は、（一）の調査のために必要なと
きは、厚生労働省令で定めるところにより、事業を行
う者及び作業従事者に対し、必要な事項を報告さ
せることができるものとすること。

二			 小規模事業場に対する心理的な負担の程度を把

握するための検査等の適用

	 		 50人未満の労働者を使用する事業場に対する心
理的な負担の程度を把握するための検査等の適用
を当分の間努力義務とする特例を廃止すること。

三			 化学物質による健康障害防止対策

1		 危険性及び有害性情報の通知制度の履行確保
（一）	 労働者に危険又は健康障害を生ずるおそれの

ある物等（以下「通知対象物」という。）を譲渡し、又

は提供する者（以下「譲渡者等」という。）が第57
条の2第1項の規定による通知をせず、又は虚偽の
通知をした場合には、所要の罰則を科すものとする
こと。

（二）	 譲渡者等は、第57条の2第1項の規定により通知
した事項に変更を行う必要が生じたときは、文書の
交付その他厚生労働省令で定める方法により、変
更後の同項各号の事項を、速やかに、譲渡し、又は
提供した相手方に通知しなければならないものとす
ること。

2			 危険性及び有害性情報の通知制度における営業
秘密の保持

（一）	 譲渡者等は、通知対象物の成分の情報が営業
秘密情報である場合には、その旨を相手方にあら
かじめ明示した上で、当該通知対象物の成分の化
学名における成分の構造又は構成要素を表す文
字の一部を省略した又は置き換えた化学名又は厚
生労働省令で定める事項を示す名称（以下「代
替化学名等」という。）を定め、これを通知することを
もって第57条の2第1項又は第2項の規定による成
分の通知に代えることができるものとすること。代替
化学名等の通知の対象となる具体的な物質につい
ては、労働者に危険又は健康障害を生ずるおそれ
の程度を勘案して厚生労働省令で定めるものとす
ること。

（二）	 代替化学名等を設定した譲渡者等は、（一）の
代替化学名等の通知をしたときは、厚生労働省令
で定めるところにより、当該通知に係る通知対象物
の成分、通知した代替化学名等その他の厚生労
働省令で定める事項を記録しなければならないもの
とすること。

（三）	 代替化学名等を設定した譲渡者等は、通知対
象物による健康障害が生じ、又は生じるおそれがあ
る場合において、医師の診断、治療その他の厚生
労働省令で定める事由のために必要があるときは、
当該医師の求めに応じて、厚生労働省令で定める
ところにより、当該通知対象物の成分の情報を当該
医師に提供しなければならないものとすること。

（四）	 厚生労働大臣は、（一）の代替化学名等の通知
の適切かつ有効な実施を図るために必要な指針を
公表し、必要な指導等ができるものとすること。

（五）	 労働基準監督署長等は、必要があると認めると
きは、厚生労働省令で定めるところにより、譲渡者等
に対し、必要な事項を報告させ、又は出頭を命ずる
ことができるものとすること。

（六）	 代替化学名等を設定した譲渡者等は、（二）によ
り作成した書類を保存しなければならないものとす
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ると。
3		 作業環境測定の対象拡大
（一）	 個人ばく露測定を作業環境測定として位置づけ

ること。
（二）	 事業者は、第22条の健康障害を防止するため

必要な措置、又は、第65条の2第1項の作業環境測
定の結果の評価に基づく労働者の健康を保持す
るための必要な措置を講ずるに当たり、必要と認め
られるときは、厚生労働省令で定めるところにより、
作業環境測定を行わなければならないものとするこ
と。

（三）	 事業者は、政令で定める物及び通知対象物によ
る危険性又は有害性等の調査を行うに当たり、必
要に応じて、作業環境測定を行うことができるものと
すること。

（四）	 （二）及び（三）の作業環境測定は、作業環境
測定基準に従って行わなければならないものとする
こと。

四			 機械等による労働災害防止対策

1			 特定機械等の製造許可及び製造時等検査制度
の見直し

（一）	 特定機械等の製造許可の申請は、厚生労働省
令で定めるところにより、厚生労働大臣の登録を受
けた者（「以下「登録設計審査等機関」という。）
が行った特定機械等の設計が構造に係る基準に
適合しているかどうかの審査（以下「設計審査」と
いう。）の結果を記載した書類を添付して行わなけ
ればならないものとすること。

（二）	 登録設計審査等機関は、製造時等検査及び設
計審査を行うものとして登録を行うものとすること。
当該登録は、厚生労働省令で定める特定機械等
及び地域の区分ごとに業務を区分して行うものとす
ること。

（三）	 登録設計審査等機関の登録要件として、現行
の登録製造時等検査機関の登録要件に加えて設
計審査に係る登録要件も満たさなければならない
ものとする（具体的には、設計審査に関して一定の
知識経験を有する設計審査の実施者（以下「審査
員」という。）が一定数以上であること及び審査員
のうち一定の知識経験を有する者が審査員を指
揮するとともに設計審査の業務を管理するものとす
る。）こと。ただし、設計審査のみが必要とされる特
定機械等においては、製造時等検査に係る登録要
件を満たす必要はないこと。また、登録要件に適合
しなくなった場合等に、厚生労働大臣が適合命令、
改善命令、登録の取消又は業務の停止を命ずるこ
とができるものとすること。

（四）	 厚生労働省令で定める特別特定機械等に限り
登録製造時等検査機闘が製造時等検査を行う仕
組みを改め、製造時等検査が必要な全ての特定
機械等の製造時等検査を登録設計審査等機闘が
行うものとすること。

（五）	 登録設計審査等機関による設計審査等を、厚
生労働大臣が定める方法で行うものとすること。性
能検査、個別検定及び型式検定についても同様と
すること。

2			 特定自主検査及び技能講習の不正防止対策の強
化

（一）	 ボイラーその他の機械等に係る特定自主検査
は、厚生労働大臣の定める基準に従って行わなけ
ればならないものとすること。検査業者は、特定自
主検査を行うときは、当該基準に従ってこれを行わ
なければならないものとし、当該基準に違反した場
合には厚生労働大臣又は都道府県労働局長が改
善命令等を行えるようにすること。

（二）	 都道府県労働局長は、技能講習修了証又はこ
れと紛らわしい書面を不正に交付した者に対し、当
該技能講習修了証又はこれと紛らわしい書面の回
収を図ることその他必要な措置を講ずることを命ず
ることができるものとすること。都道府県労働局長
は、当該命令に従わない者について、登録を取り消
すことができるものとするとともに、登録を取り消した
ときは、十年を超えない範囲内で、当該処分を受け
た者が登録を受けることができない期間を指定する
ことができるものとすること。

3			 型式検定対象機械等、技能講習対象業務等の見
直し

（一）	 型式検定対象機械等として、第42条の特定機
械等の安全装置又は保護具であって、規格等を具
備しなければ重大な労働災害を生ずるおそれがあ
るものとして政令で定めるものを追加すること。

（二）	 技能講習のうち車両系機械運転技能講習を一
元化し、車両系建設機械その他の政令で定める機
械の運転を対象としたうえで、講師や設備等の登
録要件を定めること。

（三）	 登録設計審査等機関、登録性能検査機関及び
登録個別検定機闘が検査で用いる機械器具等に
ついて、技術の進歩に伴う名称の整理等を行うこ
と。

五			 高年齢者の労働災害防止対策

1			 事業者は、高年齢者の労働災害の防止を図るた
め、高年齢者の特性に配慮した作業環境の改善、作
業の管理その他の必要な措置を講ずるように努めな
ければならないものとすること。
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2			 厚生労働大臣は、1の措置の適切かつ有効な実施
を図るため必要な指針を公表するものとすること。
3			 厚生労働大臣は、2の指針に従い、事業者又はそ
の団体に対し、必要な指導、援助等を行うことができる
ものとすること。

六			 その他所要の改正を行うこと。

第二		 作業環境測定法の一部改正

一			 作業環境測定士等による個人ばく露測定の実施

1			 作業環境測定のうち、作業環境における労働者の
有害な因子へのぱく露の程度を把握するために行う
ものを「個人ばく露測定」と定義すること。
2			 事業者は、第一の三の3の（二）又は（三）により指
定作業場について作業環境測定を行うときは、厚生
労働省令で定めるところにより、その使用する作業環
境測定士にこれを実施させ、又は厚生労働省令で定
めるところにより、作業環境測定機関にこれを委託しな
ければならないものとすること。
3			 業環境測定士は、第一の三の3の（二）又は（三）に
より作業環境測定を実施するときは、作業環境測定
基準に従ってこれを実施しなければならないものとす
ること。
4			 作業環境測定機関は、他人の求めに応じて第一
の三の3の（二）又は（三）により作業環境測定を行うと
きは、作業環境測定基準に従ってこれを行わなければ
ならないものとすること。
5			 作業環境測定士は、個人ぱく露測定を行う場合に
は、サンプリング又は分析の業務であって厚生労働省
令で定めるものについては、厚生労働省令で定める
者に補助させることができるものとすること。

二			 その他所要の改正を行うこと。

第三		 施行期日等

一			 施行期日

	 		 この法律は、令和8年4月1日から施行すること。ただ
し、次に掲げる事項は、それぞれ次に定める日から施
行すること。
1			 第一の一の3の（1）　公布の日
2			 第一の四の2　令和8年1月1日
3			 第一の三の3並びに第二の一及び二の一部　令
和8年10月1日
4			 第一の一の5　令和9年1月1日
5			 第一の一の2の（三）から（六）まで並びに3の（九）
及び（十三）の一部　令和9年4月1日
6			 第一の二　公布の日から起算して3年を超えない
範囲内において政令で定める日
7			 第一の三の1　公布の日から起算して5年を超えな
い範囲内において政令で定める日

二			 検討

	 		 政府は、この法律の施行後5年を目途として、この法
律による改正後のそれぞれの法律の施行の状況を勘
案し、必要があると認めるときは、この法律による改正後
のそれぞれの法律の規定について検討を加え、その
結果に基づいて必要な措置を講ずるものとすること。

三			 経過措置及び関係法律の整備

	 		 この法律の施行に関し必要な経過措置を定めると
ともに、関係法律の規定の整備を行うこと。

労働施策の総合的な推進並びに労働者の
雇用の安定及び職業生活の充実等に関する
法律等の一部を改正する法律案要綱

第一		 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用

の安定及び職業生活の充実等に関する法律の一部

改正

一			 職場における労働者の就業環境を害する言動に

関する規範意識を醸成するための国による啓発活動

	 		 国は、職場における労働者の就業環境を害する言
動に起因する問題の解決を促進するために必要な施
策の充実に取り組むに際しては、何人も職場における
労働者の就業環境を害する言動を行ってはならない
ことに鑑み、規範意識の醸成がなされるよう、必要な
啓発活動を積極的に行わなければならないものとする
こと。

二			 治療と就業の両立支援対策

1			 事業主は、疾病、負傷その他の理由により治療を受
ける労働者について、就業によって疾病、負傷の症状
が増悪すること等を防止し、治療と就業を両立するこ
とを支援するため、当該労働者からの相談に応じ、適
切に対応するために必要な体制の整備その他の必
要な措置を講ずるよう努めなければならないものとする
こと。
2			 厚生労働大臣は、1の措置に関して、その適切かつ
有効な実施を図るため必要な指針を定め、これを公
表するものとすること。
3			 2の指針は、労働安全衛生法第70条の2第1項に規
定する指針と調和が保たれたものでなければならない
ものとすること。
4			 厚生労働大臣は、2の指針に従い、事業主又はそ
の団体に対し、必要な指導等を行うことができるものと
すること。

三			 職場における顧客等の言動に起因する問題に関

して事業主が講ずべき措置等

1			 事業主は、職場において行われる顧客、取引の相
手方、施設の利用者その他の当該事業主の行う事業
に関係を有する者（以下四の5において「顧客等」と

労働安全衛生・労働施策総合推進法改正へ
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いう。）の言動であって、その雇用する労働者が従事
する業務の性質その他の事情に照らして社会通念
上許容される範囲を超えたものにより当該労働者の就
業環境が害されることのないよう、当該労働者からの
相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整
備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければな
らないものとすること。
2			 事業主は、労働者が1の相談を行ったこと又は当該
事業主による1の相談への対応に協力した際に事実を
述べたことを理由として、当該労働者に対して解雇そ
の他不利益な取扱いをしてはならないものとすること。
3			 事業主は、他の事業主から当該事業主の講ずる1
の措置の実施に関し必要な協力を求められた場合に
は、これに応ずるように努めなければならないものとす
ること。
4			 厚生労働大臣は、1から3までの事業主が講ずべき
措置等に関して、その適切かつ有効な実施を図るた
めに必要な指針を定めるものとすること。

四			 職場における顧客等の言動に起因する問題に関

する国、事業主、労働者及び顧客等の責務

1			 国は、労働者の就業環境を害する三の1の言動を
行ってはならないことその他当該言動に起因する問題
（以下この四において「顧客等言動問題」という。）に
対する事業主その他国民一般の関心と理解を深める
ため、各事業分野の特性を踏まえつつ、広報活動、啓
発活動その他の措置を講ずるように努めなければなら
ないものとすること。
2			 事業主は、顧客等言動問題に対するその雇用す
る労働者の関心と理解を深めるとともに、当該労働者
が他の事業主が雇用する労働者に対する言動に必
要な注意を払うよう、研修の実施その他の必要な配慮
をするほか、国の講ずる1の措置に協力するように努
めなければならないものとすること。
3			 事業主（その者が法人である場合にあっては、その
役員）は、自らも、顧客等言動問題に対する関心と理
解を深め、他の事業主が雇用する労働者に対する言
動に必要な注意を払うように努めなければならないも
のとすること。
4			 労働者は、顧客等言動問題に対する関心と理解を
深め、他の事業主が雇用する労働者に対する言動に
必要な注意を払うとともに、事業主の講ずる三の1の
措置に協力するように努めなければならないものとす
ること。
5			 顧客等は、顧客等言動問題に対する関心を深める
こと等に努めなければならないものとすること。

五			 その他

	 		 その他所要の規定の整備を行うこと。

第二		 雇用の分野における男女の均等な機会及び待

遇の確保等に関する法律の一部改正

一			 求職活動等における性的な言動に起因する問題

に関して事業主が講ずべき措置等

1			 事業主は、求職者その他これに類する者として厚
生労働省令で定めるもの（以下この一及び二におい
て「求職者等」という。）によるその求職活動その他求
職者等の職業の選択に資する活動（以下この一にお
いて「求職活動等」という。）において行われる当該事
業主が雇用する労働者による性的な言動により当該
求職者等の求職活動等が阻害されることのないよう、
当該求職者等からの相談に応じ、適切に対応するた
めに必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な
措置を講じなければならないものとすること。
2			 事業主は、労働者が当該事業主による求職者等か
らの1の相談への対応に協力した際に事実を述べた
ことを理由として、当該労働者に対して解雇その他不
利益な取扱いをしてはならないものとすること。
3			 厚生労働大臣は、1及び2の事業主が講ずべき措
置等に関して、その適切かつ有効な実施を図るため
に必要な指針を定めるものとすること。

二			 求職活動等における性的な言動に起因する問題

に関する国、事業主及び労働者の責務

1			 国は、求職者等の求職活動等を阻害する一の1の
言動を行ってはならないことその他当該言動に起因
する問題（以下この二において「求職活動等における
性的言動問題」という。）に対する事業主その他国民
一般の関心と理解を深めるため、広報活動、啓発活
動その他の措置を講ずるように努めなければならない
ものとすること。
2			 事業主は、求職活動等における性的言動問題に
対するその雇用する労働者の関心と理解を深めるとと
もに、当該労働者が求職者等に対する言動に必要な
注意を払うよう、研修の実施その他の必要な配慮をす
るほか、国の講ずる1の措置に協力するように努めな
ければならないものとすること。
3			 事業主（その者が法人である場合にあっては、その
役員）は、自らも、求職活動等における性的言動問題
に対する関心と理解を深め、求職者等に対する言動
に必要な注意を払うように努めなければならないもの
とすること。
4			 労働者は、求職活動等における性的言動問題に
対する関心と理解を深め、求職者等に対する言動に
必要な注意を払うとともに、事業主の講ずる一の1の
措置に協力するように努めなければならないものとす
ること。

［48頁に続く］
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標記については、従来、個別の事案ごとに業務
（通勤）と災害との間に相当因果関係が認められ
るか否かを判断し、その業務（通勤）起因性の有無
を判断してきたところであるが、今般、近時の判例
の動向や認定事例の蓄積等を踏まえ、以下のとお
り取り扱うこととしたので、了知の上、遺漏なきを期さ
れたい。

記
業務に従事している場合又は通勤途上である
場合において被った負傷であって、他人の故意に
基づく暴行によるものについては、当該故意が私的
怨恨に基づくもの、自招行為によるものその他明ら
かに業務に起因しないものを除き、業務に起因する
又は通勤によるものと推定することとする。

他人の故意に基づく暴行による負傷の取扱いに
ついては、平成21年7月23日付け基発0723第12号
「他人の故意に基づく暴行による負傷の取扱いに
ついて」（以下「局長通達」という。）により指示され

他人の故意に基づく暴行による
負傷の取扱いについて

基発0723第12号

平成21年7月23日

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局長

他人の故意に基づく暴行による負傷の取扱い

ているところです。
他人の故意に基づく暴行が、局長通達において
示されている「私的怨恨に基づくもの、自招行為に
よるものその他明らかに業務に起因しないもの」で
あるか否かの判断に当たって参考となると考えられ
る裁判例を別添のとおり示しますので、今後の事務
処理に活用していただくようお願いします。

別添

【事例1】 （他人の暴行を業務上の出来事として取

り扱った裁判例）

〇東京地裁令和4年（行ウ）第442号令和6年1月
24日判決（国敗訴）
被災者は、トレーラーの運転手として就労してい

たが、会社車庫において、同僚A（以下「加害者」
という。）がトレーラーの車庫入れの際に帰宅準備
等をしていた被災者のバイクに当たりそうになった
ため、加害者を注意したところ、加害者から暴行を
受け負傷した。
加害者の被災者に対する悪感情（私的怨恨）に

ついて、その原因と考えられる事例のほとんどが本
件暴行から数ヶ月以上前のことであり、その個々の
事例も直ちに暴行につながるほどの恨みの原因に
なるものとはいえず、その他の同僚が、被災者と加
害者との間にトラブルがあると認識していなかったこ
とも考慮すると、加害者が本件暴行前から、被災者
に対して暴行を加えようとする程に強固な恨みを抱
いていたとみることはできない。
被災者は加害者のトレーラーから死角の位置に

あったと認めることができ、危険を回避するために
加害者に対して注意喚起する必要があったといえ
る。この点について、原告が加害者を怒鳴りつけた
ことは、粗暴であって適切さを欠くものではあるが、
少なくとも当該状況において、暴行を自招するような
行為であったと評価することはできない。
また、加害者は被災者と「もみあい」となり自らも
受傷したとしているが、「もみあい」が被災者による
暴行を意味しているのか不明である。さらに、加害

業務参考資料の送付について

事務連絡

令和6年2月28日

都道府県労働局労働基準部
労災補償課長長殿

厚生労働省労働基準局
補償課長補佐（業務担当）
補償課審理室長補佐

他人の故意に基づく暴行による負傷の取扱い
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者が負傷したことを裏付ける証拠はなく、仮に負傷
があったとしても被災者が加害者の手を振りほどこ
うとする過程で生じたものである可能性もあり、加
害者への暴行があったと認めることはできないか
ら、本件暴行を被災者と加害者とのけんかとみるこ
ともできない。
本件暴行は、当日の勤務中に配達先で長時間
待たされたことに腹を立てていた加害者が、被災者
から駐車に関して指摘されたことに激高して行われ
た一連のものであり、業務に関連するものというべき
である。
《判決のポイント》
〈私的怨恨〉
・	加害者が悪感情を抱く原因となった個々の事例
と暴行に時間的接着性がなく、その内容程度も
重くないこと及び周囲からトラブルが客観的に認
識されていないことから暴行の原因としての私的
怨恨を否定

〈自招行為〉
・	被災者の発言について、業務上必要な注意喚
起であったとして自招行為を否定

〈けんか行為〉
・	当事者以外に目撃者がおらず、被災者から加害
者に対する暴行の明らかな事実務係が認められ
ないことから「けんか」を否定

【事例2】（他人の暴行を業務上の出来事として取り

扱わなかった裁判例）

〇東京地裁平成29年（行ウ）第32号平成30年4月
20日判決（国勝訴）
被災者は、建設工事現場の作業員として就労し

ていたが、作業現場において同僚A（以下「加害
者」という。）から殴打されるなどの暴行を受け、左
肩打撲等の負傷をした。
被災者は、以前から、宿舎での食事の際の加害
者の振る舞いに腹立たしさを覚えていたことが認め
られる。
災害当日、被災者は加害者に対し業務上の指揮
命令をする権限を有していないのに、加害者に対し
その職制を超えた業務上の注意をし、これに腹を
立てた加害者から工具を投げつけられて脚を受傷

し、加害者に対し怒りの感情を覚えていた。
さらに、当該トラブルからわずか1時間足らずで、
被災者は再び職制を無視した業務上の指示に及
び、これが発端となって加害者と口論やもみ合いに
至り、他の作業員の制止により一旦治まったが、怒り
の治まらない被災者が、ヘルメットで加害者を殴っ
たことで両者が激しくつかみ合う事態に至った経緯
が認められる。
以上を踏まえれば、仮に本件負傷が業務上の指
示を発端として生じたものであるとしても、その指示
は被災者と加害者の職制関係からして適切なもの
であったとは認め難く、本件は被災者の指示を巡っ
てお互いに反発し合うことにより招来した私的けん
かによるものであるというべきである。
《判決のポイント》
〈私的怨恨〉
・	両者がお互い嫌悪の念を抱く状況であったとし
て私的怨恨を肯定

〈自招行為〉
・	被災者が加害者の振る舞いに対し不満を抱い
ていたこと等を背景として職制を超えた業務上
の指示を行い加害者を刺激したとして自招行為
を肯定

〈けんか行為〉
・	被災者も加害者に明確に暴行を加えており、かつ
目撃者もいること等も踏まえ「けんか」と判断

※編注：厚生労働省作成のパンフレット「労災保
険給付の概要」では、「次の場合には業務災害
と認められません」と解説している。
①	 労働者が就業中に私用（私的行為）を行
い、または業務を逸脱する恣意的行為をして
いて、それが原因となって災害を被った場合
②	 労働者が故意に災害を発生させた場合
③	 労働者が個人的な恨みなどにより、第三者
から暴行を受けて被災した場合
④	 地震、台風など天災地変によって被災した
場合（ただし、事業場の立地条件や作業条
件・作業環境などにより、天災地変に際して災
害を被りやすい業務の事情があるとき
は、業務災害と認められます）
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性の確保に役立つ、アスベストを検出するための適
切な方法であると確信している」。
タルクは、自然に生成する鉱物で、化粧品やモイ
スチャーなど他のパーソナルケア製品において、水
分を吸収したり、こびりつきを防いだり、顔の化粧を
不透明にしたり、製品の使用感を改善したりするな
ど、多くの用途がある。発がん性物質として知られ
るアスベストは、タルク鉱床と同じ種類の岩石に含ま
れており、採掘過程でタルクと切り離せない可能性
がある。タルクがアスベストに汚染されている可能
性があるため、タルク含有化粧品にアスベストが含
まれているかどうかを検査することが重要である。
本規則案は、タルク含有化粧品の製造者に対し

て、アスベストの存在を検出及び同定するために、
偏光顕微鏡法（PLM）（分散染色）及び透過型
電子顕微鏡（TEM）/エネルギー分散型X線分析
（EDS）/制限視野電子回折（SAED）の両方を含
む分析アプローチを用いたアスベスト検査を要求す
る。製造者は代わりに、タルク供給者からの分析証
明書に頼ることもできる。規則案は、規則の遵守を

FDAがタルク含有化粧品中のアスベストの検出及び同定
のための標準化された検査方法を要求する規則を提案

FDA News Release, USA, 2024.12.26

本日、アメリカ食品医薬品局（FDA）は、タルク含
有化粧品のアスベストを検出及び同定するための
標準的な検査方法を確立及び要求する規則案を
発表した。この規則案が最終決定されれば、タルク
含有化粧品を使用する消費者を有害なアスベスト
への曝露から守ることができる。この提案は、2022
年化粧品規制現代化法（MoCRA）セクション3505
の要求事項を満たすための当局の作業の一環で
ある。
「FDAは長年にわたり、汚染されたタルク含有化
粧品中による、ヒトへの発がん物質として知られるア
スベストへの消費者の曝露のリスクを低減する努
力の一環として、タルク含有化粧品のアスベストの
サンプリングと検査を行うとともに、連邦政府のパート
ナーと協力してきた」と、FDA化粧品・色彩事務所
ディレクターのリンダ・カッツ博士（MD、MPH）は語
る。「われわれはタルク及びタルク含有化粧品中の
アスベストの検出及び同定と関連した化学的証拠
及び複雑な政治的諸問題を慎重に検討してきた。
提案された検査技術は、タルク含有化粧品の安全

アスベストをめぐる世界の動き
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証明するための記録の保存を製造者に要求する
規定を含んでいる。
規則案が最終決定された場合、製造者が規則

の検査要件または記録保存要件のいずれかを遵
守していない場合には、化粧品は連邦食品医薬
品化粧品法（FD&C法）のもとで不良品とみなされ
る。規則案また、化粧品または化粧品に使用される
タルクにアスベストが存在する場合、その化粧品は
FD&C法のもとで不良品となり、また、化粧品に使用
されることを意図されたタルクにアスベストが存在す

る場合には、当該タルクはFD&C法のもとで不良品
となるとしている。FDAはこの規則案についてパブ
リックコメントを奨励している。コメント期間は、連邦
官報に掲載された日から90日後に終了する。コメン
ト期間終了後、FDAは、最終規則を作成するにあ
たってコメントをレビュー及び考慮する。
※https://www.fda.gov/news-events/press-
announcements/fda-proposes-rule-require-
standardized-testing-methods-detecting-
and-identifying-asbestos-talc

をアスベストについて検査することを義務づける。
規則案はまた、製造者がタルク含有化粧品の製
造にタルクを使用する前に、タルク化粧品原料の各
バッチまたはロットごとに検査するか、または、タルク
の検査に使用する分析方法にPLM及びTEM/
EDS/SAEDの両方が含まれていることを条件に、
適格なタルク供給者からの各バッチまたはロットごと
の分析証明書に依拠するかの柔軟性を認める規
定も含んでいる。アスベストを含有するタルク含有
化粧品の製造及び流通を避けるために、化粧品製
造時にタルクを添加する前にタルクを検査すること
が一般的な業界慣行であるというのが、業界代表
者との議論及び会合に基づいたFDAの理解であ
る。われわれはとりわけ、既存の業界慣行とこのアプ
ローチの有用性に関するコメントを募集する。
さらに、規則案には、製造者が規則を遵守してい
ることを証明するための記録を保存することを義務
づける規定が含まれている。
最後に、規則案には、施行規定が含まれている。
製造者が検査及び記録保存の両方の要件を遵守
して操業しなかった場合には、連邦食品医薬品化
粧品法（FD&C法）のもとで当該製品は不良品と

規則案：タルクを含有する化粧品中の
アスベストの検出及び同定のための検査方法

Federal Register, USA, 2024.12.27

I.　要旨

A.　規則案の目的

本規則案は、タルク含有化粧品中のアスベスト
の検出及び同定のための標準化された検査方法
を確立及び要求するための規則案及び最終規則
の公布を義務づけた、2022年化粧品規制現代化
法（MoCRA）にしたがったものである。この規則案
が最終化されれば、タルク含有化粧品のアスベスト
汚染の可能性があることから、それらの製品の使用
者をアスベストへの有害な曝露から保護することに
つながる。

B.　規則案の主な規定の概要

規則案は、最終決定された場合、タルク含有化
粧品製造者が製品中のアスベストを検出及び同定
するために使用を義務づけられる検査方法につい
て記述している。規則案は、製造者に対して、偏光
顕微鏡（PLM）（分散染色）及び透過型電子顕微
鏡（TEM）/エネルギー分散型X線分析（EDS）/制
限視野電子回折（SAED）の両方を用いて、タルク
含有化粧品の各バッチまたはロットの代表サンプル
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みなされる。さらに、アスベストが健康に悪影響を及
ぼさないという確立された安全レベルはないため、
FDAは、タルク含有化粧品中のアスベストがいかな
るレベルであっても、これらの製品を使用者に害を
及ぼす可能性があると判断している。そのため、規
則案は、タルク含有化粧品、または化粧品に使用さ
れるタルクにアスベストが存在する場合には、当該
化粧品はFD&C法のもとで不良品となることを規則
に成文化している。同様に、化粧品への使用を意
図されたタルクにアスベストが存在する場合には、
当該タルクはFD&C法のもとで不良品となる。
本規則案のすべての側面について、コメントを求

める。

C.　法的権限

2022年12月29日に大統領は、MoCRAを含む
2023年包括的歳出に署名した。なかでもMoCRA
は、タルク含有化粧品中のアスベストを検出及び
同定するための標準化された検査方法の確立及
び要求することを義務づけた。われわれはまた、
FD&C法セクション601（c）、セクション601（a）、及びセ
クション701（a）に基づいて、本規則を発行している。

D.　費用及び便益

本規則案が最終決定された場合、タルク中の汚
染物質として存在する可能性のあるアスベストを
検出及び同定するための標準化された検査方法
を用いたタルク含有化粧品の検査を義務づける。
便益には、アスベスト曝露の減少よる消費者の公
衆衛生上の潜在的利益が含まれる。規則案により
曝露が減少する範囲において、健康上の便益に
は、中皮腫、肺がん、喉頭がん、卵巣がんなどの疾
病の減少が含まれる。これらの公衆衛生上の便益
を定量化するデータがないため、代わりに定性的
な議論を行う。さらに、リコールの減少によるタルク
含有化粧品製造者への便益を定量化する。タル
ク供給者及び化粧品製造者が規則を読み、理解
し、タルクのアスベスト検査を行うための費用を定
量化する。われわれは、10年間における年換算の
金銭化された便益は、7％の割引率で0.00万ドルか
ら139万ドルの範囲であり、主な見積もりは0.06万ド

ルであり、3％の割引率で0.00万ドルから139万ドル
の範囲であり、主な見積もりは0.06万ドルであると見
積もった。年換算コストは、割引率7％では129万ド
ルから678万ドルで、主な見積もりは354万ドル、割
引率3％では130万ドルから678万ドルで、主な見積
もりは355万ドルであろう。

II.　本文書における略語/一般的に使用される頭
字語の表

略語・頭字語／意味
APA／行政手続法
CTFA／化粧品工業会
EDS／エネルギー分散型X線分析
EO／行政命令
EPA／環境保護庁
FD&C法／連邦食品医薬品化粧品法
IEC／国際電気標準会議
IR／赤外分光法
ISO／国際標準化機構
IWGACP／消費者製品中のアスベストに関す
る機関間ワーキンググループ
MoCRA／2022年化粧品規制現代化法
OIRA／情報・規制問題庁
OMB／行政管理・予算庁
PLM／偏光顕微鏡
SAED／制限視野電子回折
SEM／走査型電子顕微鏡
TEM／透過型電子顕微鏡
USP／米国薬局方
XRD／X線回折

III.　背景

A.　はじめに

2022年12月29日に制定されたMoCRAは、タルク
含有化粧品中のアスベストを検出及び同定するた
めの標準化された検査方法を確立及び要求する
ための規則案及び最終規則の公布を義務づけて
いる。

B.　規制の必要性

アスベストをめぐる世界の動き
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タルクは、様 な々化粧品に使用されている。タルク
は、天然に生成する含水ケイ酸マグネシウムとして
採掘される。アスベストはタルク鉱床と同じ種類の岩
石に含まれるため、商業用のタルク鉱山で発見され
ることがあり、採掘過程でタルクと切り離せない場合
がある。その結果、化粧品に使用されるタルクには、
タルク鉱床に近接して存在する蛇紋岩や角閃石
鉱物由来のアスベスト繊維を含有することがある。
アスベストは、既知のヒト発がん物質であり、その
健康リスクは十分に記録されている。アメリカ連邦
政府機関、及び世界保健機関の間では、アスベス
ト曝露による健康への悪影響について確立された
安全な閾値はないという一般的な合意がある。ア
スベストが健康への悪影響を引き起こさない確立
された安全レベルはいため、タルク含有化粧品中
のアスベストがいかなるレベルであっても、使用者
に有害な影響を与える可能性がある。このため、
われわれは、タルク含有化粧品中のアスベストの検
査を実施し、そのような製品の検査結果がアスベ
ストについて陽性である場合には、安全警告を発
表している（https://www.fda.gov/cosmetics/
cosmetics-recalls-alerts/fda-advises-consumers-
stop-using-certain-cosmetic-products 参照）。ま
た、化粧品は身体に塗布され、多くの人が日常的に
使用するものであることから、化粧品中のアスベスト
は低レベルであっても懸念される。アスベストによる
有害な影響のリスクは、発がん物質に繰り返し、長
期間曝露することで高くなる。
タルク含有化粧品中のアスベストへの曝露の主
な経路は吸入であるが、摂取や会陰曝露も起こる。
吸入によるアスベストへの曝露は、炎症から胸膜疾
患、石綿肺、肺がん、中皮腫などの疾患に至る後遺
症を引き起こす可能性がある。これらの影響は急
性に起こることはまれで、通常、1年または数十年後
に起こる。アスベストは、吸入、摂取、会陰曝露によっ
て体内に入ると、組織や臓器を通って二次曝露部
位に移動し、そこで進行性の細胞損傷が起こり、喉
頭、胃腸管、卵巣のがんなど、一次曝露部位から離
れた身体の他の部位の病気につながる可能性が
ある。アスベストへの曝露と咽頭がん、胃がん、大腸
がんとの間には正の相関が観察されている。

タルク含有化粧品の独立した検査の結果、アス
ベストの存在がみつかったことは、タルク鉱石中に
存在する可能性のあるアスベストは、化粧品に使用
するタルクを製造するための加工中に除去すること
が困難であることを示している。FDAは、PLM及び
TEM/EDS/SAED顕微鏡法を用いて、様 な々ラボ
ラトリーからアスベストを含有すると報告された製品
のサンプリングを行うなど、タルク含有化粧品中のア
スベストを監視している。例えば、2010年にFDAが
委託したラボラトリーが、ボディパウダー、フェイスパ
ウダー、ファンデーション、アイシャドウ、チークを含む
34のタルク含有化粧品パウダー製品、及び供給者
からの化粧品に使用される原料としてのタルクのサ
ンプルを検査し、PLM及びTEM/EDS/SAEDを用
いてアスベストの汚染はみつからなかった。2019年
にFDAの委託したラボラトリーが、PLM及びTEM/
EDS/SAEDを用いて、ボディパウダー、フェイスパウ
ダー、アイシャドウ、チーク、ブロンザー、フェイスメイク
を含む52のタルク含有パウダー化粧品を検査した。
2019年3月、6月、8月、10月、FDAは9つのタルク含有
化粧品中にアスベストの存在を確認し、各社によっ
て自主的にリコールされた。
タルク中のアスベスト検査についての既存の自主
的なコンセンサス規格や公表されている検査方法
を検討した結果、タルク含有化粧品中のアスベスト
検査にラボラトリーがそのまま従うことができる標準
化された検査方法はみつからなかった。具体的に
は、タルク中のアスベストを検査するために公表され
ている規格及び方法（すなわちタルクUSPモノグラ
フ及びCTFA J4-1法）は、電子顕微鏡をベースとし
た方法と比較して、特性と感度に欠点があることが
長い間認識されている。さらに、もっとも感度の高い
電子顕微鏡法を用いても、同じ製品を検査したラボ
ラトリーで、アスベストの存在について異なる結論に
達することがある。このような違いは、アスベスト繊
維の検出及び同定に関する明確なガイドラインを提
供する標準化された検査方法がないこと、及び試
料にアスベストの均質性がないことに起因すると考
えられる。タルク及びタルク含有化粧品中のアスベ
ストの存在を判定するための標準化された検査方
法がないため、多くの分析ラボラトリーは、大気中ま



38   安全センター情報2025年3号

たは建材中のアスベストの存在を判定するために
開発及び公表された検査方法を結合及び/または
適応させている。このことが、少なくとも部分的には、
報告されているラボラトリーでの所見の不一致を説
明している可能性がある。
本規則案が最終決定された場合、タルク含有化
粧品の検査を義務づけ、また、そのような検査が、
PLM及びTEM/EDS/SAED顕微鏡法の両方を
用いて、タルク中に汚染物質として存在する可能性
のあるアスベストを検出及び同定するために実施さ
れることを義務づける。規則案はまた、結果が正確
かつ一貫して解釈されることの確保に役立つため
に、アスベスト繊維を同定するための基準に画像を
参照することを義務づける。アスベストの検出及び
同定にこれら両方の検査方法を使用することは、ど
ちらか一方の方法のみを使用する検査、またはまっ
たく検査を行わないことと比較して、タルク含有化粧
品中のアスベストの存在を検出する製造者の能力
を大幅に向上させる。このような検査は、アスベスト
が検出された場合に、そのような製品の流通を防止
するための措置を講じる製造者の能力を向上させ
ることになる。

C.　規則策定の歴史

本規則案の策定にあたり、FDAは、タルク及びタ
ルク含有化粧品中のアスベストの検出及び同定に
関連した科学的根拠及び複雑な政治的諸問題を
慎重に検討した。FDAの活動には、2018年秋の消
費者製品中のアスベストに関する機関間ワーキン
ググループ（IWGACP）の形成、IWGACPの予備
的な科学的意見が発表された、2020年2月の「タル
ク及びタルク含有化粧品中のアスベストの検査方
法」と題した公開会議の開催が含まれた。その後、
FDAは2022年1月に、IWGACPの最終的な科学
的意見を白書及び関連技術付録）として発表し、
いずれもピアレビューされた。IWGACPは、X線回折
（XRD）または赤外（IR）分光法の後に、XRDまた
はIRが角閃石または蛇紋石鉱物について陽性で
あった場合にPLMを行うことは、アスベストの存在を
検出するのに十分な特性や感度を有していないと
結論づけた。本規則案は、FDAがこれらの科学的

意見を検討したことに一部基づいており、また、タル
ク及びタルク含有粧品中のアスベストの検査方法
に関する公聴会での発表/コメント、及びその公聴
会からのドケットへのコメントからも情報を得ている。
また、FDAは、参考文献セクションに記載された科
学文献で報告されているその他の研究、及びタル
ク含有化粧品の安全性を監督するFDAの科学的
及び規制的経験にも依拠した。さらに、FDAは、タ
ルク含有化粧品中のアスベストを検出及び同定す
るための標準化された検査方法を確立及び要求
するための規制案を公布するようFDAに義務づけ
たMoCRAセクション3505にしたがって、本規則案を
公布するものである。

D.　参照による取り込み

われわれは、行政手続法（APA）、5 U.S.C. 552
（a）及び 1 CFR part 51にしたがって、連邦官報
ディレクターの承認を得て、コンセンサス規格から以
下の附属書を参照により取り込むことを提案する。
・	ISO 22262-1：2012（E）の附属書D「環境大気－
バルク材－第1部：商用バルク材中のアスベストの
サンプリング及び定性的判定」、初版、2012年7月
1日。
・	ISO 10312：2019（E）の附属書C「環境大気－ア
スベスト繊維の判定－直接移送透過型電子顕
微鏡法」第2版、2019年10月10日。具体的には、
ISO 10312：2019（E）の附属書Cの図C.1の使用
を求める。
国際標準化機構（ISO）は、各国の標準化機関

が加盟する独立した非政府の国際機関である。
ISO 22262-1：2012（E）及びISO 10312：2019（E）の
概要については、本文書のセクションV.Cを参照さ
れたい。［資料の入手先情報省略］
FDAは、ISO 22262-1：2012（E）及びISO 10312：
2019（E）の特定の附属書を参照により組み込むこと
を提案する。これらの基準に今後、特定の付属文
書に影響を与える改訂が行われた場合は、変更の
影響を判断し、この提案された規則が最終的に確
定した場合に修正が必要かどうかを決定するため
に評価を行う必要がある。必要かつ適切であると
判断された場合には、FDAは、APA（5 U.S.C. 553）

アスベストをめぐる世界の動き
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に従って最終規則を更新し、1 CFR part 51にした
がって参照による組み込みに対する変更の承認を
取得するだろう。

IV.	 法的権限［省略］

V.		 規則案の記述

われわれは、「タルク含有化粧品についての要求
事項」と題したサブチャプターGにパート730を追加
することにより、連邦規則集タイトル21のチャプター1
を改正することを提案する。最終決定された場合、
「タルク含有化粧品中のアスベストの検出及び同
定のための検査方法」と題した提案された§730.3
は、MoCRAセクション3505、FD&C法セクション601
及び701に従って、タルク中に汚染物質として存在
する可能性のあるアスベストを検出及び同定する
ための標準化された検査方法を用いたタルク含有
化粧品の検査を義務づけることになる。

A.　本セクションの対象となるのは誰か？（提案さ
れたセクション730.3（a））

われわれは、本規則に基づく要求事項がタルク
含有化粧品のすべての製造者に適用することを提
案する。MoCRAのセクション3505は、FD&C法の
セクション613（a）に基づき、FD&C法のチャプターV
（医薬品及び器具）の要求事項の対象となる特定
の化粧品及び施設に対して提供される適用除外に
は含まれないことに留意する。したがって、医薬品で
もある化粧品など、FD&C法チャプターVの要求事
項の対象となる化粧品は、本規則案の対象となる。

B.　本セクションにはどのような定義が適用される
か？(提案されたセクション730.3（b））

本規則の目的のために、われわれは、「アスベス
ト」及び 「代表サンプル 」という2つの用語を定義
することを提案する。アスベストとは、一定の鉱物
が結晶化する際に生じる独特のアスベスト様形態
［asbestiform］を指す。われわれは、「アスベスト」
を、アモサイト、クリソタイル、クロシドライト、アスベスト
様トレモライト、アクチノライト、 アンソフィライト、ウィン
チャイト、リヒテライト、及びアスベスト様晶癖のその

他の角閃石鉱物を指すと定義する。アスベスト様
晶癖とは、最終的に有害な吸入可能な細い繊維の
形成につながる成長癖であると考える。
本規則案におけるアスベストを定義するにあたっ

ては、他の連邦機関の諸規則における特定の定義
を含め、公表されている多くのアスベストの定義が
考慮された。一般的に、公表されているアスベスト
の定義は、商業的または鉱物学的のいずれかに分
類することができる。商業的用途の場合、アスベスト
という用語は、そのユニークな特性のために、また、
特定の地域に豊富に存在するために、採掘が商業
的に可能であるために評価されている6つの鉱物を
包含している。他の連邦アスベスト規制で検出及
び同定の対象とされている6種類の商業用鉱物は、
蛇紋石鉱物のクリソタイル及び以下の5種類の角
閃石鉱物である：「アモサイト」（カミングトナイト－グ
ニュネル・アスベスト）、クロシドライト（リーベカイト・ア
スベスト）、トレモライト・アスベスト、アクチノライト・ア
スベスト、アンソフィライト・アスベスト。厳密な鉱物学
的意味では、アスベストはまた、角閃石または蛇紋
石のグループに属し、成長のアスベスト様晶癖に起
因する独特の繊維状形態を有するものとして、識別
可能な鉱物を指す。したがって、他の連邦規制に
おけるアスベストの商業的定義には、提案された検
査方法を用いて検出及び同定される可能性のある
すべての有害なアスベスト様角閃石鉱物が含まれ
ていないため、タルク及びルク含有化粧品に鉱物学
的なアスベストの定義を適用することを提案する。
タルク及びタルク含有化粧品中のアスベストの同
定に鉱物学的アプローチを適用するにあたって、わ
れわれは、アスベストの定義に6種類の商業用鉱物
にウィンチャイト及びリヒテライトを加えることを提案
する。ウィンチャイト及びリヒテライトは、一定の地域
から採取されたタルクのサンプルから同定されてお
り、また、その他の鉱物中の不純物としてのアスベス
ト様のウィンチャイト及びリヒテライトは、商業用のア
スベストの種類と同じ疾患に関連していることが確
認されている。
われわれはまた、アスベストの定義に「その他の

アスベスト様角閃石鉱物」を含めることを提案する。
すべてのアスベスト様角閃石鉱物の包含は、過去
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50年にわたって蓄積されてきた、アスベスト様角閃
石の粒子形態と健康への悪影響との関連性を示
す知見に基づいている。われわれの提案は、角閃
石は化学組成がきわめて多様であり、また、タルクと
関連してみつかった角閃石アスベスト鉱物には、化
学組成の微妙な違いが観察されているという認識
にも基づいている。
化粧品中のすべての種類の角閃石鉱物が、ア

スベスト様形態と一致するサイズ及び形状の繊維
を放出する可能性があるため、アスベストの定義に
「その他のアスベスト様角閃石鉱物」を含めること
で、鉱物命名法が将来的に変更された場合でも、タ
ルク含有化粧品中のアスベストの検査で、これらの
繊維がアスベストとして検出及び同定されることの
確保に役立つ。
われわれは、「代表サンプル」を、無作為抽出など
の合理的な基準に基づいて抽出された複数のユ
ニットで構成され、サンプル対象を正確に反映する
よう意図されたサンプルと定義することを提案する。
「代表サンプル」を構成するために必要なユニット
の正確な数を指定するのではなく、この定義により、
サンプル対象を確実に反映するよう、あらゆる検査
状況において適切なサンプル量を決定する柔軟性
が企業に提供される。この定義は、他の製品分野
における「代表サンプル」を定義するFDAの現行
規制とほぼ同一である（21 CFR 210.3（b）（2）及び
106.3参照）。
提案された定義について、製造者にとって十分
明確であるかどうか、コメントを求める。

C.　どのような検査方法を使用しなければならない
のか？（提案されたセクション730.3（c））

われわれは、タルク含有化粧品の製造者に対し
て、PLM（分散染色）及びTEM/EDS/SAEDを使
用したアスベスト検査を義務づけることを提案する。
PLM及びTEM/EDS/SAEDを合わせて使用する
という要求事項は、偽陰性検査結果をもたらす可
能性があるという、タルク及びタルク含有化粧品中
のアスベストの分析の領域におけるPLMの限界を
認める確立された科学的見解と一致している。こ
のような限界は、例えば、化粧品工業会（CTFA）の

方法J4-1「化粧品用タルク中のアスベスト様角閃石
鉱物」、 アスベストについてのタルクUS薬局方モノ
グラフ（タルクUSP）検査を改正するためのNotice 
of Intent、及び「タルク含有化粧品中のアスベスト
の検査方法に関するIWGACPの科学的見解」な
どがある。以下に述べる理由により、われわれは、
TEM/EDS/SAEDの追加使用は、PLM単独では
得られない感度及び特性を確保できると判断した。
われわれは、製造者はPLM及びTEM/EDS/
SAEDを含む分析的アプローチを使用しなけれ
ばならないと提案する。TEM/EDS/SAED及び
PLMは補完的な方法であり、異なる粒子（サイズの
範囲）について異なる情報を提供する。PLMの倍
率はTEM/EDS/SAEDよりも約2桁低いものの、
TEM/EDS/SAED分析用のサンプルを準備する
場合と比較して、PLMはより大量のサンプルを分析
することができる。したがって、より微細な繊維の検
出が可能なTEMと、より大量なサンプルの検査が
可能なPLMを組み合わせることで、アスベストを検
出する可能性がもっとも高くなる。そのため、両方の
方法を使用しなければならないことを提案するもの
である。
PLM検査については、アスベストの検出及び同
定は、光学結晶特性（すなわち、色及び多色性、屈
折率、複屈折、消光特性、伸長符号）と粒子形態
を、指定された参照におけるアスベストについての
データ及び画像との比較に基づいて行うことが求め
られる。具体的には、われわれは、アスベスト粒子を
同定するための視覚的な補助として、ISO 22262-
1：2012（E）（附属書D）のアスベストのPLM画像を
参照することを求める。TEM/EDS/SAEDについ
ては、アスベストの検出及び同定は、元素の組成、
粒子の結晶構造、及び粒子の形態を、指定された
参照のアスベストのデータ及び画像と比較に基づ
いて行うことが求められる。具体的には、われわれ
は、TEM/EDS/SAEDによるアスベスト分析につ
いては、様 な々アスベスト構造（すなわち粒子）を分
類するための視覚的な補助として、アスベストISO 
10312：2019（E）（附属書Cの図C.1））の画像を参
照することを求める。
本規則案の策定にあたり、われわれは、タルクのア

アスベストをめぐる世界の動き
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スベスト検査のための既存の自主的なコンセンサス
基準が、タルク含有化粧品中のアスベストの検出及
び同定のための標準化された検査方法として、規
則案に含めるのに適しているかどうかを検討した。
本規則案の目的のために、ISO/国際電気標準会議
（IEC）のガイド2：2004「標準化及び関連活動－一
般用語」に沿って、われわれは、標準とは、特定の
状況において最適な程度を達成することを目的とし
て、共通かつ反復的な使用のために、活動またはそ
の結果について、ルール、ガイドライン、または特性を
規定する文書であって、コンセンサスによって確立さ
れ、認定された機関によって承認されたであると考え
る。基準のうち、われわれは、自主的コンセンサス基
準とは、厳格なコンセンサス原則にしたがって基準
開発組織によって策定または採用されたものである
と考える。これらを総合的に考慮し、われわれは、国
内または国際的に認知された基準策定組織によっ
て確立された公表済みのアスベスト検査方法をレ
ビューすることによって、既存の自主的コンセンサス
基準を評価した。これらの検査方法は、アスベストが
存在することが知られている非常に限定的または特
殊な状況のみに適用されるのが一般的である。
これらの基準に加えて、タルクのアスベスト検査に
ついて、コンセンサスによって策定または採用された
ものではないものなど、その他の既存の公表済みの
方法についても評価した。以下に述べるように、本
規則案の作成時にFDAによってレビューされた、消
費者向け製品中の原料としての「タルク」に適用さ
れるものを含め、そのような公表済みの基準及び方
法のなかで、タルクまたはタルク含有化粧品中のア
スベストを検査するための適切な標準化された検
査方法として全面的に認められるものはみつからな
かった
「化粧品用タルク中のアスベスト様角閃石鉱物」
と題されたCTFAの方法（J4-1）及びアスベストにつ
いてのタルクUSP検査は、それぞれ化粧品及び医
薬品に使用されるタルク中のアスベストを検査する
ための唯一の公表されている方法である。以下に
説明するように、われわれは、これらの方法は本規
則案の目的のためには適していないと結論づけた。
J4-1法は、化粧品成分として使用されるタルク中

のアスベストについてのPLM検査方法として開発
されたものであり、タルクを含有する化粧品を検査
するために使用されることを意図したものではない。
そのため、J4-1は、アスベストの検出及び同定を妨げ
る可能性のある化粧品成分を除去するためのサン
プル準備の方法を含んでいない。
また、J4-1は、化粧品の材料として使用されるタル
ク中のアスベストの検査に関して、重大な欠点があ
る。第1に、その標題が示すように、これはあくまでア
スベスト様角閃石鉱物の検査を意図としたもので
あって、クリソタイル・アスベストの検査を意図したも
のではない。プロトコルを再検討したところ、クリソタ
イルを検査したり、クリソタイルを適切な感度で検出
するのに有用であるとは認められなかった。第2に、
J4-1プロトコルは、まずタルクをX線回折分析（XRD）
で角閃石についてスクリーニングすることを求めて
いる。J4-1は、サンプルがXRDスクリーニングで最初
に角閃石を含むことが判明した場合にのみ、その
後、PLMでアスベスト様角閃石について検査するこ
とが求められる。J4-1プロトコルに記載されているよ
うに、XRDスクリーニング法では、角閃石の公称検
出限界は質量で0.5％である。したがって、質量で
0.5％未満のアスベストを含むタルクの場合、タルク1
グラムあたり数十億本ものアスベスト繊維が潜在的
に存在する可能性があるにもかかわらず、アスベス
トは検出されないことになる。要約すると、追加の顕
微鏡分析を行わずにXRDに頼ることは、いかなるレ
ベルのクリソタイル・アスベストに対して、または0.5％
未満のレベルの角閃石アスベストを含むタルクに対
して、偽陰性の結果につながる可能性がある。
タルクのXRD検査が陽性反応であった場合、
当該タルクはPLMでその角閃石がアスベスト様で
あるかどうか検査されなければならない。FDAは、
PLM法だけでは、化粧品に使用されることが意図
されたタルク及びタルク含有化粧品中に、存在する
可能性があるレベルで、クリソタイルまたはアスベスト
様角閃石鉱物を検出できるだけの十分な感度を提
供できないのと懸念している。タルク及びタルク含有
化粧品中のアスベスト鉱物粒子は、PLMのみで検
出及び同定できないほど小さい場合がある。PLM
と合わせてTEM/EDS/SAEDを使用することで、
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化粧品中の使用を意図されたタルク及び当該タル
クを原料として製造された化粧品中に存在するクリ
ソタイル及びアスベスト様角閃石の検出を向上させ
ることを意図している。
われわれはまた、角閃石及び蛇紋石についてスク

リーニングするためのオプション手順の組み合わせ
も含んだ、3つの手順を含む、現在のタルクUSPモノ
グラフ（アスベストについてのタルクUSP検査）に記
載されている「アスベストの非存在」と題した検査も
評価した。現行のタルクUSP検査では、分析者は、
手順1－赤外分光法（IR）（同定検査－一般章USP
＜191>）－または手順2－XRD［X線粉末回折法
（XRPD）による結晶性及び部分結晶性固体の特
性－一般章 USP＜941>］のいずれかを実施するオ
プションを与えられている。選択した手順で陽性の
結果が出た場合には、サンプルがアスベストの非存
在のための要件を満たしているとみなされるかどう
かを確認するために、光学顕微鏡（光学顕微鏡－
一般章USP＜776>）が実施されなければならない。
XRD法の公称検出限界は0.5％未満であり、IR法
の公称検出限界は1％未満であると思われる。J4-1
法について前述したように、XRD、またはUSP法に
おけるものとしてのIRを用いたスクリーニングに頼る
場合には、追加の顕微鏡分析を行わないと、偽陰
性の結果につながる可能性がある。さらに、USP＜
776＞で規定されている光学顕微鏡法では、偏光
顕微鏡の使用は要求されていない。偏光顕微鏡を
使用しなければ、監察される特性が欠如するため、
タルクまたはタルク含有化粧品中の鉱物粒子の存
在の誤同定につながる可能性がある。
アスベストの非存在についての検査における感
度と特性の不足に関する懸念を受け、USPは2つの
専門家パネルを連続して組織して、アスベストにつ
いてのタルクUSP検査の改善策を策定した。各専
門家パネルは、タルクUSP検査におけるIR、XRD、
及び光学顕微鏡法に関する懸念を強調した。これ
ら2つの専門家パネルの取り組みの集大成として、
2022年3月にUSPは、感度及び特性の面で依然とし
て限界があることを踏まえ、「アスベストの非存在」
検査の名称を「アスベストについての検査」に変更
することを目的とした提案を「薬局方フォーラム」に

発表した。また、提案は、オプションのIR検査を削除
し、蛇紋石の検出を妨げる干渉に対処するために
XRD検査を改善し、アスベストの検出及び同定に
偏光を使用することを求めるよう光学顕微鏡検査を
改善することで、分析アプローチを改善することを目
的としている。
最後に、USPが提案したプロトコルは、XRD検査

が陰性であったとしても、分析者にPLMを使用する
ことを求める。このタルクUSPモノグラフの改訂案に
対応するため、USPは2つの新しい一般章を発行し
た。一般章＜901＞ではXRD及びPLMの分析手
順が詳細に説明され、補足的な一般情報章＜1901
＞にはPLMで検出されたクリソタイル及びトレモライ
ト・アスベストの画像が含まれている。さらに、＜901
＞の説明において、USPは、PLM法を補完する電
子顕微鏡検査法を開発するために、第3のタルク専
門家パネルの招集を提案した。これは、アスベストに
ついてのプロトコルの感度及び特性をさらに向上さ
せることを約束するものだった。しかし、前述のとお
り、感度及び特性の改善が実証されているにもか
かわらず、＜901＞及び＜1901＞の章で説明されて
いる（すなわちTEM/EDS/SAEDを使用しない）
XRD及びPLM技術を使用して、化粧品製造に使
用されるタルク中のアスベストの検出及び同定能力
は依然として限定的である。
FDAは、原料タルク及びタルク含有化粧品中に

みつかる可能性のあるクリソタイル及び角閃石ア
スベスト鉱物の粒子の多くはPLMでは検出できな
いため、PLMに加えてTEM/EDS/SAEDの使用
を義務づけることを提案する。透過型電子顕微
鏡（TEM/EDS/SAED）及び走査型電子顕微
鏡（SEM/EDS）を含め、電子顕微鏡は、PLMの
解像度の限界を克服し、きわめて小さなアスベスト
繊維を検出する能力をもっている。TEM/EDS/
SAEDによって日常的に特性評価できる最小の繊
維幅は0.04μm程度であり、これはクリソタイルの単
繊維の典型的な幅に相当する。SEM/EDSは、
TEM/EDS/SAEDを補完するアプローチとして、
角閃石鉱物の粒子形態に関する追加情報を提供
することができる。しかし、クリソタイル及び角閃石鉱
物の同定に役立つ高品質のSAEDパターンを得る
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という点でSEM/EDSには限界があるため、SEM/
EDSはTEM/EDS/SAEDの代替ではなく補完的
な技術とみなされるにすぎない。包括的な評価を
行うため、IWGACPは、標準化されたアプローチの
開発には光学顕微鏡と電子顕微鏡の両方を含め
るべきであると勧告した。したがって、タルク含有化
粧品の製造者に、PLM（光学顕微鏡）及びTEM/
EDS/SAED（電子顕微鏡）を使用したアスベストに
ついての検査を義務づけるFDAの提案は、検査ア
プローチに関するIWGACPの科学的意見第1及
び第3に沿ったものである。
2019年以降、FDAの委託したラボラトリーは、単
一のサンプル分割区画中の1本のアスベスト繊維
を確実に検出できるTEM/EDS/SAED法を用い
て、200以上のタルク含有化粧品のサンプルを検査
し、提案された方法に必要な信頼性を提供してい
る。2019年から2023年にかけてFDAの委託した
ラボラトリーが実施した化粧品サンプルの検査に
関するすべてのラボラトリー報告書は、FDAのウェ
ブサイト（https://www.fda.gov/news-events/
fda-brief/fda-brief-fda-releases-final-report-talc-
containing-cosmetic-products-tested-asbestos）
に掲載されている。これらの報告書では、TEM/
EDS/SAEDで検出及び同定できる最小のアスベス
ト繊維の推定検出限界値が示され、TEM/EDS/
SAEDによる定量限界値は4本と推定されている。
検出限界及び定量限界の計算は、TEMグリッド
上で分析者が観察するサンプルの量に依存し、こ
れはサンプル準備の方法に基づいている。サンプル
の種類によって、ラボラトリーがTEM/EDS/SAED
用にサンプルを準備する方法が異なることを認識し
たうえで、われわれは、タルクまたはタルク含有化粧
品をアスベストについて検査する場合、少なくとも0.1
マイクログラムのタルクまたはタルク含有化粧品を、
サンプルが均一に分布するTEMグリッド上で観察
することを義務づけることを提案する。自身及び他
の契約ラボラトリーとの議論に基いて、われわれは、
この要求事項はTEM/EDS/SAED顕微鏡検査
に精通したアスベスト検査ラボラトリーの一般的な
慣行と一致するものであり、ラボラトリー間の整合性
を確保するのに役立つと確信している。

FDAの委託したラボラトリーによる200以上のサ
ンプルの検査により、タルク0.1マイクログラムあたり
1つのアスベスト粒子（すなわち繊維）を検出する
TEM/EDS/SAED法の感度が実証され。さらに、
われわれが提案する最低0.1マイクログラムのサン
プルを分析するという要求事項のもとで、アスベスト
繊維1本の検出は、タルクまたはタルク含有化粧品
1グラム当たり推定107本の繊維に相当し、質量で
約10−5パーセントのアスベストとなる。したがって、わ
れわれは、サンプル中のアスベスト繊維を1本検出
できる限界値は、サンプルがアスベストについて陽
性とみなされるべきかどうかを判断する適切な基
準であると考える。タルクまたはタルク含有化粧品
中のアスベストを検査する際、適切なネガティブコン
トロール（ラボラトリーブランクの使用）により、検出さ
れたアスベスト繊維1本が真の陽性所見であること
を保証することができる。
われわれは、FDAが、定量限界値をサンプルが
陽性であると判断する基準として使用することに留
意する。しかし、FDAの過去の検査データ及び上
述の方法の感度、正確性、精度に関する現在のよ
り深い理解に基づき、われわれは、単一のアスベス
ト繊維の検出に対応する検出限界値をサンプルが
陽性であると判断する基準として使用することを提
案する。この要求事項案に関するコメントを求める。
FDAは、タルク及びタルク含有化粧品中のアスベ

ストの同定ぼための参照［標準］物質の開発には、
重大な課題があることを認めている。FDAは、アス
ベスト繊維及び繊維束の形態を示す印刷された画
像または図が、特定の公表されたアスベスト検査基
準、とくにアスベストが存在することがわかっている
状況に対処するために作成されたものに記載され
ていることを見いだし、比較のための視覚的な補助
として有用であると判断した。例えば、ISO 22262-
1：2012（E）は、耐火及び断熱材などの商業用バルク
材を製造するために添加されたアスベストを検出及
び同定するためのPLMの使用方法を規定している
（附属書Aを参照）。アスベストの形態に関しては、
ISO 22262-1：2012（E）の付録Dに、クリソタイル及
びアスベスト様状角閃石の有用なPLM画像が含ま
れていると思われる。ISO 13012：2019（E）は、以前
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に設置されたアスベスト断熱材の除去作業中の建
物の内部大気を含む、広範囲の環境大気状況に
おける大気中のアスベスト繊維及び構造の同定の
ためのTEM/EDS/SAED法を規定している。ISO 
10312：2019（E）の附属書Cの図C.1には、TEM/
EDS/SAEDによって検出及び同定されたアスベス
トの形態に関する有用な描写が含まれていると思
われる。そのため、FDAは、分析者が、アスベストを
検出及び同定するのを支援するために、これらの
画像の使用を義務づけることを提案する。

D.　サンプルがアスベストについて陽性と判定され
るのはどのような場合か？（提案されたセクション
730.3（d））

われわれは、製造者に対しては、PLM及びTEM/
EDS/SAED の両方を使用してアスベストの検査を
行うことを義務づけることを提案する。いずれかの
方法を使用してアスベストが検出された場合には、
当該サンプルはアスベスト陽性とみなされる必要が
ある。前述のとおり、サンプルがアスベスト陽性と判
定されるのは、アスベストの検出限界が基準となる。
したがって、セクション730.3（c）で要求されていると
おりにサンプルを検査した際にアスベストが検出さ
れた場合、当該サンプルはアスベストについて陽性
とみなさなければならないと提案する。

E.　タルク含有化粧品中のアスベストを検出及び
特定するための最終製品検査の実施に代わる
方法はあるか？（提案されたセクション730.3（e））

われわれは、タルク含有化粧品の製造にタルクを
使用する前に、タルクを検査するか、またはタルクの
供給者による分析証明書に依拠するかという柔軟
性を製造者に与えることを提案する。このような証
明書に依拠する製造者は、規則の検査の要求事
項を満たすことになる。製造者がタルクの分析証明
書に依拠することを選択した場合、製造者は、セク
ション730.3（f）に従って供給者のアスベストについ
ての検査の結果を検証することにより、供給者の分
析証明書の信頼性を確立及び維持することで、供
給者を適格としなければならない。化粧品の原料と
して使用されることを意図されたタルクの検査は、ア

スベストを含有する化粧品の製造を防止するのに
役立つことができる。そのため、FDAは、タルク含有
化粧品の製造者に対して、提案された要求事項を
遵守たし、タルク含有化粧品がアスベストを含有す
るる可能性を最小限に抑えることができるよう、柔軟
かつ効果的な検査方法を提示している。

F.　検査はどの程度の頻度で実施しなければなら
ないのか？（提案されたセクション730.3（f））

われわれは、少なくとも、各タルク含有化粧品また
はタルク材料の各バッチまたはロットの代表サンプ
ルについて、製造業者はセクション730.3（c） にした
がってアスベストについて検査を実施すべきである
と提案する。製造者がセクション730.3（e） にした
がって供給者の分析証明書に依拠する場合、製
造業者は少なくとも、供給者の最初の分析証明書
を受領した時点、及びその後毎年、セクション730.3
（c） で要求されているとおり、製造者または別のラ
ボラトリーによる検査に基づく報告されたアスベスト
検査結果の信頼性を検証しなければならない。

G.　提案された記録/記録保持の要求事項（提案
第されたセクション730.3（g））

記録の要求事項のセクションは、アスベストの検査
記録を保持するにあたり、生データを含む検査デー
タを示すこと、及びサンプルの検査方法を詳細に記
述することを製造者に義務づける。生データには、
製造者または検査ラボがしたがう標準化された方
法、及び品質保証についての製造者または検査ラ
ボの要求事項に従って、製造者またはその他のアス
ベスト検査ラボが使用する顕微鏡画像、スペクトル、
回折パターン及びベンチシートが含まれる。製造者
がタルク供給者の分析証明書に依拠することを選択
した場合、記録には、最終製品の製造に使用された
タルクの検査について供給者から受け取ったすべ
ての分析証明書、及び製造者が、セクション730.3（f）
にしたがって供給者のアスベスト検査結果を検証す
ることにより、供給者の分析証明書の信頼性を確立
及び維持することで、供給者の適格性をどのように
評価したかの文書が含まれなければならない。
本セクションではまた、FDAの認定代理人の要
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請に応じて、1営業日以内に記録を閲覧及び複写で
きるようにすること、また、記録は英語で作成するか、
または要請に応じて英語の翻訳を用意することも
義務づけられる。本セクションのもとで必要とされる
記録は、当該の記録が作成された日から3年間保存
されなければならない。FDAは、本セクションで製
造者が記録を保存する期間が、規則の順守を確保
するうえで十分であるかどうかについてコメントを募
集している。具体的には、化粧品に使用されたタル
クが検査され時と、当該化粧品が消費者に届く時
との間の長さに関する具体的コメント、及び消費者
が化粧品を保存または使用する期間についての具
体的コメントである。FDAは通常、監督中に記録保
管要求事項の遵守状況を確認する。したがって、
記録保存の期間は、監督期間の見積もりを考慮し
て決定される。FDAは、年間で比較的少数の製品
をサンプリングして、タルク含有化粧品中のアスベス
トについて監視し、「理由に基づく」監督を実施し
ている。そのため、FDAは、記録が作成されてから
FDAが記録の提出を要請するまでの期間を最長3
年と見積もっている。
記録は、関連するメタデータ及び監査証跡を含

め、原本または、フォトコピー、マイクロフィルム、マイク
ロフィッシュまたはその他の複製など、データの内容
と意味を保持するコピー）として保存される。電子
記録は、21 CFR part 11 に準拠することが求めら
れる。削減技術が使用されている場合、監督時に
FDAが容易にアクセスできる適切なリーダー、コン
ピュータ、及び複写機器を用意すべきである。別の
場所から原本または、コンピュータまたはその他の
電子手段によるものを含め、真正なコピーとして即
時に取得できる文書及び記録は、FDAがこれらの
記録を入手できるという要求事項を満たすことにな
る。また、記録は事業所で提供するのではなく、要
請に応じて電子的に、または1営業日以内に記録を
届ける他の配送方法でFDAに送付することを義務
づけることを提案する。FDAによる遠隔アクセスは、
FDAが製造者の事業所を訪問する場合と比較し
て、製造者にとって比較的負担が少ないと考える。

H.　提案された執行規定（提案されたセクション

730.3条（h）、（i）、及び（j））

製造者は、分析及び適格証明書、検証文書を含
め、検査記録を、記録が作成されてから3年間保管
することが義務づけられる。製造者は、要請があっ
た場合、1営業日以内に、これらの記録を電子的手
段を含め、われわれに提出することを義務づけられ
る。タルク含有化粧品中のアスベストについての検
査をしなかったり、または検査記録を保管しなかった
りした場合には、当該製品はFD&C法セクション601
（c）のもとで不良品とみなされる。さらに、タルク含
有化粧品、または化粧品の製品に使用されるタル
ク中にアスベストが存在する場合には、当該化粧品
はFD&C法セクション601（a）のもとで不良品となる。
同様に、化粧品に使用されることを意図されたタル
ク中にアスベストが存在する場合には、当該タルク
はFD&C法セクション601（a）のもとで不良品となる。
最後に、アスベストの存在の確認、例えばFDAに代
わって実施された検査による確認は、同様に検査さ
れたタルクまたはタルク含有化粧品がFD&C法セク
ション601（a）に違反する不良品であることを意味す
る。不良品である粧品を州際通商に持ち込むこと
は、FD&C法セクション301（a）のもとで禁止されてい
る行為である。

VI.	 発効予定日

われわれは、本提案に基づき発行される可能性
のある最終規則は、連邦官報への最終規則の掲
載日から30日後に発効するものと提案する。

VII.	影響に関する予備的経済分析［省略］

VIII.	環境影響分析

われわれは、21 CFR 25.30（h）に基づき、本措置
は個別にまたは累積的に人間環境に著しい影響を
及ぼすものではないと判断した。したがって、環境ア
セスメントも環境影響評価書も必要ない。

IX.	 1995年ペーパーワーク削減法［以下省略］
X.		 連邦主義
XI.	 インディアンの部族政府との協議及び調整
XII.	参考文献
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連邦規則集第21編（21 CFR）
パート730  タルク含有化粧品についての要求事項
サブパートA  検査方法
セクション730.3  タルク含有化粧品製品に含まれる
アスベストを検出及び同定するための検査方法

（a）	本セクションの対象者は誰か？あなたがタルク
含有化粧品を製造する場合は、本セクションの対
象となる。

（b）	本セクションに適用される定義は何か？本セク
ションの目的のために：

（1）	アスベストとは、アモサイト、クリソタイル、クロシド
ライト；アスベスト様トレモライト、アクチノライト、アン
ソフィライト、ウィンチテイト、リヒターテイト、及びそ
の他のアスベスト様角閃石鉱物を意味する。

（2）	代表サンプルとは、無作為抽出など、合理的な
基準に基づいて抽出された多数の単位から構
成され、サンプルが正確にサンプリング対象物質
を反映することを目的とするサンプルを意味する。

（c）	あなたはどのような検査方法を使用しなけれ
ばならないか？（1）偏光顕微鏡（PLM）（分散染
色）、及び透過型電子顕微鏡（TEM）/エネル
ギー分散型X線分析（EDS）/制限視野電子回
折（SAED）の両方を含む分析アプローチを使用
しなければならない。あなたは、タルク含有化粧
品の各バッチまたはロットの代表サンプル、または
タルク含有化粧品に組み込まれるタルク原料の
各バッチまたはロットの代表サンプルに対して検
査を実施しなければならない。

（i）	 PLM法の使用。アスベストの検出及び同定は、
ISO 22262-1：2012（E）の附属書Dに記載されて
いるアスベストのデータ及び画像と、光学結晶特
性（すなわち色及び多色性、屈折率、複屈折、消
光特性並びに伸長特性）及び粒子形態の比較
に基づかなければならない。アスベストのPLM分
析には、ISO 22262-1：2012（E）（附属書D）のア
スベストの画像が、分析者を補助する視覚資料と
して使用されなければならない。

（ii）	TEM/EDS/SAED法の使用。あなたは、サン
プルが均一に分布しているTEMグリッド上の少
なくとも0.1μgのタルクを含む領域を検査しなけれ

ばならない。アスベストの検出及び同定は、元素
組成、粒子の結晶構造、及び粒子の形態とISO 
10312：2019（E）の附属書Cの図C.1に記載される
アスベストのデータ及び画像との比較に基づかな
ければならない。ISO 10312：2019（E）（附属書C
の図C.1）のアスベストの画像が、分析者を補助す
る視覚資料として使用されなければならない。

（2）	［留保］
（d）	サンプルがアスベストについて陽性と判定さ
れるのはどのような場合か？本セクションのパラ
グラフ（c）で要求されているように、PLMの使用
に基づいてアスベストが検出された場合、または
TEM/EDS/SAEDの使用に基づいてアスベスト
が検出された場合、サンプルはアスベストについ
て陽性とみなされなければならず、したがって当
該サンプルで表される物質にはアスベストが存在
するものとみなされなければならない。

（e）	あなたのタルク含有化粧品中のアスベストを検
出及び同定するための最終製品検査を行うこと
に対する代替手段はあるか？あなたが、タルク含
有化粧品製品を製造し、当該製品を市場に出す
前にタルク含有化粧品品中のアスベストを検出
及び同定するための検査を行わない場合、タル
ク含有化粧品の製造にタルクを使用する前に、あ
なたの製品中のすべてのタルクが、本セクション
のパラグラフ（c）に従って検査されていなければ
ならない。あなたは、本セクションのパラグラフ（f）
に従って、供給者のアスベストについての検査の
結果を検証することにより、供給者の分析証明書
の信頼性を確立及び維持することで供給者を適
格とする場合には、タルク原料のの供給者による
分析証明書に依拠することができる。分析証明
書には、少なくとも以下が記載されていなければ
ならない。

（1）	供給者が、本セクションのパラグラフ（c）に規定
されているように、PLM及びTEM/EDS/SAED
の両方を含む分析的アプローチを使用している
こと。及び

（2）	分析証明書は、製造者が購入したタルクに固
有のものであり、検査対象のタルクのロットまたは
バッチ番号、検査が実施された日付または日付の

アスベストをめぐる世界の動き
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範囲、及び各検査の結果を特定していること。
（f）	 検査はどの程度の頻度で実施しなければなら
ないか？少なくとも、あなたは、各タルク含有化粧
品またはタルク原料の各バッチまたはロットの代
表サンプルについて、本セクションのパラフラフ（c）
にしたがってアスベストについて検査を実施しな
ければならない。あなたが、本セクションのパラグ
ラフ（e）に従って供給者ーの分析証明書に依拠
する場合は、少なくとも、供給者の最初の分析証
明書を受領した時点で、また、その後は毎年、本
セクションのパラグラフ（c）で要求されているとお
り、あなたまたはその他のラボラトリーによる検査
に基づく報告されたアスベスト検査結果の信頼
性を検証しなければならない。

（g）	どのような記録が保存されなければならない
か？あなたは、生データを含め、検査データを示
す、アスベストの検査記録を保存しなければなら
ない。記録は、あなたの製品または製品中に使
用されるタルクのサンプルがどのように検査され
たか、使用された検査方法、検査結果について
詳細に説明しなければならない。生データには、
顕微鏡画像、スペクトル、回折パターン、及びベン
チシートが含まれていなければならない。あなた
が、供給者の分析証明書に依拠する場合には、
記録は、最終製品に使用されたタルクの検査の
ために供給者から受け取った分析証明書、及び
本セクションのパラグラフ（f）にしたがってアスベス
トについての供給者の検査の結果の検証を通じ
て、供給者の分析証明書の信頼性を確立及び
維持することによって、供給者をどのように適格と
したかについての文書が含まれていなければな
らない。あなたは、そのような記録を、作成日から
最低3年間保存しなければならない。本サブパー
トで要求されるすべての記録は、要請に応じて、
監督及び複写のために、1営業日以内にFDAの
認定代表者に提供しなければならない。FDAの
要請があった場合には、英語以外の言語で作成
された記録の英語訳を、合理的な期間内に提供
しなければならない。

（1）	記録は、原本、真正な写し（フォトコピーまたは
原本の正確な複製など）、または電子記録として

保存されなければならない。
（2）	電子記録は、本章パート11を遵守しなければな
らない。

（3）	文書及び記録は、原本または真正な写しとし
て入手し、FDAによる監督中にFDAが容易にア
クセスできる機器を使用して、FDAがコンピュータ
またはその他の電子的手段でコピーできるように
しておかなければならない。FDAから書面で要
求があった場合には、あなたの事業所で記録を
閲覧できるようにするのではなく、電子送信または
1営業日以内に記録が届く別の手段で記録を送
信しなければならない。

（h）	アスベストについてタルク原料またはタルク含
有製品を検査せず、またはタルク原料供給者か
らの分析証明書に依拠せず、若しくは検証しな
かった場合、どのような結果が生じるか？製造者
が本セクションのパラグラフ（c）に従ってタルク原
料またはタルク含有製品を検査しなかった場合、
当該製品は連邦食品・医薬品・化粧品法セク
ション601（c）のもとで不良品とみなされる。

（i）	 記録保存の要求事項を遵守しなかった場合、
どのような結果が生じるか？製造者が本セクショ
ンのパラグラフ（g） の要求事項を遵守して業務
を行わなかった場合、当該化粧品は連邦食品・
医薬品・化粧品法セクション601（c）のもとで不良
品とみなされる。

（j）	 タルク含有化粧品、または当該化粧品に使用
されたタルク、若しくは化粧品に使用することが
意図されたタルク中にアスベストが存在する場
合、どのような結果が生じるか？タルク含有化粧品
または当該化粧品に使用されたタルクにアスベス
トが存在する場合、当該化粧品は連邦食品・医
薬品・化粧品法セクション601（a）のもとで不良品
となる。化粧品に使用することが意図されたタル
ク中にアスベストが存在する場合、当該タルクは
連邦食品・医薬品・化粧品法セクション601（a）の
もとで不良品となる。

（k）	参照による組み込み。本パラグラフ（k）に掲載
された資料は、5 U.S.C. 552（a）及び1 CFR part 
51のもとで、連邦官報ディレクターの承認を得て、
参照により本セクションに組み込まれる。承認さ
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れた資料はすべて、食品医薬品局及び国立公
文書記録管理局（NARA）で閲覧可能である。
［連絡先情報等省略］資料は、国際標準化機構
（ISO）から入手できるかもしれない。［入手先情
報等省略］

（1）	ISO 22262-1：2012（E）、「環境大気－バルク材
－第1部：商用バルク材中のアスベストのサンプリ
ング及び定性的判定」、附属書D、商用材料にお
けるPLM及び分散染色によるアスベストの同定、
初版、2012年7月1日。

（2）	ISO 10312：2019（E）、 「環境大気－アスベスト
繊維の判定－直接移送透過型電子顕微鏡法」、
附属書C、構造計数基準、図C.1、第2版、2019年
10月10日。
※https://www.federalregister.gov/
documents/2024/12/27/2024-30544/testing-
methods-for-detecting-and-identifying-
asbestos-in-talc-containing-cosmetic-products
※https://joshrc.net/archives/category/talc も
参照されたい。

アスベストをめぐる世界の動き

［31頁から続く］
三			 男女雇用機会均等推進者　　　　　　	
	 		 事業主が選任する職場における男女の均等な機
会及び待遇の確保が図られるようにするために講ず
べき措置の適切かつ有効な実施を図るための業務を
担当する者の業務として、事業主の講ずる一の1及び
二の2の措置等を加えるものとすること。

四			 その他

	 		 その他所要の規定の整備を行うこと。
第三		 女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律の一部改正

一			 基本原則

	 		 女性の職業生活における活躍の推進に当たり配
慮すべき事項として、女性の健康上の特性を加えるも
のとすること。

二			 基本方針

	 		 女性の職業生活における活躍の推進に関する基
本方針において定める事項として、職場において行わ
れる就業環境を害する言動に起因する問題の解決を
促進するために必要な措置に関する事項を加えるも
のとすること。

三			 基準に適合する認定一般事業主の認定の基準

	 		 基準に適合する認定一般事業主（国及び地方公
共団体以外の事業主であって、女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する取組に関し、当該取組の実
施の状況が優良なものであることその他の厚生労働
省令で定める基準に適合するものである旨の認定を
受けたものをいう。）の認定の基準として、事業主が講
じている第二の一の1の措置に関する情報を公表し
ていることを加えるものとすること。

四			 女性の職業選択に資する情報の公表の義務の

適用拡大等

1			 一般事業主（国及び地方公共団体以外の事業主
であって、常時雇用する労働者の数が百人を超えるも

のに限る。）が、厚生労働省令で定めるところにより、職
業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資
するよう、その事業における女性の職業生活における
活躍に関して定期的に公表すべき情報に、その雇用
する労働者の男女の賃金の差異及びその雇用する
管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割
合を加えるものとすること。
2			 特定事業主（国及び地方公共団体の機関、それら
の長又はそれらの職員で政令で定めるものをいう。）
が行う女性の職業生活における活躍に関する情報の
公表等について、所要の改正を行うこと。

五			 期限の延長

	 		 女性の職業生活における活躍の推進に関する法
律の有効期限を10年間延長し、令和18年3月31日まで
とすること。

六			 その他

	 		 その他所要の規定の整備を行うこと。
第四		 施行期日等

一			 施行期日

	 		 この法律は、公布の日から起算して一年六月を超
えない範囲内において政令で定める日から施行する
こと。ただし、次に掲げる事項は、次に定める日から施
行することとすること。
1			 第一の一並びに第三の一、二及び五　公布の日
2			 第一の二及び第三の四　令和8年4月1日

二			 検討

	 		 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この
法律による改正後のそれぞれの法律の施行の状況を
勘案し、必要があると認めるときは、この法律による改正
後のそれぞれの法律の規定について検討を加え、その
結果に基づいて必要な措置を講ずるものとすること。

三			 経過措置及び関係法律の整備

	 		 この法律の施行に関し必要な経過措置を定めると
ともに、関係法律の規定の整備を行うこと。
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1.	 はじめに

最初に、2020（令和2）年1月17
日、甲府市役所庁舎（写真）から
飛び降り自殺を強いられた甲府
市事務効率課（当時）向山敦治
さんのご冥福をお祈りします。
向山敦司さん（以下「敦司さ

ん」という）は、2002（平成14）年4
月に甲府市に採用され、以降市
役所に勤務し、2019（平成31）年
4月1日、甲府市総務部行政管理
室事務効率課（以下「事務効率
課」という）に配属されていました
が、2020（令和2）年1月17日午前
5時頃、甲府市庁舎6階から投身
自殺しました。
なお、事務効率課は、事務改
善による事務の効率化やコストの
削減を図るとともに、適正な組織
整備、事務事業の執行体制及び
職員配置の在り方等を踏まえた
定員の適正管理を行うことを目的
として、行政改革課と人事課の
一部の業務分掌に内部統制を
加え、平成31年度に新設された
部署です。

2.	 経過

（1）	 2022 （令和4） 年3月10日公

務災害認定

敦司さんが亡くなられた後、父
親の隆さんは、2020（令和2）年12

月9日、地方公務員災害補償基
金山梨県支部長に対して、公務
災害認定請求を行いました。ま
た、甲府市長は令和3年5月31日
地公災支部長に対し、意見書を
提出しました。
地方公務員災害補償基金本
部専門医は、敦司さんは、生前、
医療機関を受診しておらず、病
名は確定できないが、自殺の直前
にはなんらかの精神疾患を発症
していたものと考えられる旨の意
見を述べ、敦司さんの自殺につい
ては、2022（令和4）年3月10日、公
務災害と認定されました。
（2）	 2022 （令和4） 年3月25日甲

府地裁に損害賠償請求求め

て提訴

甲府市職員過労自死裁判勝訴
山梨●「仕事遅いから超過勤務」に納得せず

2022（令和4）年3月25日、遺族
である父向山隆さんは、敦司さん
を長時間労働に従事させ健康
に注意する義務を怠った、などと
して甲府市に対して一億円あま
りの損害賠償を求める裁判を提
訴しました。
裁判提訴の記者会見では、向

山隆さんは、「息子はまじめな働
き者だった。どうして超過勤務が
多くなったのか原因究明と責任
の所在が明らかになればと願っ
ています」と、請求にいたった理
由について、報道陣の質問に答
えていました。
遺族代理人である松丸正弁
護士は、損害賠償請求に至った
要因を3つに要約し
1.		 甲府市は勤務時間の適正
把握を怠っていた。
	 	 甲府市の長時間労働は構
造的問題である。
2.		 民間企業では労働基準監
督署が厳しくやっている。トヨタ
などの大企業でもトップの考え
が法令遵守の面から厳しく監

各地の便り
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視されている。しかし、公務員
は監督署のような機能がなく
野放しだ。
3.		 やりがい過労死だ。公務員
は「市民のためにやっていま
す」ほかの公務員も同じような
構造で働いている。
そのうえで、松丸正弁護士は

「甲府市の勤務は自己申告制で
勤務時間の適正な把握を怠った
ことが問題の本質。勤務時間の
適正把握こそが過労死・過労自
死を出さない一番の要因だという
ことを甲府市相手に明らかにした
い」と、述べました。

3.	 甲府市職員過労自死損害
賠償請求裁判　判決

（1）	 2024（令和5）年10月22日甲

府地裁判決甲府市に約5800

万円の損害賠償命令

判決主文
1.		 被告（甲府市）は、原告父に
対し、2892万8768円及びこれ
に対する令和2年1月17日から
支払う済まで年5分の割合によ
る金員を支払え。
2.		 被告（甲府市）は、原告母に
対し、2892万8768円及びこれ
に対する令和2年1月17日から
支払い済まで年5分の割合に
よる金員を支払え。
3.		 原告らのその余の請求はい
ずれも棄却する。
4.		 訴訟費用は、これを10分と
し、その3を原告らの負担とし、
その余を被告の負担とする。
5.		 この判決は、第1項及び第2
項に限り、仮に執行することが
できる。
争点は、①長時間勤務の実

態、②業務量の適正化、などで
した。甲府地裁（新田和憲裁判
長）は、原告遺族側の主張を認
定し、被告甲府市側の主張を退
け、「業務の過重性によって精神
疾患を発症し、自殺に至った」と
して下記掲載の事実認定によっ
て甲府市の安全配慮義務違反と
自殺の因果関係を認めました。
裁判所の事実認定は、以下判
決文抜粋のとおりです。
「敦司は、事務効率課に配属
されてから本件自殺までの間、精
神的な重圧を伴う業務に、連日、
長時間にわたって従事し、特に、
繁忙期である2019（令和元）年5
月から7月上旬まで及び同年11月
中旬から12月末までの時間外勤
務時間は、概ね、別表2の「時間
数」欄記載の時間通り、2019（令
和元）年5月22日から同年6月20日
までは207時間23分、同月21日か
ら同年7月20日までは107時間27
分、同年11月18日から同年12月
17日までは209時間30分、同月18
日から2020（令和2）年1月16日ま
では148時間22分と極めて長時
間に及んでいた。敦治のこのよう
な業務の負担は一般の労働者
を基準とした場合、過重（特に量
的に過重）というべきであり、敦治
は、このような業務の負担によっ
て心身の健康を損なう蓋然性の
高い状態にあったというべきであ
る。」
さらに
「事務効率化の組織課組織
係の業務のうち、特に、職員の定
員管理については、採用人数や
退職者数、再任用者数、昇任者
数等の人員を管理するにあたり、

誤りなく各部署間の人員の調整
を行わなければならず、データ上
での人員数の不整合がある場
合には、その原因を突き止めるこ
とを余儀なくされるなど、個人差
があるとはいえ、慣れるまでは、そ
の遂行に一定の時間を要する
業務であったところ、敦治は2019
（平成31）年4月に、事務効率課
に配属されるまで、市の組織を担
う事務を司る職務に従事した経
験はなく、次年度以降自らが主体
となって同係の業務を遂行して
いくことに不安や経験不足を感じ
ており、これを解消するため、所
定勤務時間外の在庁時間にお
いて、担当業務に加えて、市役所
の組織体制や部署及び職種ごと
の業務内容に関する資料やデー
タを閲覧するなどしており、これら
の活動等の結果、敦治の市役所
庁舎の在庁時間は、概ね別表2の
「時間数」欄記載の時間数に及
んだのであって、これらの事実に
よれば、敦治は、自らの担当業務
を遂行し、またはこれを遂行する
のに伴う不安や経験不足を解消
すべく、これとかかわりある活動を
行うために、概ね別表2の「時間
数」欄記載の長時間にわたる勤
務を余儀なくされたというべきで
ある。」
（2）	 2024 （令和6） 年11月1日臨

時甲府市議会裁判控訴予算

案反対多数で否決

甲府地裁判決後、11月1日臨時
甲府市議会では、甲府市当局が
議会に提案した裁判控訴予算案
を反対多数で否決し、甲府市当
局は裁判控訴を断念し甲府地裁
判決確定に追い込まれました。
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甲府市議会議員と市民の良
識の勝利です。

4.	 甲府市過労自死職員損害
賠償請求裁判（向山裁判）判
決報告会

甲府市過労自死職員損害賠
償請求裁判（向山裁判）判決報
告会が、2024（令和6）年112月16
日（月）午後6時30分から、県立図
書館イベントホールで開催され、
100名余の参加で、裁判勝利と甲
府市の労働時間管理の問題点
を確認しあいました。
主催は亡くなられた敦司さん

の父である原告向山隆さん。報
告会には、当該である甲府市職
員組合や自治労県本部から参
加。さらには甲府市議会議員や
多くの労働者市民が参加し、向
山裁判の関心の高さを示してい
ました。
山梨ユニオンは、裁判提訴以
降、過労自死を許さずなくす立場
で裁判傍聴支援を継続し報告
会にも参加し、多くの仲間と共に
裁判勝利を確認しあいました。
報告会では、初めに向山敦治

さんはじめ甲府職員で亡くなられ
た仲間に黙とうを捧げました。
報告は、原告（向山隆さん）、
原告代理人松丸正弁護士、山
田厚甲府市議会議員から、それ
ぞれ行われました。
2024（令和6）年10月22日の甲
府地裁判決が確定した後も、労
働時間管理において、甲府市で
は管理職はパソコンのログ、職員
は自己申告、という事態が今も続
いているとのこと。
松丸弁護士は、向山敦治さん

の亡くなる前2019（令和元）年
12月の労働時間が残業196時間
という実態と、一方、自己申告で
は24時間に過ぎないことについて
「どうしてこういう乖離が生まれ
るのか？労働時間把握が自己申
告と同僚の把握によって行われ
ているからだ」「二度と職場で過
労自死を起こさないためには、労
働時間の適正な把握が必要。パ
ソコンログなど客観的な把握が
大事である」と強く訴えました。
山田厚甲府市議は、公務災害
認定請求代理人として、「起こる
べくして起こった事態救済ととも
に再発防止を」と、職員定数が足
りないこと、非正規化で職員の過
重労働が進んでいることを訴えま
した。
原告向山隆さんは、「皆様に
感謝の気持ちです」と述べたう
えで、「裁判をやるつもりはなかっ
たが、やってよかった」、「裁判で
敦治の仕事が遅いと言われ、甲
府市の考えがわかった」、「人事
評価もなく、敦司は仕事が遅いか
ら超過勤務をしていたとの甲府
市の主張には遺族は納得できな
い」と、長時間過重労働で息子
を亡くした父親としての心情を参

加者に強く訴えました。

5.	 厚生労働省ガイドラインや
総務省通知　―法律はどう
なっていたのかー

総務省は、「労働時間の適正
把握のために使用者が講ずべ
き措置に関するガイドラインにつ
いて」（平成29年2月8日付け総
行公第19号）、さらには2022（令
和4）年1月14日付けで「地方公
共団体における時間外勤務の
上限規制及び健康確保措置の
実効的な運用について」（通知）
において「適切な勤務時間の把
握」を通知しています。
2022（令和4）年1月14日付けで

「地方公共団体における時間
外勤務の上限規制及び健康確
保措置の実効的な運用につい
て」（通知）では、
①	 厚生労働省が定めた「労
働時間の適正な把握のために
使用者が講ずべき措置に関す
るガイドライン」平成29年2月8
日付け総行公第19号により通
知。参考3参照）、及び
②	 安衛法第66条の8の3（長
時間労働者に対する医師に
よる面接指導を実施するため
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の労働時間の状況の把握義
務）の規定に基づき、客観的な
方法により勤務時間を把握す
る必要があること、と記載して
います。

6.	 おわりに

甲府地裁提訴後も甲府市は、
いまだに、職員は自己申告で労働
時間管理が行われています。甲
府市は、総務省通知にも反する
労働時間管理のやり方を是正し、
客観的な方法による勤務時間の
適正な把握を実施すべきです。
敦司さんも、甲府市において適

正な労働時間把握が行われ、長
時間労働での産業医面談や医
師による診察が行われていれば、
過労自死することはなかったと思
われます。
今回の甲府地裁判決を教訓

として、全国の自治体においても
職員の労働時間の適正な把握
については、自己申告ではなく厚
生労働省及び総務省通知のと
おり客観的な労働時間把握を徹
底し、一人の労働者も過労死・自
死させない取り組みを徹底
すべきです。

（山梨ユニオン　村山誠一）

Tさん（現在52歳）は、1991年9
月に福島第一原発、1999年6月に
東海第二原発で配管保温作業
に従事した。さらに、2011年11月
～2021年3月には福島第一原発
で、作業員に防護服、安全靴、マ
スクを配布したり、休憩所にシート
をはる作業を行った。それ以降、
楢葉町や大熊町での除染作業
に従事し、2019年7月からは中間
貯蔵施設の交通誘導員として働
いていた。
2021年7月、体調に異変を感じ
地元の病院を受診。精密検査の
結果、悪性リンパ腫と診断され、
て2023年7月にはS状結腸がんも
発症した。
Tさんは、悪性リンパ腫やS状

結腸がん発症の原因は原発で
の放射線被ばくによるものと確信
し、富岡労働基準監督署に労災
請求した。
電離放射線障害の労災事案

については、すべて労基署から
厚生労働省にりん何され、「電離
放射線の業務上外に関する検
討会（以下「検討会」）で検討さ
れ、労災を認定するかどうか判断
されている。
Tさんの労災請求は、2024年
9月9日の第90回検討会にかけら
れた。9月下旬、同署は検討会の
報告書に基づき、Tさんに悪性リ
ンパ腫及びS状結腸がんは労災
とは認められないとの決定を通知
した。

悪性リンパ腫・S状結腸がん業務外
福島●東海第二・福島原発の元労働者

富岡労基署は、Tさんの労災
を認めなかった理由を次のように
説明している。
（1）	 悪性リンバ腫の発症リスク

は白血病の5分の1

悪性リンパ腫は、一般にリンパ
性白血病の類縁疾患とみなすこ
とができる。白血病の認定基準
（昭和51年11月8日基発第810
号）「電離放射線に係る疾病の
業務上外の認定基準について」
に定められている放射線被ばく
線量を参考として判断し、悪性リ
ンパ腫のリスクは白血病のおお
むね5分の1に相当するものと判
断し、業務起因性を認める場合
の被ばく線量は25mSv（5mSv×
5倍）×（被ばく業務従事年数）以
上となる。
Tさんの累積被ばく線襲は、
放射線管理手緩等の記録から
6.4mSvと認定。
白血病の認定基準に準拠し、
被ばく開始後1年以上は経過し
ているが、Tさんの累積被ばく線
量は25mSvに満たない。
（2）	 被ばく線量100mSv未満は

業務起因性を否定

結揚がんを含む全固形がん
は、被ばく線量が100から250mSv
以上において統計的に有意なリ
スク上昇がみられるが、100mSv
未満での健康影響を認めるのは
困難であるとされている。業務起
因性を認める場合の被ばく電量
は100mSv以上、かつ、被ばくか
ら発症までの潜伏期間は5年経
過していることが必要。Tさんは、
潜伏期間5年は上回るものの、累
積被ばく線量が100mSvに満た
ない。
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以上のことから、Tさんに発症
した悪性リンパ腫及びS状結腸
がんは電離放射線にさらされる
業務による疾病とは認められず、
労災不支給処分と判断した。
富岡労基署の決定は、「検討
会」の報告書どおりに、悪性リン
パ腫、S状結腸がんの双方とも、
被ばく線量が少ないことをもって
業務との関連牲を否定している
のである。
Tさんはただちに労災不支給
処分決定の取り消しを求めて、福
島労働局の労災保険審査官に

審査請求をし、保有偲人情報の
開示請求の手続をとった。
幸い、悪性リンパ腫、S状結腸

がんの治療も順調に進んでおり、
健康状態も良好とのこと。
池田実さん（原発関連労働者

ユニオン）と飯田勝泰（東京労働
安全衛生センター事務局長）がT
さんの審査請求の代理人となり、
労災認定の取り組みを支援して
いく。
引き続き、Tさんの闘いに

ご注目、こ支援ください。
（東京労働安全衛生センター）

裁判提訴から8年がたつ2024
年11月30日午後、東京・文京シ
ビックセンター区民会議室で、「あ
らかぶ裁判提訴8年報告集会」
が開催された。
あらかぶさん（当時36歳）は、
2011年11月～2013年12月、東電
福島第二原発、九電での定期点
検業務、東電福島第一原発での
事故収束業務に従事した結果、
2014年1月、急性骨髄性白血病
を発症した。
2015年10月に白血病は労災
認定され、また、生死をさまよう過
酷な治療によるストレスで発症し
たうつ病も労災が認められ、現在
も療養を続けている。あらかぶさ
んは、白血病を発症したのは原
発におけるずさんな放射線管理

による被ぱくが原因として、2016
年11月、東電、九電を被告として
東京地裁に損害賠償請求訴訟
を提訴した。
その後私たちは、あらかぶさん
の裁判を支援するために、「福島
原発被ばく労災損害賠償裁判を
させる会」（通称：あらかぶさんを
支える会）※1を結成し弁護団と協
議しながら、裁判での主張・立証
活動への助力、裁判の傍聴や報
告会の開催、公正裁判を求める
署名活動、あらかぶ裁判への支
援をひろげる集会などを開催して
きた。
2024年3月13日、第23回日頭弁
論が関かれて以降、原告・被告
双方の代理人による進行協議が
続けられている。

あらかぶ裁判提訴8周年で集会
東京●電離放射線がんの労災認定問う

報告集会では、まず、「裁判の
経過と現状報告」※2について事
務局のなすびさんが説明。次に、
あらかぶ裁判弁護団の木下哲
郎弁護士から、原告の主張のポ
イントとなる低線量被ばくと発がん
リスクに関して、津田敏秀氏（岡
山大学）の疫学的意見、崎山比
早子氏（元放射線医学総合研
究所）の生物学的意見、黒川眞
一氏（元高エネルギー加速器研
究機構）の物理学的意見につい
て、スライドを使って解説していた
だいた。
そして、北九州からかけつけ

たあらかぶさんが登場。「自分は
少しでも東北のためになればと
勇気をもって福島原発に行った
のに、その気持ちを東電は踏み
にじった。被ばくが原因ではなく
喫煙や飲酒のせいにし、低線量
では白血病は起きないという。働
いている人を東雷、国は面倒を
見てくれるのか？こうして東京にき
て支援者の皆さんに会い、励まさ
れることで今はやる気がわいてき
た。被ぱくを受けている人たちの
労災認定基準のハードルを下げ
るためにも頑張って闘っていきた
い」と訴えた。
続いて、悪性リンパ腫とS伏結
腸がんで労災申請していた元原
発労働者のTさん（いわき市）と
東京労働安全衛生センターの飯
田勝泰さんが労災認定の取り組
みについて報告した。2024年9月
末、富岡労基署はTさんの労災
を認めず、不支給処分とした。そ
の理由は、Tさんの被ばく線量が
6.4mSvであり、100mSv以下の
発がんリスクは認められないとい
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うものである。まさに、あらかぶ裁
判の論点と同様に、厚生労働省
の「100mSv安全論」による労災
認定の考え方との闘いでもある。
現在、Tさんは審査請求で闘い
を進めている（別掲記事参照）。
最後に、神奈川労災職業病セ

ンターの川本浩之さんが、「電離
放射線によるがんの労災認定基
準の見直し」について問題提起
を行った。
今後、裁判ではあらかぶさん

が受けた損害について主張する
ととになっている。それが終われ
ば、ほぼ原告・被告双方の主張、
立証が出そろうかたちとなり、裁
判は次の事実調べの段階に移
行するものと思われる。
次回の第24回目の口頭弁論

の期日は未定ですが、引き続き、
あらかぶ裁判にご注目、ご支援く
ださい。

（東京労働安全衛生センター）

※1　あらかぶさんを支える会
	 https://sites.google.com/
site/arakabushien/
※2　配布資料の「あらかぶ裁
判経過・現状報告」（なすび）
を一部要約して紹介します。

3.	 重要な論点

あらかぶさんの体験した収束・
廃炉作業では、杜撰な安全対策
や違法な放射線計測、さらに危
険手当の中抜きなど、いくつもの
労働問題が指摘できる。また、裁
判の中でも元請の報告を鵜呑み
にする（＝元請の責任にする）東
電の不作為と無責任さが浮き彫
りになっている。
しかし、この裁判は原子力損

害賠償法に慕づく損害賠償なの
で、電力事業者の過失の有無は
焦点にならず、基本的にはあらか
ぶさんの仕事での被ばくと白血
病の因果関係が争点となる。そ
の中で、因果関係がないとする
電力事業者（及び国・業界）の
誤った線量評価や理解、放射線
防護上の制度問題を明らかにす
る裁判となっている。それゆえ、
一人の労働者の損害賠償請求
や労働問題の枠組みでは収まら
ない問題提起となっており、この
裁判の判決は大きな社会的影
響・波及効果を持つと考えられ
る。
（1）	 外部被ばく線量の過小評価

と空間線量からの推定線量

あらかぶさんの記録上の被ば
く線量は19.78mSv。しかし、実
際の被ばく線量は記録量よりも多
い。作業中、胸に付けたAPD（個
人線量計）では、福島第一原発
現場のように放射性物質が四方
八方にある作業環境では、1.4～
1.7を乗じる補正を行い、個人線
当量を求めなければならない。あ
からぶさんの労働現場における
空間線量率とそこで働いた時間
の合計から、実際の被ばく線量を
推定すると、少なくとも33mSv以
上となる。
（2）	 「100mSv以下の低線量被

ばくと発がんは科学的に因果

関係が認められていない （100

	 mSv安全論）」の問題

100mSv安全論を正しいと示
す科学論文はない。100mSv安
全論は虚偽。100mSv以下でも
健康影響がある論文は数多く
あり、多くの公表データを用いて

100mSv以下の被ばくによるがん
上昇に関するテーマのメタ分析
研究で、低線量電離放射線によ
る過剰ながんリスクが直接裏付
けられている。
（3）	 低線量被ばくによるがん ・

白血病の発症におけるLNTモ

デルの妥当性

放射線の生物学的影響放射
線により切断されたDNA二本鎖
のうち、誤修復部分が変異しが
ん総胞となる。わずかな放射線
でもそれに応じた傷害作用があ
り、蓄積されていく。疫学調査か
らは、低線量率の線量あたりの
がん死リスクは、高線量率より高
いかあるいは同等。放射線被ば
くによるがんリスクがLNTモデル
に従うことの物理的根拠：DNA
の二本鎖切断を引き起こすのは
1本の二次電子線によって引き起
こされる場合がほとんどであり、こ
れには闘値がなく、被ばくの影響
は被ばく線量に比例する。
（4）	疫学、 放射線生物学から

100mSv以下の低線量でのLNT

モデルを妥当とする最新論文

が近年多数出されている。

INWORKS疫学研究（lNWO
RKS2023論文）は、フランス、英
国、米国の核従事者30万993名
及び合計1070万人年の追跡調
査であり、10万3553人の死亡、う
ち2万8089人は固形がんによる
死亡。低線量域でも累積線量
と固形がん死リスクの関係に闇
値はなく、LNTモデルが妥当。
むしろ低い累積線量範閥（０～
100mSv）に限定すると、線量
当たりのリスクはかえって高くなる
（推定値は約2倍）。
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ローリエ他2023論文は、この10
年間に放射線生物学と疫学の
両方で得られた知識による低線
量でのがんリスクをまとめた。放
射線生物学では、突然変異事象
からならう発がんの初期段階は、
10mGyという低い線量から線形
反応を示す。疫学では、100mGy
以下の線量レベルで放射線防
護の自的のためLNTモデル以上
に適切な線量リスク関係はない。
急性骨髄性白血病と急性リンパ
芽球について、線量とリスクの有
意な関係が示され、小児白血病

の過剰リスクが50mGyまで低線
量範囲に及ぶことは、現在ではほ
とんど疑う余地がない。
※LNTモデルとは：放射線の影
響を示す時に、放射線の累積
線量と健康影響（例えばがん
死亡）の関係が、闇値のない直
線となると仮定した仮説のこと。
健康影響の中では、がんのよう
に確率的影響と考えられてい
るものについて、この仮説が用
いられることが多い。
	 （公益財団法人放射線
影響協会）

労災保険制度は、労災被災者
が自己負担なく治療を受けるとと
ができて、働けない間の賃金を一
定補償するものである。ところが、
まだ治っておらず職場に復帰す
ることもできない状態なのに、一
方的に労働基準監督署が「軽
作業可」という理由で補償を打
ち切るケースが見受けられる。今
回紹介するさんは、打ち切りどこ
ろか返金まで求められ、「労災で
は対応できないので生活保護を」
とまで言われた。
当センターには、インターネット

でみたということで労災審査請
求の相談が多数寄せられてい
る。いったん労災が不支給になっ
たということは、いわゆる「困難
ケース」が多い。労働基準監督

暑の調査や会社に対する不満を
訴える方も少なくない。実は、Mさ
んからのメールはとても短いもの
だった。「不服申し立てを検討中
です。ご相談料金を教えていた
だきたいです」。それだけだった。
相談するにもお金がないもっとも
救済されるべき人である。審査
請求であれ何であれ、センターの
相談は無料であること。活動の
趣旨に賛同してもらえれば会員に
なってもらったり、うまくいったとき
に寄付金をあくまでも任意でいた
だくことなどをお伝えした。
Mさんは2人の子育てをしなが

ら、A社が運営する放課後等デ
イサービスの事業場でバイト労働
者として働いていた。障害のある
児童のケアをする。同時にA社

労災打ち切りに返金まで要求
神奈川●労基署の不当な決定を撤回させる

の関連会社であるB社が運営す
る訪問看護ステーションでも夜間
オンコール（自宅待機）の仕事を
していた。後者は月に数回シフト
に入るだけで、まず電話がかかっ
てくることはない。
Mさんは、2023年3月6日に社で
事故に遭って休業を余儀なくされ
た。幸い初日余で職場復帰でき
た。労災保険では複数の事業場
で働いている場合、合算するか
たちで支給される。ただ、Mさん
はB社のことで事故前に管轄の
横浜北労基署に相談に行ったこ
とがあり、その時に「労働ではな
い」と言われたためA社のことし
か伝えていなかった。
2023年8月3日、Mさんは再び
A社で事故に遭い休業を余儀な
くされた。重傷だったため、B社
でのシフトも9月まで組まれていた
が、10月からはシフトから外れた。
二度の労災について横浜北労
基署は、2023年10月20日に3月10
日～3月30日の休業補償を支給
し、同年11月2日に8月8日～10月3
日の休業補償を支給した。Mさ
んは11月20日付で10月4日以降の
休業補償を請求した。
復命書によると、11月22日に
Mさんから、休業補償が給付さ
れている期間中に社の「出勤日」
（といっても自宅にいるだけで出
勤していない）がある旨の申し出
があり、複数事業場労働者として
休業補償の給付基礎日額を再
度算定し直すことになった。その
結果、すでに3月13日時点で「軽
易な作業に従事している状態で
あり、労災の休業給付支給要件
を満たしているといえない」と決
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めつけた。つまり、3月13日以前
の休業補償給付は追加給付す
る一方で、3月14日以降の休業
補償給付を「回収」する、その結
果、2024年4月12日付で、差し引
き51,475円を返金するようにと決
定された。驚いたMさんが労基
署に連絡をしたところ、8月の労災
についても同じ考え方で、シフト
に入った日以降の休業補償は不
支給、返金を求める可能性が高
いとのことであった。Mさんは労
災事故により歩行困難である上、
2024年2月に第3子を出産してお
り、到底働ける状態ではない。こ
れでは生活できないと訴えたMさ
んに対し、職員は、「労災保険で
は対応できないので生活保護を」
と言い放ったのである。
詳細を確認したセンターは労
基署に電話し、審査官の決定取
り消しを待つまでもなく自ら決定
を取り消すよう求めた。Mさんは
シフトに入っていただけである。
歩くのが難しい人が、電話を取れ
るからといって労災を打ち切られ
る理由にはならない。3月も8月も
9月も実際に電話は一本もかかっ
てきていない。しかし、労基署は
決定を取り消そうとしない。やむな
くMさんは労働保険審査官に審
査請求するとともに、センターが
直接出向いて事情を説明した。
審査官は、事情は理解したが審
査は審査として進めるしかないと
のことだった。
6月1目、Mさんあてに労基署か

ら、6月19日までに入金するよう通
知が届いた。センターは7月の労
基署交渉で、4月の決定を取り消
し、B社から賃金が支払われてい

ない日について早急に休業補償
を給付するよう求めた。しかし、
労基署はあくまでも決定を改めよ
うとしない。8月23日、労基署から
2023年8月の事故についての休
業補償決定の変更決定通知が
届いた。
9月のB社でのシフトに入ってい

る日以降も支給するとの内容で
あった。これは明らかに3月の休
業補償を返還せよという決定と
矛盾する。センターは9月24日、4
月の決定の変更を求める要請書
を労基署に提出した。
何の連絡もないため10月16日

に、11月18日8予定の口頭意見陳
述に向けて、労基署に対し、電話
を待つだけで就労可能だと判断
した医学的根拠を問う質問書を
審査官に提出した。
ついに労基署は10月22日付

けで、4月の決定を再度変更する
という通知をMさんに送付してき
た。
第1に、残念ながら労基署には
被災労働者に寄り添う姿勢に欠
ける職員が存在する。初年も前
の話だが、かつて横浜北労基署
の労災課長は港湾被災者を呼
び出し、「入口があれば出口もあ

る」と言って症状固定の同意を
強く求めたことがあった。こうした
職員（ごく一部だと信じたい）は、
放課後等デイサービスや訪問看
護ステーションの仕事がどれほど
大変なものかを理解しようともしな
い。だからこそ安易に「軽易な作
業に従事」等という作文ができる
のだ。Mさんのようなケースはあっ
てはならない。二度と起きないよ
うにしてもらいたい。
第2に、副業やダブルワークの
労災についてである。たしかに、
休業補償の算定は合算されるよ
うになったが、労基署が、Mさん
のようにもうひとつの軽作業ならで
きるということで症状固定を強く
勧めることもあり得る。逆に会社
は、軽作業しかできない人を職場
に戻したくないだろう。退職勧奨
したり、復帰の際に労働条件の
切り下げをしてくる可能性もある。
自社には労災発生の責任など皆
無なのだから、職場改善の動機
付けなど皆無である。副業のリス
クは大きく、ダブルワークを余儀な
くされている労働者の権利は総
合的に保障されなければな
らない。

（神奈川労災職業病センター）

昨年から再開されたサマー
フィールドワーク。今年は台風の
影響で日程を1日のみに短縮し、8

月30日に開催した。テーマは、「も
のづくり現場の安全、移住労働
者との共生、アスベスト被害を学

一日のサマーフィールドワーク
東京●製缶現場・移住労働者・石綿被害
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ぶ」。都内の大学で産業保健を
学ぶ学生など11名の方が参加さ
れた。
午前中のセッションでは、江戸

川区平井にある江戸川製缶株
式会社の工場を見学した。同社
は1947年の創業。主に印刷用イ
ンキ缶の製造を行っている。工
場では複数の製造ラインが稼働
し、金属からインキ缶をプレス加
工していく。かなりの騒音が出る
機械もあるし、缶の加工の中で有
機溶剤を使用する工程もある。
最近、製造ラインを増設したとのこ
とで、多くの社員のみなさんが忙
しく働いていた。
この工場では、長年にわたり
参加型安全衛生活動を行ってき
た。当日の工場見学では、まず、
安全衛生活動の担当者の方か
ら工場の現在の事業概要などを
うかがったうえで、アクションチェッ
クリストを片手に工場内をまわり、
現場の良い点をチェックしていっ
た。工場見学の後、センターに
戻ってグループワーク。2つのグ
ループに分かれて、チェックリスト
をもとに、見学した現場の安全
衛生について良かった点や改善
点を出し合った。グループワーク
で出された「良かった点」と「改
善点」については、後日、江戸川
製缶の皆様にお伝えし、同社で
の安全衛生活動の参考にしても
らっている。
午後のセッションの前半は、

「移住労働者との共生社会」が
テーマ。最初に、東京安全セン
ターのスタッフから、日本社会にお
ける移住労働者の現状と、労災
相談の現場から見えてくる状況

を説明した。
国の統計によると、日本に暮ら

す在留外国人は右肩上がりで
2023年は過去最高の341万人と
なり、白本国内の職場で働いて
いる外国人の数も過去最高の
204万人となっている。中小零細
の現場を中心に、製造・建設・農
業・漁業・サービス業など各地
の現場は、多くの移住労働者の
人々によって支えられている。そ
の一方で、技能実習生をはじめ
不安定で弱い立場に立たされて
いる移住労働者も数多く、労災
補償をはじめ労働者の権利も十
分に守られていない実態がある。
今回は、ミャンマー（ビルマ）か

ら難民として来日し、その後、十
数年にわたり日本で働いてきたA
さんをゲストに迎え、彼の経験を
参加者の皆さんに語っていただ
いた。Aさんは長年、都内の飲
食店に正社員として勤務し、野菜
や肉を串にさす「串打ち」の仕事
をしてきた。1日に何百本も串打
ちをする中で、左親指の付け根
の関節症（CM関節症）になって
しまった。現在は休職して治療
に専念しつつ、労災申請をしてい
る。職場で白本人の同僚からき
つく当たられた経験など、移住労
働者が日本の職場で直面する問
題について語ってくれた。Aさん
は、故郷に一度帰りたいという思
いもあるという。しかし、その故郷
のミャンマーは、いま軍事政権の
クーデータによる内戦の真っただ
中にある。母国から遠く離れ、日
本で懸命に働いてきたAさんの
話に、参加者の皆さんは聞き入っ
ていた。

また当日は、Aさんのお子さん
で大学生のBさんも通訳として参
加し、同世代の参加者の皆さんと
交流していた。
今年はプログラムを短縮したた

め、午後のセッションの後半で、ア
スベスト（石綿）が原因で起こる
職業牲の疾患について取り上げ
た。このセッシヨンでは、東京安全
センターの代表理事で、亀戸ひま
わり診療所で職業病の診察・治
療にあたってきた平野医師が講
師となり、アスベストが原因で発
症する中皮腫や肺がん、石綿肺
などの疾患について説明した。
業務などで石綿を大量に吸い
込むと、長い潜伏期簡の後で、
肺の細胞が次第に壊され「石綿
肺」という病気を発症することが
ある。一方、石綿以外にも、様々
な粉じんが原因となって、肺の細
胞が壊されて肺機能が低下す
る「じん肺」という職業病が起こ
る。今回のセッシヨンでは、石綿
が原因で起こる疾患の話に加え
て、そうした「じん肺」の問題も取
り上げた。
「かつて医学界では、一部の
種類の粉じんだけが『じん肺』の
原因になると言われていた。しか
し、実際には、水に溶けない性質
を持つ粉じんであれば、すべて
肺に入ると『じん肺』の原因にな
る。職業病の問題に取り組む医
獅たちがその危険性を明らかに
してきた。鉱物の粉じんだけで
なく、植物性の粉じんでも、『じん
肺』は起こる。『じん肺』は決して
過去の話ではない」という平野
医師の話に、参加者から驚きの
声が上がっていた。
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今年は日程を1日に短縮した
ため、やや駆け足のプログラムに
なってしまった。それでも参加者
が記入してくれたアンケートでは、
「アスベストは過去の問題と思
わず、現在・未来を考えて予防し
ていきたい」、「共生ということを
改めて考えていきたい」、「実際

の労働現場を学ぶことができた」
などの感想が寄せられ、高評価
をいただいた。
次年度は、より充実した内容に

して、学生や社会人の皆さんに
フィールドワークを体験して
もらいたいと思う。

（東京労働安全衛生センター）

2024年10月2日から6日にかけ
て、韓国の労働組合のナショナル
センターである民主労総の全北
本部より、7名が訪日した。目的は、
日本の労組や活動家との交流、
応援や勉強会等だ。
その中で、10月4日の午後3時
から、交流の一環として、訪日団と
関西労働者安全センターとの懇
親会が関かれた。その内容を下
記にまとめる。

1.　死なずに働ける権利のため

まず、関西労働安全センター
事務局長の田島から開会の挨
拶があった後、訪日団の一人で
ある、民主労総全北本部の本部
長イ・ミンギョンさんから、韓国での
労働における課題を報告してい
ただいた。
韓国の全北特別自治道では、
2024年4月から9月にかけて6件
死亡事故が起こったが、その大
部分が、墜落、挟まれ、衝突な
ど、従来から続く昔ながらの原因

だった。
この従来型の事故は、建設業
で特によく起こる事故だが、その
理由は、安全措置の不足と、無茶
な工期設定である。
また、チョンジュ市のリサイクル
センターでは、5月に爆発事故が
起こり、5名が死傷した。リサイク
ルセンターに対して、民主労総
は、定期的なガス濃度のチェック
を提起していたが、ずっと行われ
ておらず、今回の事故となった。
こういったことが起こる原因と
は何だろうか。イさんは、2つの労
働法に関連づけて説明された。
まず、重大災害処罰法である。
韓国では、2022年1月27日から、
重大災害処罰法という法律が施
行された。これは、重大な被害を
伴う労働災害が起こった時、経
営責任者（通常は代表理事）や
安全管理責任者に責任を問うも
ので、その範囲は元請の責任者
にまで及ぶ。しかし、2024年10月
の現状として、処罰はほとんど現

日韓の労働安全衛生問題で交流
大阪●民主労総全北本部より訪問団

場の担当者や下請け事業所にと
どまっている。
例えば、セアベスチールは、処
罰法施行後、5件死亡事故を起こ
しているが、社長の拘束、取り調
べはなかった。
他の会社でも事故は多く起

こっているが、元請けの社長が
処罰されたのは1～2件、それも罰
金刑にとどまり、拘束や取り調べ
はない。処罰されることがほとん
どなく、あっても軽いため、労働条
件の改善がなかなか行われない
のだ、ということである。
次に、産業安全保険法だ。
これは、現場の安全措置を管
理する法律で、処罰法が事故後
のための法律とするなら、この法
律は事故を未然に防ぐための法
律と言える。
しかし、この法律については、2
つ大きな問題がある。
ひとつは、人員が圧倒的に不
足していることだ。例として、全北
では数千の事業所があるが、同
法に基づく監督官は2名である。
なので、どうしても、現場を直接調
査するようなことは少なくなり、書
類だけの簡便な管理になってしま
う。チョンジュ市のリサイクルセン
ターも、この法律だけの話ではな
いだろうが、人員が足りないという
理由で、ガス濃度のチェックが行
われていなかった。そこかしこで
行われる建設工事の現場も、直
接監視している余裕はない。
もうひとつは、法の適用外にな
る範囲が大きいことだ。まず、従
業員5名以下の事業所は法の適
用外である。全北では、事業所
数でいうと、なんと80％程度が5名
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以下の事業所である。また、請負
という雇用形態をとりがちなプラッ
トフォーム労働者、感情労働者、
教育労働者の大部分がこの法
律の適用外となってしまう。
監督する人員が足りないこと

と、適用範囲が限定的なことが、
危険な職場環境の放置につな
がっているということだ。
民主労総としては、まずこの2

つの法律が、すべての労働者に
適用され、適切に施行されるよう、
政府に向けて取り組んでいる。ま
た、過密労働によって事故が起き
ないように週4日労働制を訴える
と同時に、危険な環境での仕事
を未然に防ぐために、作業中止
権を労働者個人だけでなく、労
働組合として行使できるよう交渉
している（現状、作業中止権は個
人で行使することになっており、
行使後の会社から当人への不
利益な扱いを防げない）。すべて
の労働者が死なずに健康に働け
る権利を、安全に、幸せに、家族
のために働ける権利を保障する
ために、これからも取り組んでいく
とのことであった。

2.　日本の労災の移り変わり

次に、関西労働者安全セン
ターの西野から、労災などのデー
タから見た近年の日本の労働安
全衛生の流れを、3つの事項から
説明していただいた。
まず1つ目は、死亡者数の減少

と、休業4日以上の死傷者数の
増加である。
日本では、労災による死亡者数
は、1996年に2,316人だったが、そ
とから2021年までほぼ継続して

減少し、754人にまでなっている。
一方で、休業4日以上の死傷者
数は、2009年の105,718人を最小
として、2021年に135,371人にま
で年々増えている。
その理由を推測するデータとし

て、事故原因のトレンドの変化が
ある。休業4日以上の死傷者数
について、1996年から2020年に
かけて、はさまれ、墜落の事故が
減少し、転倒、動作の反復の事
故が増加している。ここから推測
できるのは、設備要因の事故は、
安全カバーや緊急停止装置、
ハーネスの義務化などの対策に
よって減少しているが、行動要因
の事故は、高齢の労働者の増加
によって増えているのではないか
ということである。今後は、いまま
でどおりの装置や現場への対策
は行いつつ、加えて高齢の労働
者の事故対策というものが必要
になってくる。
2つ目は、精神疾患の患者数

の増加である。
精神障害による労災の請求
件数は、1998年は47件だったも
のが、2003年は341件、2013年は
1,257件、2023年は3575件となっ
ている。今後もしばらくは加速度
的に増え続けることが予想され
る。メンタルヘルスの対応につい
ては、ストレスチェック制度やその
集団分析などが制定されて行わ
れているが、闘に見えて効果が
上がっている、役立っているとは
言い難い状況であり、どうしていく
か考える必要がある。
3つ目は、隠れた農作業者の事
故の多さである。
厚生労働省が発表した、2020

年に労災で死亡した農作業者は
17名だ。しかし、農林水産省が
発表した2020年の農作業死亡
者は270人なのである。つまり、死
亡者の内、253名が労働者でない
と判断され、労災のデータ上は隠
れた数値になっているのである。
2020年の建設業の労災死亡者
は258名のため、実際の農作業
での死亡者はそれを超えている
ことになる。なので、農作業者の
安全衛生対策は重要な課題で
ある。
また、農林水産省のデータで
は、農作業死亡者の割合で、
2020年には65歳以上の死亡者
が84.8％となっており、こちらの方
でも高齢者対策を講じる必要が
ある。

3.　フリーディスカッション

その後は、フリーデイスカッショ
ンとして、お互いに思うことや質問
をするかたちになった。午後4時
30分でいったん中断、休憩、その
後6時30分から再開して、関西労
働者安全センターの運営協議会
を兼ねながら8時30分まで議論
は続いた。全部書くと大変な分
量になるので、主な話題やそのや
りとりを下記にまとめてみる。
・	日本で労災が減ったのはなぜ
か。労働安全衛生法で罰則
が決まったことと、建設業だけ
で言うと、労災を起こした企業
はしばらく公共事業の入札に
参加できないことが影響してい
る。
・	現場を回ることの重要性
・	精神疾患の労災に関する処
罰について、日本では長時間
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残業は法規制により処罰があ
るが、ハラスメントは法的な処
罰はなく、被害者が損害賠償
請求をすることになる
・	労災での経営者の処罰につ
いて、法的に処罰されることは
ほぼなく、被害者自身が損害
賠償請求することになる。
・	日本の公務員労組について。
日本にもあるが、組織によって
活気はバラバラ。今は全体的
に勢いも弱まっている印象。
・	韓国では労組主体で新聞に
働きかけ記事を発信するが、
日本はそもそも労働問題が
ニュースならないこと。
・	民主労総が別の労組の事業
に協力して解決した事例。
・	安全センターと労組が協力し
て現場改善した事例。
・	労働組合に入るのを嫌がる人
について、日本はそういう傾向
が強いが、韓国でも同じ傾向
があるという話

などである。印象的だったのは、
民主労総の人が、何をしゃべるに
しても、かなり自信満 に々しゃべる
ことである。通訳を介しているの
で解釈違いはあるかもしれない
が、「民主労総が関わった事件
は労働者の勝利として解決して
きた」とか、「民主労総は大きな
組織だからそれができていると思
う」など、勢いのすごさを感じた。
ただ、医師と協力しながら問題解
決するというのは民主労総では
あまりないようで、安全センターが
医師とともに、ある現場のフォーク
リフトの振動障害について取り組
んだことなどは興味深く聞いてく
れたようだ。また、韓国の労災死

亡事故件数に対して日本の件数
が少ないことについても思うとこ
ろがあったようである。
以上が民主労総全北支部の
訪日国と関西労働者安全セン
ターの懇続会のレポートである。
個人的な感想として、民主労総
の勢いに対して、日本の労働運
動は弱いイメージの話し合いに
なったが、それは逆に、日本全体

の傾向として、運動が弱くてもな
んとかなるような環境になってき
ているということでもあるのだろ
う。いつか、労働者運動みたい
なことがなくなっても平気な社会
にするために、今は相談に真撃
に対応することから進めて
いく。

（関西労働者安全センター

西野方庸）

■サムソンの手動工程の職員、
79％に「筋骨格系疾患」
サムソン電子の半導体生産ラ

インの中で最も老朽化した器興
事業場の8インチ生産ライン（6～
8ライン）で働く労働者のほとんど
が、筋骨格系疾患などを病んで
いることがわかった。
全国サムソン電子労働組合

（全サム労）が7月24日～8月12
日、器興事業場の製造職群の労
働者を対象に、オンラインでアン
ケート調査した結果、回答者136
人の内107人（78.7％）が「筋骨
格系疾患と診断された」と答え
た。うち91.2％の124人は、8インチ
ラインの労働者だった。手動工
程製造職群の労働者は1200人
余りで、考朽工程で働く労働者
の10％が調査に応じた。疾患とし
ては、手根管症候群（複数回答・
38.2％）が最も多く、椎間板ヘルニ
ア（29.4％）、指関節炎（16.9％）な

どが続いた。
それでも労災申請はほとんど

なかった。サムソン電子は「2010
年以後、8インチ半導体生産ライ
ンで、筋骨格系疾患を理由にし
た労災申請は1件」と説明する。
「労災保険で治療を受けな
かった理由」は、回答者の95人
（複数回答・69.9％）は、「労災保
険で治療を受けられるという事
実を知らなかった」と答えた。次
に「手続きが難しくて」（36.8％）、
「不利益の憂慮」（36.0％）など
があげられた。
サムソン電子の関係者は、「入
社時に労災申請の手続きなどを
教育し、以後もオンライン産業安
全保健教育をしている」、「イント
ラネットと社内病院、筋骨格系疾
患センターなどには案内資料も備
えている」と話した。
サムソン電子が健康保険の非
給与項目を含め、職員の医療費

半導体工場の筋骨格系疾患
韓国●労災申請はほとんどなし
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を支援しているということも、労災
申請をためらう理由になる。煩わ
しい労災申請より、手軽な医療費
支援を選ぶということだ。
クオン・ドンヒ労務土は、「公傷
処理（会社が医療費支給）をする
と、該当疾病が業務上疾病なの
か個人疾患なのか判らなくなる」
とし、「会社が作業環境を改善
し、労災を予防する契機が消え
ることになる」と話した。

2024.9.6 ハンギョレ新聞

■「平沢港のイ・ソンホ」を奪った
港湾／10年間、240人ずつ労災
に遭った
この10年間、港湾で毎年240
人余の死傷者が次 に々発生して
いる。港湾の特性上、大きな負傷
や死亡につながりやすいが、安
全は足踏み状態だ。2021年4月、
平沢港のイ・ソンホ（死亡当時23
歳）さんの労災事故以後に港湾
安全特別法が制定・施行された
にもかかわらず事故は減ってい
ない。
10日に国会・農林畜産食品
海洋水産委員会のイ・ピョンジン
「共に民主党」議員室が雇用労
働部から受け取った「最近10年
の港湾内の陸上荷役業・港湾
運送隙帯事業での事故災害状
況」によれば、2015年から今年6
月までに全国の港湾で、被災者
2315人と死亡者39人が発生し
た。災害の類型別に見れば「落
下」が492人、「転倒」が444人、
「ぶつかり」が440入、「挟まり」が
328人などで、典型的な野外肉体
労働労災の類型が多い。
被災者数を年度別に見ると、

10年間、毎年240人前後を維持
し、事故は減っていない。2015年
に256人、2016年に230人、2017年
に213人、2018年に239人、2019年
に241入、2020年に235人、2021年
に268人、2022年に262人、2023年
には271人など。2024年は6月ま
でに139人が事故災害に遭った。
死亡者数を年度別に見れば、
2015年に6人、2016年に6人、2017
年に3人、2018年に8人、2019年に
3人、2020年に3人、2021年に4人、
2022年にl人、2023年に4人だ。
2024年の6月までに1人が事故で
命を失った。
港湾の安全管理は原則的に
海洋水産部が管轄し、2022年8
月からは、自律的安全管理体系
の構築、安全指導・管理人材の
拡充などを内容とする「港湾安
全特別法」が施行された。しか
し、海洋水産部は、事故の状況さ
え具体的に把握していない。事
業主は労災発生の事実を労働
部に報告しなければならないが、
海洋水産部に対する報告義務
はない。個別港湾公社も、物流
協会などの統計資料を利用して
状況をやっと把握しているのが
実情だ。
政府が港湾労災をきちんと把
握・管理しながら、労働環境を改
善すべきだという指摘がされてい
る。イ・ピョンジン議員は、「港湾安
全特別法は政府の責任と義務に
対する具体的な条項が不備で、
補完が必要だ」と話した。

2024.9.10 京郷新聞

■ハナオーシャンで下請け労働者
が墜落死/今年造船所で「少なく

とも15人」死亡
巨済のハナオーシャン（旧：大
字造船海洋）の造船所で、9日の
午後9時、フローティングドックで
搭載作業中だった下請け労働者
のAさん（41歳）が、約32m墜落し
た。病院に運ばれたが死亡した。
雇用労働部は作業中止の措置
をし、産業安全保健法と重大災
害処罰法の違反について調査を
始めた。警察も正確な事故経緯
を調べている。
今年、造船所で死亡事故が増

えている。労働部の資料によれ
ば、今年上半期だけで、造船所
で10件の事故で14人の死亡者
が出た。「造船業ビッグ3」に挙げ
られるハナオーシャンとサムスン
重工業、蔚山HD現代重工業の
いずれでも死亡者が出た。巨済
の礎石HD（3人）と高城の金剛
重工業（2人）、釜山の大鮮造船
（2人）では、複数の死亡者が発
生する事故が起きた。生産の大
部分を担当する下請け・移住労
働者が主として被災した。
政府は5月に中小造船会社の
事業主と安全保健業務担当者
を対象に緊急安全保健教育を
行ったが、事故は再び起きた。労
働界は、急ぐ作業を強要する多
段階下請け構造の解決、下請
け労働者の安全保健管理への
参加保障などが優先だと指摘す
る。

2024.9.10 京郷新聞

■サムソン電子、「放射線被ばく」
に装備の欠陥は認めるも、謝罪に
「事故」はなかった
サムソン電子の最高安全責任

世界から
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者（CSO）が、5月に器興事業場
で発生した放射線被ばく事故に
ついて装備の問題を認め、危険
要素への備えが不足していたと
謝罪した。しかし、謝罪に「事故」
という表現はなく、重大災害処罰
法を避けるためという批判が出て
いる。
サムソン電子の最高安全責任
者のユン・テヤン副社長は13日、
社内掲示板に器興事業所の放
射線被ばく事故について、「初期
対応の過程で、（放射線被ばくに
遭った）お二人の心を十分に推し
量れなかった部分をお詫びする」、
「役員・職員にご心配をおかけし
たことに対し、お詫びする」と書い
た。これに先立って、ユン・テヤン
副社長は先月29日に、治療中の
被爆被害者イ・ヨンギュさんを訪
ねて謝った。今回はサムソン電子
の全労働者に公開謝罪した。
ユン・テヤン副社長は、「放射
線に関連した作業で発生しうる
危険婆素をより積極的に把握し、
備えるのに不足があった」、「今
回のことを契機に、事業場内の
放射線安全管理に、より一層万
全な期す」とした。装備の問題
点と交替計画も出し、自主点検で
事故が発生した装備と同じ種類
の装備2台で、インターロック（放
射能遮断安全装置）に問題を見
付けて整備し、他の6台も早期に
交替する計画。関連機関と製造
会社とー絡にもう一度精密点検
を実施中で、来年第l四半期まで
に完了し、製造会社を通じて周
期的に点検を受けると明らかにし
た。
労働者のための安全管理強

化計画では、放射線に被ばくを直
ちに認知して迅速に措置できる
ように、個人別累積線量計の他
に、リアルタイム個人放射線警報
機を11月末までに全面導入し、社
内の放射線安全専門家を大幅
に増やし、放射線設備を扱う役・
職員教育も強化する計画。事業
者の非常対応プロセスも、放射
線の被曝に備えて再整備する」
とした。
全国サムソン電子労組は「真

の謝罪とは言い難い」と話した。
2024.9.13 ハンギョレ新聞

■原子力安全委員会、サムソン
電子の「放射線被ばく」は安全
管理不良と結論
5月にサムソン電子器興事業
場で労働者2人が放射線に被ば
くした事故は、サムソン電子の放
射線安全管理不良のためであ
ることが、原子力安全委員会（原
安委）の調査結果で明らかに
なった。
原安委は26日、第201回の会
議を開き、「サムソン電子器興事
業場放射線被ばく事件調査結果
と措置計画」の報告を受け、再
発防止対策など、を話し合ったと
明らかにした。原安委は安全装
置の「インターロック」の配線が
変わって、放射線安全管理者の
管理と登督が不十分だったこと
が事故の原因だと結論付けた。
これに対するサムソン電子の責
任を問い、最大1050万ウォンの過
料を課す。
具体的な調査結果によれば、
5月27日にサムソン電子器興事
業場で、放射線を発生する装

置の「エックス線蛍光分析装置」
（XRF）を整備していた職員2
人が被ばくした。被ばく者の線
量を評価した結果、2人とも年間
0.5シーベルト（Sv）を超過し、その
内1人は全身の有効線量の年間
50mSvも超過していた。2人は火
傷を負って現在治療中だ。
該当装備には、X線の外部放

出を防ぐシャッターを開けると作動
しなければならない安全装置（イ
ンターロック）が作動しないように
改造されていた。原安委はイン
ターロックの配線ミスの正確な原
因については、捜査依頼すること
にした。
作業過程の管理でも問題が

あった。装備の点検時、放射線
安全管理者の作業検討と承認
手続きが履行されず、装備販売
者が提供した機器管理方法や
取り扱い禁止事項なども、作業過
程で利用されていなかった。
重大災害処罰法が適用され

るかもカギだ。重労働部の関係
者は、「負傷・疾病については未
だ検討段階」で、「産安法違反
の有無に関する調査は進行中」
とした。

2024.9.24 ハンギョレ新聞

■農民「5人に1人」死亡はなぜ？
農業機械事故の死傷者、5年間
で4593人
先月30日、全羅南道海南郡の

ある田圃で、50代の農夫が耕運
機にひかれた。病院に運ばれた
が、亡くなった。一人で、耕運機を
使って作業していて事故に遭っ
たという。
本格的な収穫シーズンの農村

世界から
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で、農業機械による死亡事故が
続いている。2018年からの5年
間、全国の農村では4500人を超
える農民が、農機械事故で死ん
だり負傷したと集計された。
農村振興庁から提出された資
料によれば、2018年から2022年
までに、全国で農業機械事故で
398人が死亡した。5年間で、平
均5日に1人の割合で農業機械に
よる死亡事故が発生しているわ
けだ。
同期間に農村で発生した農
業機械による事故は5907件に上
る。農業機械による事故は毎年
1000件以上発生している。2018
年1057件、2021年1121件、2020年
1269件、2021年1076件が発生し
た。2022年には1384件の事故が
発生し、前年より29％も増加した。
農業機械の事故では、挟まり

が35.5％で最多、続いて転覆・転
倒28％、交通事故20％、転倒・転
落7％の順だった。
事故は高齢者の多い地域に集

中した。人手が足りない農村で、
高齢者が一人で作業に出て被害
に遭うことが多いためと分析され
る農業機械の事故がもっとも頻繁
に発生した地域は、慶尚北道の
1487件、慶尚南道の1003件、全
羅南道の697件の順だった。

2024.1.2 京郷新聞

■「指切断事故が起きたらこうし
て」／キャンペーンを始めた大学
生たち
製造業の労働者たちが頻繁

に遭う指切断の労災事故に、応
急処置の重要性を知らせようと
大学生たちが乗り出した。

キム・スヨン（同徳女子大）、ソ
ン・ドユン（漢陽大）、イ・ヒチャン
（弘益大）、チョン・ソンチェ（カト
リック大）さんで構成された「両
手を守る手袋チーム」は、今月31
日まで、指切断応急処置方法など
を広報する。現場の労働者が仕
事をするときにいつも持っている
手袋の表面に、切断事故の応急
処置法を印刷した。事故が発生
した時に必要な救急用具と切断
事故の時の応急処置の手順を記
録したマニュアルも準備した。希
望する労働者はホームページで申
し込むことができる（theguardian
gloves.com）。
企画チームは、広告会社のHS

アドが主催する、大学生対象の
公募展（HSAD37回ヤングクリエ
イターズコンペティション）のため
に今回のキャンペーンを準備し
た。提出した企画が本選に進出
し、HSアドから実行費300万ウォ
ンを支援され、キャンペーン用品
を製作した。
キャンペーンを総括したソン・ド
ユン（28歳）さんは、「大学入学前
に慶南・昌原のエアコン室外機
の工場で仕事をしていた時、近く
工場で指切断事故が起こった」
「公募展を準備して、現場労働
者に対して行ったアンケート調査
でも、応急処置法を憶えにくいと
いう答が多く、今回の企画を準備
した」と話した。チームは、産業
安全保健基準に関する規則（安
全保健規則）82条によって事業
主が備えるべき救急用具に、切
断事故に関する応急処置用品
がないことにも注目した。

2024.10.7 毎日労働ニュース

■緑色病院、全泰壱医療セン
ターの基金調達バザーを終了
新型コロナウイルス感染症で

中断されていた緑色病院のバ
ザーが、5年振りに再開された。
緑色病院は11日、病院の前庭

とカササギ公園で「十匙一飯バ
ザー」を盛況のうちに行ったと明
らかにした。緑色病院バザー会
は、脆弱階層の医療支援のため
に、2003年の開院当時から毎年
行われてきたが、2020年から昨年
まで、新型コロナウイルス感染症
によって開催できなかったが、今
年再開した。
今回のバザーの販売収益金

は、脆弱階層の医療支援だけで
なく、2027年下半期に完工予定
の全泰壱医療センターの建設基
金に使われる。任祥赫病院長は
「ご飯10匙が集まって一杯にな
るように、バザーのために一つ二
つの匙を送ってこられた多くの
方々のおかげで、盛況のうちに
終えることができた」「収益金の
全額を、脆弱階層の治療と全泰
壱医療センターの建設に使用し、
『十匙一飯』の真の意味を具現
する計画だ」と明らかにした。

2024.10.14 毎日労働ニュース

■半導体労働者「副腎がん」、初
の労災認定
半導体労働者の副腎がんを
業務上疾病と認定する初めての
判決が出た。
ソウル行政裁判所が、Aさんが
勤労福祉公団に提起した療養
不支給処分取り消し訴訟で、原
告勝訴判決を行った。
Aさんは2000年11月から、ハイ
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ニックス清州工場（現キーファウン
ドリー）でエンジニアとして働き始
め、半導体ウエハー製造の細部
工程のひとつである蒸着（薄膜）
工程の装備の維持・補修を担当
した。Aさんは該当工程の装備・
設備に有害物質の液体ガスを投
入したり、直接匂いを嗅いでガス
漏れの有無を確認する作業をし
た。また、設備洗浄のために、部
品をフッ酸（HF）水槽に入れてか
ら抜いて、各種の有機溶剤で設
備を磨く作業も行った。Aさんの
勤務空調のクリーンルームは、半
導体の製造過程中に発生した
有害物質が直ぐにクリーンルー
ムの外部に排出されない構造に
なっている。
Aさんは37歳だった2020年3

月、副腎がんの診断を受けた後、
翌年、勤労福祉公団に労災を申
請した。勤労福祉公団は、Aさん
が業務中に曝露した各種物質と
副腎がんの間の関連牲を認めら
れる客観的な根拠が確認されな
いとして、認定しなかったため、勤
労福祉公団に対して行政訴訟を
提起した。
裁判所は勤労福祉公団の労
災不支給処分は不当だと判断し
た。裁判所は、「副腎がんがAさ
んが扱った有害物質によって始
まる可能性があるということが、
医学的・科学的には未だ明らか
になっていないが、Aさんが扱っ
た有害物質の種類が非常に多
く、有害物質に曝露する環境で
長期情勤務した後、一般的な場
合よりはるかに早い時期に副腎
がんに罹ることになった」とした。
続いて、「他に副腎がんの原因に

なるような遺伝子の変異や家族
歴もない上に、副腎がんと有害物
質が無関係だということもやはり、
医学的・科学的に明確に証明さ
れたものでなければ、副腎がんと
有害物質の間の相当因果関係
を簡単に否定することは難しい」
とした。

2024.10.29 京郷新聞

■サムソン半導体の下請け労働
者の自己免疫疾患、労災認定
サムソン半導体の製造工程に
使われるスクラバー（有害ガス浄
化装備）設備の維持・補修業務
をしていた下請け労働者に発生
した自己免疫疾患が、業務上疾
病という判決が出た。
ソウル行政裁判所が17日、Aさ
ん（31歳）が勤労福祉公団に提
起した療養不支給処分取り消し
訴訟で、原告勝訴判決を行った
ことが確認された。
Aさんは2017年7月から2020年
5月まで、スクラバーなどを生産す
るユニセムに所属し、サムソン電
子華城工場でスクラバー設備の
維持・補修を担当した。彼は仕事
を始めて1年6か月後の2019年1
月から、皮膚炎、脱毛、気絶、妄想
などの症状を経験し、2020年7月
に、最終的に「全身紅斑性ループ
ス（全身性エリテマトーデス）」と
いう自己免疫疾患と診断された。
Aさんは、「スクラパーの維持・
補修業務を遂行中に、狭い作業
空間などによって保護具が外れ
ることが多く、有害化学物質に頻
繁に曝露し、肉体的・精神的なス
トレスが累積して発病した」とし
て、勤労福祉公団に労災申請を

した。勤労福祉公団は2021年9
月に、スクラパー設備の維持・補
修作業時に見付けられるガラス
ケイ酸は、毒性が低い非決定型
と確認されるとして、申請を受け
容れなかった。これに対してAさ
んは行政訴訟を提起した。
裁判所は、勤労福祉公団の
不承認処分は不当だと判断した。
「産業安全保健研究院の疫学
識査によると、国内研究の結果、
スクラパー設備の維持・補修作
業時にガラスケイ酸が発見され
た。ほとんどが非結晶型ではあ
るが、結晶製ガラスケイ酸が含ま
れている可能性も排除できない」
とし、「その上、毒性の低い非結
晶型といっても、高い投与量では
毒性が報告されている」とした。
続けて「整理すれば、有害物質
への曝露量がどの程度だった
のかとは別に、Aさんが扱った設
備、作業方法、作業環境に照らし
てみる時、Aさんが有害物質に
曝露されたという事実は否定し
難い」とした。
裁判所はまた、「サムソン電子
傘下の別の工場勤労者たちに
対する業務上疾病判定書によれ
ば、半導体の製造工程の勤労者
たちに、全身性エリテマトーデス
が発病したことが確認される」と
した。
Aさんは「パノリム」を通じて、

「勤労福祉公団は、先端産業の
特殊性を口実に勤労者たちの健
康を無視せず、社会的な責任と
安全網を提供しなければな
らない」と表明した。

2024.10.29 京郷新聞

（翻訳：中村猛）
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